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  本調査はこれらの仮説、指摘に応えるため、以下の 3 種の調査を実施した。 
 (1) 研究人材の流動性に関する調査 
 (2) 研究組織における人材の多様性と人材確保に関する調査 










• 調査Ⅰ（研究機関）：回答数 1,050 組織（対象数 1,368 組織）回答率 76.8% 
• 調査Ⅱ（研究組織長）：回答数 894 組織（対象数 1,461 機関）回答率 61.2% 



























○ 全体の移動度（転出率）は高まっており、若手の移動度は 0.06 と他の年齢層よりも高く、増加
の度合いも大きい。結果として、全体の流動性は増加し、特に若手層の流動性が増加してい
ると言える。 
○ 日本の教授職の生涯移動期待値を経年的に比較すると、1993 年時点の 0.78 回から 2008 年
時点は国立大学 1.28 回、公立大学 1.51 回、私立大学 1.01 回と増加している。2004 年時点
（国立大学 1.16 回、公立大学 1.43 回、私立大学 1.00 回）と比較しても増加している。 
  回答者全体では１回も移動したことがない研究者が約 40%を占めており、１回以上移動経験が
ある研究者が約 60%であった。セクター別に見ると、独立行政法人・国立試験研究機関、公設試験
場、財団・社団法人の約半数は移動経験のない研究者であり、大学共同利用機関の研究者は他
のセクターよりも移動経験が多い研究者の割合が大きく、2 回以上の移動経験をもつ者が約 4 割を





一方、大学の転出率は 2001 年度の 6.3%から 2003 年度の 7.5%と上昇しているが、2003 年度から
2007 年度までは横ばいである。（第 2-2 図） 
  今回科学技術政策研究所にて実施した調査結果では 2001 年以前の移動度（転出率）の推移
とともに年齢層別の推移も推定することができる。図からは長期的にみると全体として移動度は高
まっていることがわかる。特に若い世代の移動度は 1986～1990 年当時は約 0.035 であったが、
2001～2006 年では約 0.065 にまで増加している。一方、45～54 歳の移動度は、1990 年から 1996
年にかけて減少傾向にあったものの 2001～2006 年で増加している。転出のタイミングがより若い年
齢にシフトしたことが推察される。（第 2-3 図） 
  一方、高年齢層の流動状況については、1993 年にカーネギー財団が実施した大学教授職の
生涯移動期待値を国際比較した既存調査結果がある。1993 年時点で日本の教授職の生涯移動
期待値は 0.78 回であり、比較対象国中下位から 2 番目という低さであった。本調査結果より同様の
方法で期待値を算出すると、2004 年時点の生涯移動期待値は国立大学で 1.16 回、公立大学が
1.43 回、私立大学が 1.00 回であり、1993 年時点の値と比較すると大きくなっていることがわかる。
さらに 2008 年時点では国立、公立、私立ともわずかではあるが移動期待値が増大しており、大学
教授職の移動度は経年的にみても増大しているといえる。（第 2-4 図） 










































































0回 1回 2回 3回 4～5回 6回以上  
第 2-1 図 回答者の移動経験数 
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全体 年齢：35～44歳 年齢：45～54歳 年齢：55～64歳
 





























































































































































































第 2-6 図 研究組織にとっての移動に伴うデメリット
 
２－２－２ 移動経験と論文生産性の関係 






























































第 2-7 図 移動経験の有無と論文発表数 
２－３ 海外本務経験の効果 
○ 海外で研究者として本務経験を有する研究者は全体で8.9%である。35～44歳の海外研究経
験率が 10.1%と最も高く、ついで 45～54 歳が 9.7%であることから、若年層での海外研究活動







































































～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳～ 全体  


























海外経験なし ( N=8,539) 海外経験あり ( N=830)  
第 2-9 図 海外機関との研究上の交流 
２－３－２ 海外本務経験と論文生産性の関係 










































第 2-10 図 海外本務経験の有無と論文発表数 





























  若い年齢層ほどポストドクター経験「あり」の割合が高くなっている。34 歳以下では約半数がポ
ストドクター経験を有し、ポストドクターの経験は徐々に研究者の経歴として一般的になってきてい
ると推察される。（第 2-12 図） 最近 3 年間の論文発表数をポストドクターの経験の有無別に集計し
た結果からは、ポストドクター経験のある研究者の英語論文数が多い。特に 45 歳以上の年齢層に
おいては、論文数の違いが大きく現れている。（第 2-13 図） 










































ある(現在) ある(過去) ない 無回答  





















































































5.5% 9.0% 16.9% 0.8% 32.2%
ポストドクタ ・ー
研究員クラス 4.1% 12.1% 39.4% 4.6% 60.2%








第 2-14 図表 任期ありから任期なしの移動前後 
の職階 































































































































































第 3-1 図 研究本務者の国内・海外内訳 
 
３－２ 優れた人材の確保への取組：海外組織と国内組織の比較 
  日本の研究組織一般において特徴的な点は、 「特に取り組みは行っていない」と回答している
組織が多いことである。取組項目では、海外の有力組織において 7 組織中 6 組織が「自由度の高
い研究費の提供」を挙げていることは注目すべきことである。本項目は、日本の組織においても比
較的高い回答割合ではあるものの海外組織とは大きな差異が見られる。 




































































（第 4-1 図） 
  また、日本、アメリカ、イギリス、ドイツについてトップ 1%論文の最終著者数シェアを主要分野別
のポートフォリオにすると、アメリカは基礎生物学、臨床医学といった生命科学分野のシェアが他の






率が場所の日本比率をわずかに上回っていることがわかる。（第 4-3 図） 
















第 4-1 図 主要分野における国別著者数のシェア 
 




































































































































































































日本機関所属割合 日本人性割合  












































日本姓在外比率 外国姓国内比率  
第 4-4 図 日本姓のうち在外割合、海外姓のうち日本所在割合 
 



























































第 1 部 本編 
 
本編 





  科学技術政策研究所では平成 20 年度科学技術振興調整費により「第 3 期科学技術基本計画
のフォローアップに係る調査研究（以後 フォローアップ調査と呼ぶ）」を実施した。フォローアップ調

































  本報告書はこれらの調査結果および今後に向けての課題を検討し、取りまとめたものである。 
 
PR1.  科学技術を巡る主要国等の政策動向分析 
PR2.  日本と主要国のインプット・アウトプット比較分析 
PR3.  イノベーションの経済分析 
PR4.  内外研究者へのインタビュー調査 
PR5.  特定の研究組織に関する総合的ベンチマーキングのための調査 
PR6.  日本の大学に関するシステム分析 
PR7.  科学技術人材に関する調査 ⇒以降、『本調査』と称する 
PR8.  大学・大学院の教育に関する調査 
PR9.  イノベーションシステムに関する調査 
PR10. 基本計画の達成状況評価のためのデータ収集調査 
PR11. 第 4 期基本計画で重視すべき科学技術に関する検討 
PR12. 政府投資が生み出した成果の調査 
本編 














国内の自然科学系の研究を行う研究機関（上記 3 調査に共通） 
• 博士課程を有する国公私立大学（248 大学、調査表Ⅰ：658 組織、調査票Ⅱ：674
組織） 
• 大学共同利用機関（11 機関） 
• 独立行政法人（28 機関、160 組織）、国立試験研究機関（22 機関、26 組織） 
• 公設試験場（355 機関） 
• 財団法人および社団法人（169 機関） 
③ 回答数・回収率 
• 調査Ⅰ（研究機関）：回答数 1,050 組織（対象数 1,368 組織）回答率 76.8% 
• 調査Ⅱ（研究組織長）：回答数 894 組織（対象数 1,384 機関）回答率 64.6% 






























第 1-2-1 表 調査対象機関（組織） 
機関形態 米国 欧州 日本







MRC 分子生物学研究所( Medical Research
Council、英) 基礎生物学研究所　他
環境・エネルギー 環境（気候変動） 公的機関 NCAR地球観測研究所 マックスプランク気象研究所（独、ハンブルク） 海洋研究開発機構（総定員：300）
新エネルギー技術 公的機関 米国再生エネルギー研究所（NREL） エネルギー技術研究所（英）（半官半民出資） 産業技術研究所エネルギー技術研究部門
情報通信 大学　 カリフォルニア大学バークレイ　計算機科学科 ロンドンカレッジ大学　計算機科学科（英）
東京大学生産技術研究所情報・エレクトロニ
クス系部門




基礎・融合領域 物理学を中心とした融合 大学　 JILA（コロラド大学とNISTの共同運営） ケンブリッジ大学キャベンディッシュ研究所 京都大学基礎物理学研究所　他
加速器分野 公的機関 フェルミ国立加速器研究所 欧州原子核研究機構（CERN、スイス） 高エネルギー加速器研究機構



















  IUPAP (国際純粋・応用物理学連合)Awards Young Scientist Prize および IUPAC(国際純正・
応用化学連合) Prize for Young Chemists の日本人受賞者を対象とし、近年の国別受賞者の状況
を把握した。 
本編 





















動経験が多い研究者の割合が大きく、2 回以上の移動経験をもつ者が約 4 割を占めている。 







































































0回 1回 2回 3回 4～5回 6回以上  
出典：「研究人材の流動性に関する調査」調査票 III の結果をもとに作成 
注：移動回数は高等教育期間終了後の研究本務者としての経歴中の移動の回数を指す。 








  第 2-1-2 図は年齢層別の平均移動回数を算出したものである。全セクター全年齢層の平均移





55～64 歳の傾向が逆転しており、このことから、現在 55～64 歳の層よりも 45～54 歳の層の方が大
きな流動性を有していることが推察される。 
 































































～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 全体  
出典：「研究人材の流動性に関する調査」調査票 III の結果をもとに作成 
 
(3) 研究者の移動度（転出率＝転出者数／在籍者数）の推移 
  第 2-1-3 図は研究組織種(セクター)別の研究者の転出率及び年齢層別の転出率を総務省
「科学技術研究調査報告」および今回科学技術政策研究所の実施した調査の結果から示したも
のである。 
  「科学技術研究調査報告」の結果（第 2-1-3 左図）を見ると企業も含む全体の転出率は 4.9～
5.9%の間で推移しており、近年はほとんど変化がない。セクター別にみると、公的機関（特殊法人・
独立行政法人、国営・公営研究機関）・非営利団体の転出率が他のセクターに比べて水準と増加
の程度共に大きく、2007 年度では 12.4%に達しており、これは企業の転出率の約 3 倍、大学の 1.7
倍程度である。大学の転出率は 2001 年度の 6.3%から 2003 年度の 7.5%と上昇しているが、2003
年度から 2007 年度までは横ばいである。 
本編 









ると、特に若い世代の転出率は 1986～1990 年当時は約 0.035 であったが、2001～2006 年では約




第 2-1-3 図 移動度（転出率）の推移（左：研究組織種別[総務省統計]、右：年齢層別[本調査結果]） 
0.049 



























































































全体 年齢：35～44歳 年齢：45～54歳 年齢：55～64歳
 
出典：左図：総務省「科学技術研究調査報告」より作成、 







  第 2-1-4 図は総務省「科学技術研究調査報告」をもとに、2001 年度から 2007 年度にいたる研
究者の転出先割合の推移を転出元のセクター別に示したものである。同調査報告では、転出先情
報は国公私立大学、公的機関、民間企業といったセクター別に集計されているが、転出元としては
大学等、公的機関、企業等、その他の 4 区分での集計となっている。 
  大学からの転出者（第 2-1-4 左上図）の転出先として最も大きな割合を占めているのは私立大
学である。2001 年度から 2005 年度までその割合は増加傾向であったが、2006 年度にいったん低
下し、2007 年度には再び増加している。2007 年度には大学からの転出者の半数以上が私立大学
を転出先としている。大学からの転出者の約 90%は大学に転出しており、民間企業へ転出する割
合は 2.8%（2007 年度）とごくわずかである。 
本編 
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第 2-1-4 図 転出元セクター別転出先割合の推移 






































































































国立大学 公立大学 私立大学 公的機関 民間企業 その他
 













































































































国立大学 公立大学 私立大学 公的機関 民間企業 その他
 
出典：総務省「科学技術研究調査報告」より作成 









  第 2-1-5 図から第 2-1-6 図はそのアンケート結果をもとに、研究者（年齢が 35～44 歳の研究
者）のセクター間移動の人数及び方向を 1986 年から 1995 年、1996 年から 2005 年のそれぞれ 10
年間に分けて図示したものである。ここから研究者の移動におけるセクター間の関連の大きさを相
対的に読み取ることができる。 




































第 2 章 （調査結果）研究人材の流動性 
1.研究者の移動 の状況 
9 










受入れ側（国立大学（大規模）から独立行政法人・国立試験研究機関）で約 6 倍に増加している。 
 
第 2-1-6 図 セクター間の移動の様子（当時の年齢が 35～44 歳の研究者を対象：期間 1996～2005 年） 
期間：1996～2005 年 
 




   
本編 


















第 2-1-7 図 セクター間の移動の様子（「その他」を「民間企業」「海外」「病院・その他」に分けた場合） 


















出典：「研究人材の流動性に関する調査」調査票 III の結果をもとに作成 
 
本編 









および 2008 年時点の 2 時点における生涯移動回数期待値を算出した。その結果を第 2-1-8 図に
示す。 
  1993 年時点で日本の教授職の生涯移動期待値は 0.78 回であり、比較対象国中下位から 2 番
目という低さであった。今回のアンケート調査の結果からは 2004 年時点の生涯移動期待値は国立


























































２．その研究者の生涯キャリアを 30 年と仮定し、生涯の移動回数期待値を算出。 
３．調査対象サンプルを現所属機関別に分類し、平均値を算出。 
本編 















  ポストドクター・研究員クラスではさらに競争倍率は低くなり、１倍程度、2～3 倍未満程度が大き
な割合を占めるようになる。ただし、一部の国立大学（大規模）においては 10～20 倍といった高い
倍率もみられる。 







第 2-1-9 図 職階別採用時の競争倍率（セクター別） 
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出典：「研究人材の流動性に関する調査」調査票 II の結果をもとに作成 









第 2-1-10 図 職階別採用時の競争倍率（分野別） 






































































































出典：「研究人材の流動性に関する調査」調査票 II の結果をもとに作成 
注：分野分類は、大学組織の主分野に対応させて集計している（大学のみの集計）ため、その他の分野としているものもある。 
本編 








では競争倍率が 1 倍程度とする組織が 20%以上存在し、10～20 倍といった組織は 5～8%程度であ
る。これら 30%以上の任期適用率を有する組織では、1 倍から 5 倍程度まで、競争倍率に極端な偏
りがない点が特徴である。これに対して、任期適用率が 30%未満の組織においては、状況が異なり、










第 2-1-11 図 任期適用割合と競争倍率の関係 






























































































































6.6%8.3%3.4% 10.8%8.327.3%10.3% 16.3%19.4% 27.3%24.1 28.5%30.6% 22.7%32.8% 18.8%11.1 4.5%15. 11.5%13.9%4.5%3.4 7.6%8.313.6%10
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
10%未満…～30%3 77 以上
1倍程度 2倍以上～3倍未満程度 3～5倍程度
5～10倍程度 10～20倍程度 20倍以上  





































































































出典：「研究人材の流動性に関する調査」調査票 II の結果をもとに作成 
注：複数回答あり 
 














































































































































出典：「研究人材の流動性に関する調査」調査票 III の結果をもとに作成 
注：図中 N0、N1 はそれぞれ移動なし、移動ありの有効回答数を表す。 
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分位の図を第 2-2-5 図に示す。45 歳未満については平均移動回数にばらつきが大きいため、ここ





～0.20（5 年～6.7 年に一回の移動に相当する）の中央値が他よりも大きく 2.48 である。 
  このことから、少なくとも、移動経験が全くないよりは移動経験があった方が生産性は高く、しかし、
移動度が多ければ多いほど論文生産性が高くなるわけではないことがわかる。また、中央値の最も
高くなる 5 年～7 年に一回程度の適度な移動度の場合に最も高い生産性が発揮される可能性があ
ることが示唆される。 
本編 




























































出典：「研究人材の流動性に関する調査」調査票 III の結果をもとに作成（45～64 歳を対象） 
注：左図：1 回答者を１点で表した散布図 

















度の変化を年齢層別に集計した。その結果を第 2-2-7 図に示す。 





  45～54 歳での移動による満足度変化の特徴は、35～44 歳での移動と比較して、満足度の増減
本編 











第 2-2-6 図 移動前後の満足度の変化（全移動の合計） 













全移動 ( N=5,037 M=8,553 )
満足度増加 満足度減少 満足度総合（満足増加－満足減少）  
出典：「研究人材の流動性に関する調査」調査票 III の結果をもとに作成 
 















出典：「研究人材の流動性に関する調査」調査票 III の結果をもとに作成 











































• 海外で本務経験を有する研究者は全体として 10%程度である。34 歳以下が約 5%と低い。 
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出典：「研究人材の流動性に関する調査」調査票 III の結果をもとに作成 
注：海外本務経験とは海外で研究本務者として従事した経験を指す。 
 
  第 2-3-2 図は海外の研究組織に最初に本務者として従事した時の年齢を回答者の現在の年
齢層別に集計したものである。年齢層間の比較には若干の留意が必要ではあるが2、特に最初の
海外経験年齢 30～35 歳の層が現在若い年齢層ほど大きな割合を占めており、25～30 歳の割合も
増加している。逆に 35～40 歳の割合が減少している。このことから研究者の最初の海外経験がより
若い時期に実施されつつあると読み取れる。 
  いずれにせよ、どの年齢層の研究者においても海外で研究活動を最初に経験し年齢は 34 歳
以下の割合が多いことは明らかである。 





























25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳
最初の海外経験年齢  
出典：「研究人材の流動性に関する調査」調査票 III の結果をもとに作成 
注：N の値は当該年齢で海外本務経験を有するものの総数 
                                              
2 35～44 歳については今後海外機関を経験することによりグラフ中の、35～39 歳、40～44 歳の該当数が増加していくため、
直接的には比較できないが、その割合は全体から見れば小さいと考えられる。 
本編 

































海外経験なし（N=8,539) 海外経験あり（N=830)  
















































海外経験なし ( N=8,539 ) 海外経験あり ( N=830 )
 
















































































出典：「研究人材の流動性に関する調査」調査票 III の結果をもとに作成 
注：図中 N0、N1 はそれぞれ海外経験なし、海外経験ありの有効回答数を表す。 
本編 















第 2-3-6 図 国内機関と海外機関間による移動前後の満足度の変化 





































出典：「研究人材の流動性に関する調査」調査票 III の結果をもとに作成 
注：図中 N は当該の移動をした回答者数、M は当該の移動総数、割合は M に占める満足度増加、減少の移動数の
割合を算出。 
本編 



























































































































ある(現在) ある(過去) ない 無回答
 
出典：「研究人材の流動性に関する調査」調査票 III の結果をもとに作成 
 
本編 
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ある(現在) ある(過去) ない 無回答
 
出典：「研究人材の流動性に関する調査」調査票 III の結果をもとに作成 
 
  第 2-4-3 図はポストドクター経験「あり」と回答した研究者に対して、ポストドクターとして従事した
延べ年数を年齢層別・性別に集計したものである。全体では従事期間 3 年以上が約 50%を占める
結果となった。年齢別に見ると、若い世代ほどポストドクター従事期間が長い回答者の割合が大き
くなっている。例えば、35～44 歳の年齢層では 4～6 年との回答が 27.5%にのぼり、7～10 年も約
10%存在するなど、ポストドクター期間が長期化していることが推察される。 
 
































































1年未満 1年 2年 3年 4～6年 7～10年 11年以上  
出典：「研究人材の流動性に関する調査」調査票 III の結果をもとに作成 
本編 




  ポストドクターの進路を選択した理由を整理した第 2-4-4 図をみると、最も多いのは「教員・研究
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出典：「研究人材の流動性に関する調査」調査票 III の結果をもとに作成 
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出典：「研究人材の流動性に関する調査」調査票 III の結果をもとに作成 
注：図中 N0、N1 はそれぞれポストドクター経験なし、ポストドクター経験ありの有効回答数を表す。 
 
   
本編 
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  第 2-4-8 図は上記の集計を分野別に行った結果である。ポストドクター経験の有無によって英









































































































































































































































































  第 2-4-9 図はポストドクターの経験を国内と海外に分けて、最近 3 年間の論文数との関係をまと
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ポストドクター経験なし ポストドクター経験(国内) ポストドクター経験(海外)  
0.3  0.9 
1.1  1.3  0.9 1.0 

































ポストドクター経験なし ポストドクター経験(国内) ポストドクター経験(海外)  










• 大学の約 26%、独法・国研の約 22%の回答者は任期付での任用である。若手（35 歳以下）回答
者については、大学の半数以上、独法・国研の約 45%は任期付での任用である。 
• 任期付任用の経験有無の割合は年齢によって大きく異なる。特に独法・国研において顕著で









  第 2-5-1 左図は 2006 年度における大学の国公私別に教員全体の職階ごとの任期付任用の適
用率である。職階別に見ると、任期の適用率は助手・助教が最も高く、国立、公立、私立大学とも
約 22～28%である。講師では国立大学の任期適用率が他よりも高く 20%である。助教授・准教授で
は公立大学の適用率が高く 18.4%、教授クラスは国立、公立、私立大学いずれも 10%未満である。 
  また、第 2-5-1 図の右図は、国立大学における教員全体に占める任期付任用率の推移を示し
たものである。任期適用率は 2001 年から 2006 年にかけて 2.7%から 14.8%にまで増えており、教員
における任期制導入が進んでいることがわかる。 
 
第 2-5-1 図 大学における教員の任期付任用適用率 
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学と独立行政法人・国立試験研究機関に分けて集計した。その結果を第 2-5-3 図に示す。 
  大学、独立行政法人・国立試験研究機関に共通して 35 歳未満の若手において任期付任用の
割合が高くなっていることがわかる。その割合は大学では 53.8%と過半数であり、独立行政法人で
は 44.8%であった。大学、独立行政法人・国立試験研究機関共に、年齢が上がるにつれて任期の
適用割合は減少するが、大学では 45～54 歳においても回答者の 18.3%に任期が適用されており、
独立行政法人に比べて適用割合が高くなっている。 
本編 




第 2-5-3 図 年齢層別任期適用割合 











0% 20% 40% 60% 80% 100%
全年齢 ( N=7,012 )
～35歳 ( N=1,224 )
35～44歳 ( N=2,439 )
45～54歳 ( N=2,089 )











0% 20% 40% 60% 80% 100%
全年齢 ( N=1,084 )
～35歳 ( N=250 )
35～44歳 ( N=477 )
45～54歳 ( N=291 )
55～64歳 ( N=64 )
任期あり 任期なし
 
出典：「研究人材の流動性に関する調査」調査票 III の結果をもとに作成 
 
  職階別にアンケート回答研究者の任期の適用割合を整理したものを第 2-5-4 図に示す。教授・






第 2-5-4 図 職階別任期適用割合 



































































































































第 2-5-5 図 任期の有無別による研究者の移動状況 































0.1% 1.6% 5.9% 8.8% 16.4%







































4.1% 12.1% 39.4% 4.6% 60.2%








出典：「研究人材の流動性に関する調査」調査票 III の結果をもとに作成 
注：カッコ内Ｍは当該移動総数 
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第 2-5-6 図 任期の有無別による研究者の移動に伴う満足度変化 





































出典：「研究人材の流動性に関する調査」調査票 III の結果をもとに作成 
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第 2-5-7 表 任期ありから任期なしの移動における「能力向上の機会」満足度変化指数 
国立大学
(大規模)
 ( N=98 )
国立大学
(大規模以外)
 ( N=136 )
公立大学
 ( N=28 )
私立大学
 ( N=175 )
独法・国研
 ( N=58 )
民間企業
 ( N=21 )
海外
 ( N=4 )
その他
 ( N=75 )
国立大学(大規模) ( N=122 ) -0.308 0.091 -0.500 -0.314 0.000 -1.000 -0.167 -0.230
国立大学(大規模以外) ( N=70 ) -0.333 -0.120 0.000 -0.250 0.200 -1.000 0.167 -0.114
公立大学 ( N=11 ) 0.000 -1.000 0.000 -0.091
私立大学 ( N=50 ) 0.333 0.000 -1.000 0.250 0.333 1.000 -0.500 0.160
独法・国研 ( N=81 ) -0.714 0.158 0.000 -0.217 0.077 1.000 -0.333 -0.160
民間企業 ( N=20 ) 0.333 0.200 -1.000 0.200 -1.000 -1.000 -0.200
海外 ( N=146 ) -0.375 -0.333 -0.500 -0.714 -0.692 -1.000 -1.000 -0.857 -0.562
その他 ( N=95 ) -0.273 0.231 -1.000 -0.200 0.400 -1.000 1.000 -0.250 -0.074








転出全体 ( N=595 )
転入全体
 ( N=595 )
 
出典：出典：「研究人材の流動性に関する調査」調査票 III の結果をもとに作成 
算出方法：機関種別 i からｊへの任期ありから任期なしの移動において「能力向上の機会」の満足度に変化のあった移動回
数を Nij とする。満足度が増大した延べ移動数を nij+、減少した延べ移動数を nij-とし、nij+から nij-を差し引いた値を nijδ
（符号付）とする。nijδを Nij で除した値を機関種別 i からｊへの移動に伴う満足度変化指数αij とした。 
 
第 2-5-8 表 任期ありから任期なしの移動における「知的挑戦の機会」満足度変化指数 
国立大学
(大規模)
 ( N=81 )
国立大学
(大規模以外)
 ( N=123 )
公立大学
 ( N=21 )
私立大学
 ( N=156 )
独法・国研
 ( N=54 )
民間企業
 ( N=15 )
海外
 ( N=4 )
その他
 ( N=87 )
国立大学(大規模) ( N=112 ) -0.176 -0.037 -1.000 -0.226 0.000 -1.000 -0.714 -0.250
国立大学(大規模以外) ( N=55 ) 0.111 -0.444 0.000 -0.429 0.500 -0.500 -0.273
公立大学 ( N=10 ) 1.000 -1.000 -0.333 -1.000 -0.500 -0.400
私立大学 ( N=42 ) -1.000 0.000 -0.333 -0.053 -0.500 -1.000 1.000 -0.714 -0.238
独法・国研 ( N=71 ) -0.143 -0.294 1.000 -0.294 0.000 -0.600 -0.239
民間企業 ( N=20 ) 0.000 0.333 0.667 -1.000 -0.333 0.100
海外 ( N=129 ) -0.333 -0.333 -0.556 -0.622 -0.833 -1.000 0.000 -0.625 -0.535
その他 ( N=102 ) -0.143 0.000 -0.103 0.600 -1.000 1.000 0.040 -0.039









 ( N=541 )
転出全体 ( N=541 )
 




























































































































































































第 2-6-2 図 大学と民間企業との間の移動に伴う満足度の変化 













民間企業 から 大学 への移動 ( N=697 M=699 )
満足度増加 満足度減少 満足度総合（満足増加－満足減少）













大学 から 民間企業 への移動 ( N=67 M=68 )
満足度増加 満足度減少 満足度総合（満足増加－満足減少）  
出典：「研究人材の流動性に関する調査」調査票 III の結果をもとに作成 
 
本編 



































































































































































  日本の研究組織の人材構成として、研究本務者、招聘研究者3(Guest Researcher)、技能者
(Technician)の割合を組織種・分野別の平均を第 3-1-1 表、また組織種別に個別組織の状況を散
布図に表したものを第 3-1-2 図にそれぞれ示す。 
  第 3-1-1 表からは、大学と独立行政法人・国立試験研究機関を比較すると、より研究活動のウ
ェイトが高いと思われる後者の方が招聘研究者の占める割合が多く、また技能者割合も多いことが
わかる。分野別（国立大学）では、理学、工学、農学分野で技能者割合が多い。 






                                              
3 「過去 1 年間において自機関以外で本務を持ち、ある研究業務に携わるために招聘された研究者」として回答を
依頼した。 
本編 
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大学 190 509 70739 90.8% 3.0% 6.2%
国立大学 53 248 35796 88.2% 3.4% 8.4%
大規模 10 115 17386 87.9% 4.2% 7.8%
大規模以外 43 133 18410 88.4% 2.7% 8.9%
理学 21 38 4098 86.6% 3.7% 9.7%
工学 43 75 12996 85.2% 3.9% 10.8%
農学 29 36 3686 86.5% 2.2% 11.3%
保健 49 56 10770 90.8% 4.3% 4.9%
その他の分野 8 10 559 96.4% 0.2% 3.4%
複数分野 17 32 3687 93.2% 0.8% 6.0%
公立大学 23 48 5450 91.1% 5.6% 3.3%
私立大学 105 204 27801 95.3% 1.7% 2.9%
28 112 15471 56.7% 22.1% 21.2%
21 101 14343 55.1% 23.9% 21.0%
7 11 1128 76.7% 0.0% 23.3%
5 11 2195 35.9% 53.1% 11.0%
11 25 2109 78.3% 21.7% 0.0%
5 42 2106 83.0% 0.7% 16.3%
4 4 345 93.9% 0.0% 6.1%
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  研究本務者のうち、大学は『教授』『准教授』『講師と助教』『助手、ポストドクター』の 4 区分、大
学以外の研究機関は、『部長、室長クラス』『グループリーダークラス』『主任研究員クラス』『研究員
クラス、ポストドクター』の 4 区分で職階を分け、それら職階別の割合について、組織種・分野別の
平均を第 3-1-3 表、また組織種別に個別組織の状況を散布図に表したものを第 3-1-4 図にそれ
ぞれ示す。 








第 3-1-3 表 研究本務者の職階別シェア（国内組織の平均） 
機関数 組織数 本務研究者総数 教授割合 准教授割合 講師、助教割合
助手、
ポストドクター割合
225 618 77567 30.6% 22.7% 41.9% 4.8%
国立大学 61 279 35689 32.6% 27.4% 36.9% 3.1%
大規模 12 128 16953 30.5% 26.8% 37.7% 5.1%
大規模以外 49 151 18736 34.4% 28.0% 36.2% 1.4%
理学 23 41 3873 34.8% 30.0% 31.0% 4.1%
工学 51 84 12825 35.8% 31.3% 30.0% 2.9%
農学 32 41 3458 40.7% 34.2% 21.5% 3.7%
保健 57 65 11023 24.4% 19.4% 53.5% 2.6%
その他の分野 11 13 803 45.0% 34.2% 17.1% 3.7%
複数分野 18 33 3707 32.8% 27.0% 36.4% 3.8%
公立大学 26 52 5410 27.4% 26.1% 44.1% 2.5%










36 172 12787 10.0% 10.2% 34.6% 45.1%
25 157 11413 6.7% 11.1% 35.3% 46.8%
11 15 1374 37.4% 2.6% 28.8% 31.1%
9 34 2057 7.7% 10.5% 36.2% 45.6%
15 56 4130 10.5% 13.1% 40.6% 35.8%
5 42 1748 9.5% 19.1% 51.5% 19.9%
6 6 450 56.7% 0.4% 21.1% 21.8%
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  研究本務者に占める女性研究者の割合について、組織種・分野別の平均を第 3-1-5 表、また
組織種別に個別組織の状況を散布図に表したものを第 3-1-6 図にそれぞれ示す。 
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第 3-1-5 表 研究本務者の女性割合（国内組織の平均） 
機関数 組織数 研究本務者総数 女性数 女性割合
225 618 77567 10270 13.2%
61 279 35689 3402 9.5%
大規模 12 128 16953 1411 8.3%
大規模以外 49 151 18736 1991 10.6%
理学 23 41 3873 226 5.8%
工学 51 84 12825 519 4.0%
農学 32 41 3458 231 6.7%
保健 57 65 11023 2024 18.4%
その他の分野 11 13 803 66 8.2%
複数分野 18 33 3707 336 9.1%
26 52 5410 952 17.6%
127 276 35122 5784 16.5%
36 172 12787 1335 10.4%
25 157 11413 1147 10.0%
11 15 1374 188 13.7%
9 34 2057 184 8.9%
15 56 4130 260 6.3%
5 42 1748 213 12.2%
6 6 450 122 27.1%
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  研究本務者に占める外国人研究者の割合について、組織種・分野別の平均を第 3-1-7 表、ま
た組織種別に個別組織の状況を散布図に表したものを第 3-1-8 図にそれぞれ示す。 








第 3-1-7 表 研究本務者に占める外国人割合（国内組織の平均） 








225 618 77567 2.1% 68.9% 11.3% 9.8% 10.1%
61 279 35689 2.4% 72.5% 8.1% 9.8% 9.6%
大規模 12 128 16953 2.7% 70.3% 8.2% 12.1% 9.3%
大規模以外 49 151 18736 2.2% 74.9% 7.9% 7.2% 9.9%
理学 23 41 3873 2.0% 61.8% 11.8% 18.4% 7.9%
工学 51 84 12825 3.2% 74.3% 6.5% 10.8% 8.4%
農学 32 41 3458 1.5% 76.5% 11.8% 5.9% 5.9%
保健 57 65 11023 1.8% 77.3% 6.4% 4.9% 11.3%
その他の分野 11 13 803 3.6% 62.1% 13.8% 17.2% 6.9%
複数分野 18 33 3707 2.4% 63.3% 12.2% 8.9% 15.6%
26 52 5410 2.3% 56.9% 14.6% 12.2% 16.3%
127 276 35122 1.5% 66.4% 15.7% 8.5% 9.4%
36 172 12787 4.1% 58.8% 6.2% 18.9% 16.2%
25 157 11413 4.5% 58.8% 6.1% 18.9% 16.2%
11 15 1374 0.5% 57.1% 14.3% 14.3% 14.3%
9 34 2057 3.8% 73.1% 6.4% 9.0% 11.5%
15 56 4130 3.2% 75.6% 1.5% 13.7% 9.2%
5 42 1748 0.6% 63.6% 9.1% 18.2% 9.1%
6 6 450 1.1% 60.0% 0.0% 20.0% 20.0%
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⑤ 研究本務者に占める若手研究者（40 歳未満）割合 
  研究本務者に占める若手研究者の割合について、組織種・分野別の平均を第 3-1-9 表、また
組織種別に個別組織の状況を散布図に表したものを第 3-1-10 図にそれぞれ示す。 
  第 3-1-9 表を見ると、大学、独立行政法人・国立試験研究機関共に若手研究者の割合はどこ
も 30～40%程度である。分野別に見ると、大学の農学分野、独立行政法人・国立試験研究機関の
保健分野は 25%程度と他と比べて低くなっている。 
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第 3-1-9 表 研究本務者に占める若手研究者の割合（国内組織の平均） 
機関数 組織数 研究本務者総数 40歳未満人数 40歳未満割合
224 617 76320 26206 34.3%
61 279 35689 11650 32.6%
大規模 12 128 16953 6120 36.1%
大規模以外 49 151 18736 5530 29.5%
理学 23 41 3873 1270 32.8%
工学 51 84 12825 4442 34.6%
農学 32 41 3458 832 24.1%
保健 57 65 11023 3702 33.6%
その他の分野 11 13 803 201 25.0%
複数分野 18 33 3707 1203 32.5%
26 52 5410 1741 32.2%
126 275 33875 12245 36.1%
36 172 12787 5196 40.6%
25 157 11413 4701 41.2%
11 15 1374 495 36.0%
9 34 2057 821 39.9%
15 56 4130 1711 41.4%
5 42 1748 684 39.1%
6 6 450 110 24.4%
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  第 3-1-12 図の個別組織の状況を見ると、自大学の学部出身が 0%に近い組織から、約 90%の
組織まで、割合は大きくばらついている。また、国立大学（大規模）は保健分野以外においても、学
部・大学院ともに自大学出身者である割合が 6 割を超える組織がある。 
 
第 3-1-11 表 研究本務教員に占める自校出身者の割合（国内組織の平均） 
機関数 組織数 研究本務教員数 自校出身者割合（自大学の学部出身）
学部・大学院ともに
自大学出身者の割合
204 567 65633 46.1% 26.8%
61 269 33346 43.1% 28.0%
大規模 12 118 14683 49.5% 35.5%
大規模以外 49 151 18663 38.0% 22.0%
理学 23 37 3290 35.2% 24.2%
工学 51 81 11966 39.8% 25.6%
農学 32 41 3235 44.0% 25.5%
保健 56 63 10600 51.8% 32.4%
その他の分野 10 12 684 29.7% 17.4%
複数分野 18 33 3571 37.5% 30.3%
23 47 3940 43.5% 24.9%
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公立大学 私立大学





















































































第 3-2-1 表 比較対象組織の概要（基礎生物学分野） 
機関名称 MRC 分子生物学研究所 自然科学研究機構　基礎生物学研究所
















　Fred Sanger, Max Perutz, John Kendrew, Francis Crick, Jim
Watson, Fred Sanger,Aaron Klug, Georges Köhler, César Milstein,
John Walker, Sydney Brenner, John　Sulston, Robert Horvitz
Louis Jeantet　医学賞（2007）：
Venki Ramakrishnan











第 3-2-2 表 比較対象組織の概要（ナノテク・材料分野） 





機関名称（英語） University of Washington MaterialsScience and Engineering
Tokyo Institute of Technology
Chemical Resources Laboratory
The Center for Nanoscale Science
and Technology , National Institute of
Standards and Technology
Max Planck Institute of Colloids and
Interfaces
The Center for Nanoscale Science
and Technology , National Institute of
Standards and Technology
設立 1893年（鉱山学科として設立) 1939年 - 1992年 -




























予算規模 州の資金の他に$3.5million 1,207百万円 （2006年度、人件費除く） - - -
主要科学賞の受賞者
Alex K-Y. Jen, Current Chair
Faculty of Research Innovator Award,
College of Engineering, University of
Washington, 2007



























・Asian Excellent Young Researcher
Lectureship Award, 2008
・2007 International Thermal Spray








第 3-2-3 表 比較対象組織の概要（物理学融合領域） 
機関名称 JILA(The Joint Institute for Laboratory Astrophysics)（コロラド大学・NIST共同研究所） 京都大学　化学研究所 京都大学　基礎物理学研究所
機関名称（英語） The Joint Institute for Laboratory Astrophysics Institute for Chemical Research, Kyoto University Yukawa Institute for Theoretical Physics
設立 1962年 1926年 1957年






















2001 - Physics, Carl E. Wieman
2001 - Physics, Eric A. Cornell
2005 - Physics, John L. Hall
2008年









第 3-2-4 表 比較対象組織の概要（加速器物理学分野） 
機関名称 フェルミ国立加速器研究機構 高エネルギー加速器研究機構（KEK）
機関名称（英語） Fermi National Accelerator Laboratory HIGH ENERGY ACCELERATOR RESEARCH ORGANIZATION,KEK
設立 1968年（線形加速器竣工）  2004年（1955年　東京大学原子核研究所）
組織形態 国立 大学共同利用機関法人
主な研究内容 アメリカ合衆国イリノイ州シカゴ近郊にある国立の高エネルギー物理学研究所 高エネルギー物理学・加速器科学・物質構造科学などの総合研究
人員 1,900名（科学者、工学者、計算機技師 900名を含む）、客員研究員 2,300名 教員369人、研究技術職員160人、事務職員等153人
予算規模 総予算3.44億ドル（2007年) 270億円(H18年度)
主要科学賞の受賞者 2008年　ノーベル物理学賞 南部陽一郎(シカゴ大学・エンリコ・フェルミ研究所名誉教授) 2008年のノーベル物理学賞　小林誠
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  比較対象研究組織の人材構成として、研究本務者、招聘研究者4(Guest Researcher)、技能者
(Technician)の構成を第 3-2-5 図に示す。分野別に個別組織を比較する。 
（a） 基礎生物学分野 
  MRC 分子生物学研究所と自然科学研究機構基礎生物学研究所を比較すると、招聘研究者の































                                              
4 「過去 1 年間において自機関以外で本務を持ち、ある研究業務に携わるために招聘された研究者」として回答を
依頼した。 
本編 
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対象研究組織ごとに第 3-2-6 図に示す。分野別に個別組織を比較する。 
（a） 基礎生物学分野 
  MRC 分子生物学研究所と自然科学研究機構基礎生物学研究所を比較すると、教授・部長・
室長クラスの割合は自然科学研究機構基礎生物学研究所の方が大きく 9.8%（前者は 4.9%）である。
一方准教授・グループリーダークラスの割合は MRC 分子生物学研究所の方が大きい（16.5%、後










  一方、政府研究機関の NIST ナノスケール科学センターとマックスプランクコロイド・界面研究所、
物質・材料研究機構ナノテクノロジー基盤領域を比較すると、マックスプランクコロイド・界面研究所
本編 




















































































































  比較対象研究組織における研究本務者の男女別内訳を第 3-2-7 図に示す。分野別に個別組
織を比較する。 
（a） 基礎生物学分野 
  MRC 分子生物学研究所と自然科学研究機構基礎生物学研究所を比較すると、女性研究者











比較すると、前者が 36.3%であり、後者が 8.4%とこちらも同様の傾向である。 
（c） 物理学融合領域 











































































内訳を第 3-2-8 図に示す。分野別に個別組織を比較する。 
（a） 基礎生物学分野 
  MRC 分子生物学研究所と自然科学研究機構基礎生物学研究所を比較すると、外国人研究
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⑤ 研究本務者に占める若手研究者（40 歳未満）割合 
  比較対象研究組織の研究本務者に占める若手研究者（40 歳未満）の割合を第 3-2-9 図に示
す。分野別に個別組織を比較する。 
（a） 基礎生物学分野 
  MRC 分子生物学研究所と自然科学研究機構基礎生物学研究所を比較すると、若手研究者の
本編 















る割合は前者が 28.7%、後者が 26.2%とほぼ遜色ない状況である。 
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回答のあった海外機関・組織の 7 組織名（大学 2、政府研究機関 4、共同組織 1）を下記に列挙す
る。 
i. Department of Pathology and Immunology at Washington University School of Medicine
（免疫学、アメリカ） 
ii. Medical Research Council Laboratory of Molecular Biology（分子生物学, イギリス） 
iii. Center for Nanoscale Science and Technology at NIST（ナノテクノロジー, アメリカ） 
iv. Max Planck Institute of Colloids and Interfaces（ナノテクノロジー, ドイツ） 
v. Materials Science and Engineering at University of Washington（材料科学, アメリカ） 
vi. Joint Institute for Laboratory Astrophysics（物理を中心とした融合分野, アメリカ） 




ー別平均を比較して第 3-2-10 図に示す。 
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職階別に分けて比較したものを第 3-2-11 図に示す。 
  教授・部長・室長クラス（Department manager/sector manager, professor or equivalent）に対す
る優れた研究者の判断基準としては、海外組織では“研究コミュニティにおける知名度”が最も高い











  助手・助教・講師・主任研究員クラス（Senior researcher, assistant professor, or equivalent）、
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のセクター別平均を比較して第 3-2-12 図に示す。 
  研究組織における研究人材の流動による組織としてのメリットについて、海外の研究組織と日本
の研究組織で相違が見られる点としては、“現在所属する研究人材のやる気を引き出せた”という
回答が海外組織で多い（7 組織中 5 組織）ことである。また、日本では相対的に低い項目である“業
績が振るわない研究者の転出が促進された（周囲に流動化するポストができた）”に回答した海外
































































































































































できるだけ少なくすることも 1 対応策として考えられる。 
本編 




















































① トップ 1%論文最終著者の所属国別述べ数シェア 


































































米国 英国 ドイツ フランス 中国 日本 その他
 
出典：トムソン・ロイター サイエンティフィックカスタムデータをもとに集計 
注：カッコ内の数値 N はその分野のトップ 1%論文総数 
本編 
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にすることができた5。第 4-1-2 図はその結果を用いて、トップ 1%論文の最終著者数のシェアを分野
別にまとめたものである。 

































































米国 英国 ドイツ フランス 中国 日本 その他
 
出典：トムソン・ロイター サイエンティフィックカスタムデータをもとに集計 
注：カッコ内の数値 N はその分野のトップ 1%論文著者総数 
 
＜参考＞トップ 1%論文、トップ 10%論文、全論文のシェアの比較 








                                              
5 方法の詳細は参考資料に記した。 
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化学 材料科学 物理学 計算機科学
・数学
工学 臨床医学 基礎生物学






































化学 材料科学 物理学 計算機科学
・数学
工学 臨床医学 基礎生物学




    トップ 1%論文：トムソン・ロイター サイエンティフィックカスタムデータをもとに集計 








  分野別の 1%論文最終著者数シェアの推移を第 4-1-4 図に示す。日本のトップ 1%論文最終著
者数のシェアは、多くの分野においてほぼ横ばいである。計算機科学分野ではシェア自体は大きく




第 4-1-4 図 分野別トップ 1%論文最終著者数シェアの推移（最終著者） 
化学 材料科学 物理学 
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その他 日本 中国 フランス ドイツ 英国 米国
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2001 2002 2003 2004 2005
その他 日本 中国 フランス ドイツ 英国 米国
 
 計算機科学・数学 工学 環境・地球科学 
 
183 177 224 285
221
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その他 日本 中国 フランス ドイツ 英国 米国
260 284 267 267 225
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注：カッコ内の数値は 2001～2005 年のトップ 1%論文最終著者総数 
 
(2) トップ 1%論文最終著者における日本人材の状況 










化学 ( 299 )
材料科学 ( 141 )
物理学 ( 256 )
計算機科学・数学
( 46 )
工学 ( 159 )
環境・地球 ( 25 )
臨床医学 ( 186 )










化学 ( 1664 )
材料科学 ( 657 )
物理学 ( 1543 )
計算機科学・数学
( 1090 )
工学 ( 1303 )
環境・地球 ( 833 )
臨床医学 ( 4463 )









化学 ( 220 )
材料科学 ( 90 )
物理学 ( 209 )
計算機科学・数学
( 136 )
工学 ( 180 )
環境・地球 ( 132 )
臨床医学 ( 559 )









化学 ( 385 )
材料科学 ( 154 )
物理学 ( 358 )
計算機科学・数学
( 115 )
工学 ( 192 )
環境・地球 ( 96 )
臨床医学 ( 429 )











算出した。その結果を第 4-1-6 図に示す。 




















































                                              
6 科学研究費補助金成果データベース「KAKEN」 
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たっては科学技術政策研究所が 2002 年度に実施した調査8と同等の方法で 2008 年時点の状況
を把握し、2002 年時点と 2008 年時点との比較を行った。 
  第 4-2-1 図に主要国の科学アカデミーの外国人会員に占める 2002 年および 2008 年現在の
日本人の割合を示す。2008 年時点の日本人のシェアが最も大きいのは National Academy of 
Science であり、9.5%のシェアを有している。2002 年時点の 9.7%からほぼ変化がない。Institute of 
Medicine のシェアは 5.8%であり、2002 年の 7.0%から減少した。英国 Royal Society、フランス
Academie des Sciences においても同様にシェアを減少させた。なお、ドイツ German Academy of 
Sciences Leopoldina については 2002 年の調査に含まれていなかったため経年変化をみることはで
きないが、2008 年時点で日本人のシェアは 3.1%である。 
 

































出典：2008 年 各アカデミーウェブサイトから会員数を抽出し作成 
2002 年 NISTEP 調査資料 87 より引用 
 
                                              
8 調査資料-87「国際級研究人材の国別分布推定の試み」、2002 年 
本編 




  第 4-2-2 図に各科学アカデミー外国人会員における主要国のシェアの推移を示す。米国
National Academy of Science における外国人会員シェアが最も大きいのは英国(19.5%)である。日
本はフランス、ドイツに続いて第 4 位である。2002 年からの推移では、日本だけでなく英国、フランス、
ドイツ共にシェアを低下させているが、これは中国、その他の国の増加が影響していると思われる。 
  米国 Institute of Medicine の外国人会員においても、英国のシェアは大きく 29.1%を占めている。
ここでシェアを増大させているのがドイツ、フランス、中国、その他の国であり、この中で日本はシェ
アを低下させている。 
  英国 Royal Society では、米国のシェアが 64.7%と非常に大きく、2002 年から増加させている。ド
イツ、フランス、日本はシェアを低下させ、その他の国は増加している。 
フランス Academie des Sciences では米国が 37.2%と最大のシェアを有するが 2002 年からは低下し
ている。ここに挙げた主要国では日本のみがシェアを低下させた。 
 
第 4-2-2 図 各科学アカデミー外国人会員における主要国のシェアの推移(2002, 2008 年) 



















英国 ドイツ フランス 中国 日本 その他




















英国 ドイツ フランス 中国 日本 その他
2002年 (N=57 ) 2008年 (N=86 )
 

















米国 ドイツ フランス 日本 その他


















米国 英国 ドイツ 中国 日本 その他
2002年 (N=133 ) 2008年 (N=129 )
 
出典：2008 年 各アカデミーウェブサイトから会員数を抽出し作成 
     2002 年 NISTEP 調査資料 87 より引用 
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  上記で調査対象とした科学アカデミーのうち、米国 National Academy of Science については、
会員のデータベースが公開されており、分野別の集計が可能であった。これを利用して 2008 年 12
月現在の分野別による主要国の会員数比率を算出した。結果を第 4-2-3 図に示す。米国の会員
は国内会員として登録されているため、ここでは米国を除いた主要国の状況を見ることができる。物






700 万人とはるかに小国であるが、米国の National Academy of Science の外国人会員では日本や
ドイツと並ぶほどの会員を輩出していることが特筆される。  
 

















































英国 ドイツ フランス スイス 中国 日本 その他
 
出典：National Academy of Science 会員データベース9を利用して作成 
 
                                              
9 http://www.nasonline.org/site/PageServer?pagename=MEMBERS_Main 
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有力と思われる世界的な学術誌を選定し、それらの 2008 年 10 月現在の編集委員を国別に計数し
た10。 
  第 4-3-1 図は各学術分野における主要国の編集委員のシェアである。日本の編集委員のシェ











































































                                              
10 選定した学術誌等の詳細は参考資料参照のこと。 
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  化学、材料科学、物理学、生物学の 4 分野について、上記により抽出された代表的な学術誌の





し、英国が減少、日本は横ばいである。中国は Physical Review Letters では編集委員に参加でき
ていない。基礎生物学（Cell）の編集委員は圧倒的多数の米国研究者によって構成されている。日
本は横ばい傾向である。 
第 4-3-2 図 代表 4 誌における主要国の編集委員数の推移 









米国 英国 ドイツ フランス 中国 日本 その他
（年）
（人）







米国 英国 ドイツ フランス 中国 日本 その他
（年）
（人）
1996 1998 2000 2002 2004 2006 2008
 









米国 英国 ドイツ フランス 中国 日本 その他
（年）
（人）








米国 英国 ドイツ フランス 中国 日本 その他
（年）
（人）
1996 1998 2000 2002 2004 2006 2008
 
出典：各誌のホームページ、バックナンバーから作成 
注：AngewandeteChemie においては” International Advisory Board”の数をカウントした。 
これとは別にドイツ国内編集委員会が存在する。 
                                              
11 各年の 7 月号の編集委員を抽出した。 
12 台湾、韓国、インド、カナダ、イタリアなどである。 
本編 











数少なく、本調査ではその条件を満たす賞として IUPAC（International Union of Pure and Applied 
Chemistry：国際純正・応用化学連合）および IUPAP（The International Union of Pure and Applied 
Physics：国際純粋・応用物理学連合）における若手賞を調査の対象とした。 
(1) IUPAC の国際若手奨励賞受賞者 
  第 4-4-1 図は IUPAC“Prizes for Young Chemists”の受賞者数の推移を国別にまとめたもので
ある。最も多くの受賞者を輩出しているのは米国であり、2000 年から 2009 年まで１人または 2 人が
受賞している。日本は 2000、2005、2008 の各年に１名ずつが受賞した。日本人の受賞者を第
4-4-2 表に示す。なお「その他」の国ではカナダとインドに受賞者が多く、これまでそれぞれ 4 名が
受賞している。 













2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009  
出典：IUPAC ホームページ13の数値をもとに作成 
 
第 4-4-2 表 IUPAC “Prizes for Young Chemists”の日本人受賞者 
受賞年 氏名 生年 博士号 現所属 研究分野 備考（海外経験等）
























                                              
13 http://www.iupac.org/web/nt/2009_winners など 
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(2) IUPAP の国際若手奨励賞受賞者 
  第 4-4-3 図は IUPAP “Young Scientist Prize”の受賞者数の推移を主要国別にまとめたもので
ある。日本は 2007、2008 年と連続して 2 名ずつの受賞者を輩出している。米国は 2006～2008 年
の間に 5 名が受賞しており、次いで日本、フランスの 4 名が続いている。日本人の受賞者を第
4-4-4 表に示す。なお、「その他」の国の中では唯一イランが 2 名受賞している。 













2006 2007 2008  
出典：IUPAP ホームページ14の数値をもとに作成 
第 4-4-4 表 IUPAP “Young Scientist Prize”の日本人受賞者 
受賞年 氏名 生年 博士 現所属 研究分野 備考（海外経験等）
2007 笹本 智弘 1973 2000東京大学理学
千葉大学 理学部 数学・情報
数理学科　准教授 確率論・統計力学























受賞者の母数が少ないが、参考として上述の IUPAC および IUPAP における受賞者の各国シェ
アを第 4-4-5 図に示す。IUPAC はアメリカのシェアが 37.0%と大きく、日本は 6.5%である。一方
IUPAP は日本のシェアは 15.4%と健闘している。 












0% 20% 40% 60% 80% 100%
IUPAC ( N=46 )
IUPAP ( N=26 )
米国 英国 ドイツ フランス 中国 日本 その他
 
出典：IUPAC および IUPAP ホームページの情報を元に作成 
注: IUPAC の対象年は 2000～2008 年、IUPAP の対象年は 2006～2008 年、N は対象年中の受賞者総数を表す。 
                                              
14 http://www.iupac.org/web/nt/2009_winners など 
本編 




  本調査において IUPAP“Young Scientist Prize”を受賞した日本人研究者（4 名中 3 名）に、教
育暦や受賞に至った経緯、研究者の移動に際しての意識、海外との違いなどについて、インタビュ
















































































• 2002 年と 2008 年の比較では、日本人のシェアは若干減少している。しかしこれは先進主要国
共通の現象である。 
○ 分野別の状況 


































































  本調査における課題は賞の選定である。結果として本調査の目的に合致する賞として IUPAC
および IUPAP の 2 つの賞のみを対象とすることとした。他にも、”The GE & Science Prize for Young 
Life Scientists” （生物学、主催：GE ヘルスケア、Science）、“Science, Engineering & Technology 
Student of the Year”（主催：World Leadership Forum）などを候補としたが、それぞれ受賞者の地
域割り当てが存在する、学生が対象となっている、等の理由により対象から除外した。また、各学会
では若手奨励賞が設けられている例が少なくないが、受賞者の国が実質的に決まっていることが多































  本調査は、“科学技術人材に関する調査”という題目のもと、下記に記す 3 つの問題意識に対し
て実施したものである。 















(1) 我が国の研究者の流動性は長期的（10 年～20 年）にみると向上しており、特に若年層の流動
性が増加している 
  アンケート調査の結果からは回答者全体のうち 60.6%が移動の経験があることが分かった。組織























  海外機関で本務として研究を経験したものは、回答者全体の 8.9%を占めることが分かった。年




















  若い世代ほどポストドクターの経験率は高く、34 歳以下では回答者のほぼ半数がポストドクター
経験を有していた。機関別では大学共同利用機関、独立行政法人に経験者が多く、分野別では
理学、複合領域に経験者が多い。延べポストドクター経験期間は若い世代ほど長くなる傾向があり、
現在 35～44 歳の研究者の約 4 割は 4 年以上のポストドクター期間を経験している。 











































  また、外国人研究者割合についても、海外の有力組織では少ない組織で 20%程度、多いところ
では 80%近くに達することがわかった。日本の個別組織においては 20%を超える外国人研究者割合
の組織もあるものの、全体としてみると割合は小さい。 




  海外の有力研究組織においては、優れた研究者を確保するための組織としての取組に 7 組織
中 6 組織が「自由度の高い研究費の提供」、7 組織中 4 組織が「支援人材の充当」と回答している。
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  各分野における被引用数がトップ 1%であるような論文の最終著者を世界クラス人材と位置づけ、
著者数ベースで見た日本のシェアを把握した。日本の著者数シェアの比較的大きな分野は化学、
材料科学、物理学であり、それぞれ 2001 年から 2005 年の総合で約 7～9%のシェアを有している。
その他、工学、基礎生物学は 4～5%程度、計算機科学、環境・地球科学、臨床医学では 1～3%程










  主要国（米、英、仏）の科学アカデミー外国人会員における日本人の割合について、2002 年と
2008 年の比較を行うと、米国の National Academy of Science においては、2002 年時点で 9.7%、
2008 年時点で 9.5%と微減であるが、米国の Institute of Medicine においては、7.0%から 5.8%に減








































  国公私立大学全体で、本務教員全体の数は増加しているものの、本務教員に占める 40 歳以
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  全国試験研究機関名鑑（丸善［出版］、文部科学省 科学技術・学術政策局［監修］）等の公表
資料をもとに日本国内における自然科学系の研究組織を選出した。選出された研究組織をとりまと
める研究機関の長（本部の人事部門）に対して、2008 年 11 月下旬より調査依頼一式を郵送した。 
 




























究組織の長に調査票 II の ID と、無作為抽出された研究組織に所属する研究本務者に対して調査





















第 1-1-2 表 調査対象組織の区分と抽出基準・根拠・機関数  
抽出の基準 根拠 機関数
大学 自然科学系の博士課程を有する国立・公立・私立大学 文部科学省が保有するリスト 248
独立行政法人 研究開発を行う独立行政法人 総務省「独立行政法人一覧」より研究開発を行う機関を抽出 28
国立試験研究機関 科学技術系の研究開発を行う国立試験研究機関 全国試験研究機関名鑑2008-2009（文部科学省監修） 22
公設試験場 全国すべての公設試験場 産業技術総合研究所「全国公設試WWWサーバー」 355
財団法人・社団法人 研究開発を行う財団法人および社団法人 全国試験研究機関名鑑2008-2009（文部科学省監修） 169














目安として抽出した。機関が小規模で人員が概ね 50 名に満たない場合はその機関を 1 組織とみ
なし、組織の長は機関の長とみなした。 
  公設試験場および財団法人・社団法人についてはその多くが研究者数 50 人未満であるため、
1 機関を１組織とみなした。 





























第 1-1-4 表 ポストドクター比率の算出  
理学 工学 農学 保健 全体
国立大学 本務教員数 7,489 19,287 4,351 17,607 48,734
ポストドクター数 1,842 2,188 790 1,194 6,014
ポストドクター／教員比 0.246 0.113 0.182 0.068 0.123
公立大学 本務教員数 832 1,948 570 5,456 8,806
ポストドクター数 51 39 16 43 149
ポストドクター／教員比 0.061 0.020 0.028 0.008 0.017
私立大学 本務教員数 1,463 13,017 1,567 26,960 43,007
ポストドクター数 308 427 98 321 1,154
ポストドクター／教員比 0.211 0.033 0.063 0.012 0.027  
出典：本務教員数：総務省「科学技術研究調査報告」(2006 年（2005 年度実績に関する調査）) 
ポストドクター数：科学技術政策研究所「大学・公的研究機関等におけるポストドクター等の雇用状況調査」 
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とした。調査対象数が 1 未満となる場合は 1 とした。 
 
 第 1-1-5 表 機関種別設定調査対象数（調査票Ⅲ） 
理学 工学 農学 保健 複合領域 全体
大学 国立大学 738 1,763 580 2,125 214 5,420
公立大学 47 163 53 440 33 736
私立大学 190 1,294 141 3,140 91 4,856








                                              
11本調査では各種のクロス集計に耐えうる標本数を得るため、調査票Ⅲの目標総回収数を 10,000、想定回収率と 
して 65%を見込んだことにより、係数を 0.12 とした。 
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  集計の際用いる組織区分は第 1-1-6 表の区分を必要に応じて選択し、適用した。 
 











公立大学 公立大学 公立大学 公立大学
私立大学 私立大学 私立大学 私立大学
独立行政法人 独立行政法人 独立行政法人
国立試験研究機関 国立試験研究機関 国立試験研究機関
公設試験場 公設試験場 公設試験場 公設試験場






  なお、国立大学の各区分に該当する大学は第 1-1-7 表のとおりである。 
 


































































                                              
2 http://www.oecd.org/document/6/0,3343,en_2649_34451_33828550_1_1_1_1,00.html 
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  年齢の区分は原則として 25 歳以上～35 歳未満、35 歳以上～45 歳未満、45 歳以上～55 歳未
満、55 歳以上～65 歳未満、65 歳以上の５区分とした。ただし、集計の必要性に応じて 25 歳以上
～35 歳未満、65 歳以上を省略する場合がある。 
  大学院修士課程の標準的な修了年齢が 24 歳であること、また実質的な定年年齢が 65 歳程度






















  「株式会社」「（株）」の表記があるものは民間企業とみなした。 
（b） 財団法人・社団法人 
  「（財）」「（社）」「財団」「社団」の表記含まれるものは「財団法人・社団法人」に分類した。 
（c） 病院 















  上記のいずれにも当てはまらない組織名称を「その他」と判断した。 
 
  上記の処理の結果、調査票Ⅲにおいて研究者の経歴に対するセクター分類として第 1-1-10 表
の分類を集計に用いることとした。 











































関する状況を調査している。調査Ⅰは Microsoft Excel 形式の調査票を用いており、5 つの調査用
シートから構成されている。それぞれのシートは職階ごとに下記の項目について調査している。 
 















































  調査Ⅰの配布数および回答数を第 1-2-1 表に示す。機関別の回収率は機関内の一組織でも
調査Ⅰに回答をすれば、機関としての有効回答として集計している。一方、組織別の回収率は機
関を考慮せず各組織の回収状況を集計した値である。機関別の回収率は約 63％、組織別の回収













  第 1-2-1 表 配布数と回答数 
（機関本部に対する支援人材の調査票を除く）
配布数 回答数 回収率 配布数 回答数 回収率
総計 822 515 62.7% 1,368 1,050 76.8%
大学 248 227 91.5% 658 626 95.1%
国立大学 62 62 100.0% 286 286 100.0%
公立大学 32 27 84.4% 61 53 86.9%
私立大学 143 127 88.8% 300 276 92.0%
大学共同利用機関 11 11 100.0% 11 11 100.0%
独法・国研 50 36 72.0% 186 172 92.5%
独立行政法人 28 25 89.3% 160 157 98.1%
国立試験研究機関 22 11 50.0% 26 15 57.7%
公設試験場 355 204 57.5% 355 204 57.5%


























  第 1-2-2 表 組織種と研究分野別の回答数 
医学 歯学 薬学 その他の保健
大規模 30 33 14 19 4 7 3 7 18
大規模以外 12 52 28 29 1 3 2 6 16 2
4 13 2 10 3 11 1 9
19 99 20 26 11 28 27 8 32 4 2
8 1 2
32 49 42 1 29 4
2 7 3 1 1 1
6 47 115 1 2 2 31







































































大学 190 509 70739 90.8% 3.0% 6.2%
国立大学 53 248 35796 88.2% 3.4% 8.4%
大規模 10 115 17386 87.9% 4.2% 7.8%
大規模以外 43 133 18410 88.4% 2.7% 8.9%
理学 21 38 4098 86.6% 3.7% 9.7%
工学 43 75 12996 85.2% 3.9% 10.8%
農学 29 36 3686 86.5% 2.2% 11.3%
保健 49 56 10770 90.8% 4.3% 4.9%
その他の分野 8 10 559 96.4% 0.2% 3.4%
複数分野 17 32 3687 93.2% 0.8% 6.0%
公立大学 23 48 5450 91.1% 5.6% 3.3%
私立大学 105 204 27801 95.3% 1.7% 2.9%
大学共同利用機関 9 9 1692 71.5% 7.0% 21.5%
28 112 15471 56.7% 22.1% 21.2%
21 101 14343 55.1% 23.9% 21.0%
7 11 1128 76.7% 0.0% 23.3%
5 11 2195 35.9% 53.1% 11.0%
11 25 2109 78.3% 21.7% 0.0%
5 42 2106 83.0% 0.7% 16.3%
4 4 345 93.9% 0.0% 6.1%
8 26 3924 55.4% 41.3% 3.4%
102 102 5569 73.5% 0.1% 26.4%
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第 1-2-5 表 研究本務者の職階別シェア 
 
機関数 組織数 本務研究者総数 教授割合 准教授割合 講師、助教割合
助手、
ポストドクター割合
225 618 77567 30.6% 22.7% 41.9% 4.8%
国立大学 61 279 35689 32.6% 27.4% 36.9% 3.1%
大規模 12 128 16953 30.5% 26.8% 37.7% 5.1%
大規模以外 49 151 18736 34.4% 28.0% 36.2% 1.4%
理学 23 41 3873 34.8% 30.0% 31.0% 4.1%
工学 51 84 12825 35.8% 31.3% 30.0% 2.9%
農学 32 41 3458 40.7% 34.2% 21.5% 3.7%
保健 57 65 11023 24.4% 19.4% 53.5% 2.6%
その他の分野 11 13 803 45.0% 34.2% 17.1% 3.7%
複数分野 18 33 3707 32.8% 27.0% 36.4% 3.8%
公立大学 26 52 5410 27.4% 26.1% 44.1% 2.5%
私立大学 127 276 35122 29.5% 17.4% 46.9% 6.3%










36 172 12787 10.0% 10.2% 34.6% 45.1%
25 157 11413 6.7% 11.1% 35.3% 46.8%
11 15 1374 37.4% 2.6% 28.8% 31.1%
9 34 2057 7.7% 10.5% 36.2% 45.6%
15 56 4130 10.5% 13.1% 40.6% 35.8%
5 42 1748 9.5% 19.1% 51.5% 19.9%
6 6 450 56.7% 0.4% 21.1% 21.8%
9 30 2314 5.7% 2.1% 20.1% 72.1%
204 204 7225 12.1% 15.6% 37.2% 35.1%
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  第 1-2-7 表 研究本務者の女性割合 
機関数 組織数 研究本務者総数 女性数 女性割合
225 618 77567 10270 13.2%
61 279 35689 3402 9.5%
大規模 12 128 16953 1411 8.3%
大規模以外 49 151 18736 1991 10.6%
理学 23 41 3873 226 5.8%
工学 51 84 12825 519 4.0%
農学 32 41 3458 231 6.7%
保健 57 65 11023 2024 18.4%
その他の分野 11 13 803 66 8.2%
複数分野 18 33 3707 336 9.1%
教授 61 273 11617 439 3.8%
准教授 61 263 9775 634 6.5%
講師 59 198 2234 328 14.7%
助教 61 263 10943 1713 15.7%
助手 40 91 349 122 35.0%
ポストドクター 13 68 771 166 21.5%
26 52 5410 952 17.6%
127 276 35122 5784 16.5%
11 11 1346 132 9.8%
36 172 12787 1335 10.4%
25 157 11413 1147 10.0%
11 15 1374 188 13.7%
9 34 2057 184 8.9%
15 56 4130 260 6.3%
5 42 1748 213 12.2%
6 6 450 122 27.1%
9 30 2314 414 17.9%
204 204 7225 889 12.3%



















第 1 章 研究人材の流動性に関する調査 
3.集計結果 
2-17 































0 300人 600人 900人 1200人










































  第 1-2-9 表 研究本務者に占める外国人割合 








225 618 77567 2.1% 68.9% 11.3% 9.8% 10.1%
61 279 35689 2.4% 72.5% 8.1% 9.8% 9.6%
大規模 12 128 16953 2.7% 70.3% 8.2% 12.1% 9.3%
大規模以外 49 151 18736 2.2% 74.9% 7.9% 7.2% 9.9%
理学 23 41 3873 2.0% 61.8% 11.8% 18.4% 7.9%
工学 51 84 12825 3.2% 74.3% 6.5% 10.8% 8.4%
農学 32 41 3458 1.5% 76.5% 11.8% 5.9% 5.9%
保健 57 65 11023 1.8% 77.3% 6.4% 4.9% 11.3%
その他の分野 11 13 803 3.6% 62.1% 13.8% 17.2% 6.9%
複数分野 18 33 3707 2.4% 63.3% 12.2% 8.9% 15.6%
教授 61 273 11617 0.8% 69.3% 12.5% 12.5% 5.7%
准教授 61 263 9775 2.1% 64.3% 11.6% 14.5% 9.7%
講師 59 198 2234 3.0% 48.5% 22.7% 15.2% 13.6%
助教 61 263 10943 3.3% 79.8% 3.7% 5.6% 11.0%
助手 40 91 349 1.4% 80.0% 20.0% 0.0% 0.0%
ポストドクター 13 68 771 18.5% 79.0% 4.2% 9.8% 7.0%
26 52 5410 2.3% 56.9% 14.6% 12.2% 16.3%
127 276 35122 1.5% 66.4% 15.7% 8.5% 9.4%
11 11 1346 5.2% 64.3% 10.0% 14.3% 11.4%
36 172 12787 4.1% 58.8% 6.2% 18.9% 16.2%
25 157 11413 4.5% 58.8% 6.1% 18.9% 16.2%
11 15 1374 0.5% 57.1% 14.3% 14.3% 14.3%
9 34 2057 3.8% 73.1% 6.4% 9.0% 11.5%
15 56 4130 3.2% 75.6% 1.5% 13.7% 9.2%
5 42 1748 0.6% 63.6% 9.1% 18.2% 9.1%
6 6 450 1.1% 60.0% 0.0% 20.0% 20.0%
9 30 2314 10.0% 45.3% 7.3% 22.8% 24.6%
204 204 7225 0.1% 75.0% 0.0% 12.5% 12.5%
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(6) 研究本務者に占める若手（40 歳未満）の割合 














  第 1-2-11 表 研究本務者に占める若手（40 歳未満）の割合 
機関数 組織数 研究本務者総数 40歳未満人数 40歳未満割合
224 617 76320 26206 34.3%
61 279 35689 11650 32.6%
大規模 12 128 16953 6120 36.1%
大規模以外 49 151 18736 5530 29.5%
理学 23 41 3873 1270 32.8%
工学 51 84 12825 4442 34.6%
農学 32 41 3458 832 24.1%
保健 57 65 11023 3702 33.6%
その他の分野 11 13 803 201 25.0%
複数分野 18 33 3707 1203 32.5%
教授 61 273 11617 50 0.4%
准教授 61 263 9775 2254 23.1%
講師 59 198 2234 816 36.5%
助教 61 263 10943 7680 70.2%
助手 40 91 349 158 45.3%
ポストドクター 13 68 771 692 89.8%
26 52 5410 1741 32.2%
126 275 33875 12245 36.1%
11 11 1346 570 42.3%
36 172 12787 5196 40.6%
25 157 11413 4701 41.2%
11 15 1374 495 36.0%
9 34 2057 821 39.9%
15 56 4130 1711 41.4%
5 42 1748 684 39.1%
6 6 450 110 24.4%
9 30 2314 920 39.8%
201 201 7042 2256 32.0%
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 第 1-2-13 表 研究本務者に占める任期付の割合 
機関数 組織数 研究本務者総数 任期付人数 任期付割合
224 617 76320 20938 27.4%
61 279 35689 10756 30.1%
大規模 12 128 16953 5361 31.6%
大規模以外 49 151 18736 5395 28.8%
理学 23 41 3873 600 15.5%
工学 51 84 12825 2097 16.4%
農学 32 41 3458 535 15.5%
保健 57 65 11023 6028 54.7%
その他の分野 11 13 803 48 6.0%
複数分野 18 33 3707 1448 39.1%
教授 61 273 11617 2002 17.2%
准教授 61 263 9775 1872 19.2%
講師 59 198 2234 752 33.7%
助教 61 263 10943 5280 48.3%
助手 40 91 349 84 24.1%
ポストドクター 13 68 771 766 99.4%
26 52 5410 2387 44.1%
126 275 33875 7284 21.5%
11 11 1346 511 38.0%
36 172 12787 3291 25.7%
25 157 11413 3224 28.2%
11 15 1374 67 4.9%
9 34 2057 596 29.0%
15 56 4130 470 11.4%
5 42 1748 87 5.0%
6 6 450 40 8.9%
9 30 2314 1549 66.9%
204 204 7225 183 2.5%
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 第 1-2-15 表 研究本務者の外部資金による雇用割合 
機関数 組織数 研究本務者総数 外部資金による雇用 外部資金による雇用割合
223 612 75734 2577 3.4%
61 279 35689 1923 5.4%
大規模 12 128 16953 1652 9.7%
大規模以外 49 151 18736 271 1.4%
理学 23 41 3873 230 5.9%
工学 51 84 12825 486 3.8%
農学 32 41 3458 147 4.3%
保健 57 65 11023 825 7.5%
その他の分野 11 13 803 38 4.7%
複数分野 18 33 3707 197 5.3%
教授 61 273 11617 153 1.3%
准教授 61 263 9775 246 2.5%
講師 59 198 2234 107 4.8%
助教 61 263 10943 677 6.2%
助手 40 91 349 21 6.0%
ポストドクター 13 68 771 719 93.3%
26 52 5410 44 0.8%
125 270 33289 487 1.5%
11 11 1346 123 9.1%
36 172 12787 574 4.5%
25 157 11413 574 5.0%
11 15 1374 0 0.0%
9 34 2057 68 3.3%
15 56 4130 147 3.6%
5 42 1748 10 0.6%
6 6 450 0 0.0%
9 30 2314 223 9.6%
203 203 7135 43 0.6%
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第 1-2-17 表 大学教員の自学部出身割合 





204 567 65633 46.1% 47.4% 26.8%
61 269 33346 43.1% 45.3% 28.0%
大規模 12 118 14683 49.5% 54.7% 35.5%
大規模以外 49 151 18663 38.0% 37.9% 22.0%
理学 23 37 3290 35.2% 34.5% 24.2%
工学 51 81 11966 39.8% 36.1% 25.6%
農学 32 41 3235 44.0% 39.5% 25.5%
保健 56 63 10600 51.8% 62.8% 32.4%
その他の分野 10 12 684 29.7% 35.1% 17.4%
複数分野 18 33 3571 37.5% 41.7% 30.3%
教授 61 264 11112 37.6% 33.1% 21.0%
准教授 61 254 9303 39.8% 38.9% 25.3%
講師 59 194 2209 48.3% 56.7% 35.0%
助教 61 254 10387 50.4% 60.7% 36.6%
助手 41 91 335 55.8% 76.4% 19.7%
23 47 3940 43.5% 37.2% 24.9%
教授 22 46 1210 30.3% 20.8% 14.5%
准教授 22 46 1072 38.2% 25.8% 19.5%
講師 19 33 615 53.2% 55.6% 43.1%
助教 21 44 997 58.3% 56.4% 32.8%
助手 9 12 46 63.0% 73.9% 10.9%
120 251 28347 50.0% 51.3% 25.6%
教授 120 245 9259 34.9% 25.7% 12.5%
准教授 119 243 5102 42.3% 37.1% 21.8%
講師 106 212 4474 54.0% 56.7% 34.8%
助教 96 185 8087 66.4% 81.1% 36.0%
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とがない者」値を用いた。このため、集計対象とする人数が第 1-2-17 表における 65633 人の研究
本務教員に対して、第 1-2-19 表では 58040 人とが、約 12％低下している。 




















199 514 58040 12.1%
59 227 28223 11.6%
大規模 11 88 10851 17.8%
大規模以外 48 139 17372 7.7%
理学 20 32 2732 10.8%
工学 48 66 9972 11.9%
農学 30 39 3058 14.2%
保健 47 52 8974 9.9%
その他の分野 9 10 606 10.6%
複数分野 14 26 2881 14.3%
教授 59 222 9534 7.8%
准教授 59 212 7950 10.5%
講師 56 167 1980 10.3%
助教 59 213 8465 17.0%
助手 39 77 294 16.3%
23 47 3940 8.6%
教授 22 46 1210 6.3%
准教授 22 46 1072 7.5%
講師 19 33 615 13.0%
助教 21 44 997 9.8%
助手 9 12 46 6.5%
117 240 25877 13.3%
教授 117 234 8654 7.5%
准教授 116 232 4736 10.5%
講師 102 202 4087 16.4%
助教 93 176 7175 19.7%
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(11) 研究本務者に占める 1 年間での流入（転入と新規採用の合計）割合 
第 1-2-21 表では、2008 年 4 月 1 日時点の研究本務者総数を分母にとり、2007 年度の新規採
用者と転入者の和の割合を分子にとることで、一年あたりの流入割合を示している。 
国立大学（大規模）および私立大学で約 12％の流入割合となっており、平均すると 1 年間に 8





















224 616 76801 1487 7245 11.4%
61 279 35689 686 2941 10.2%
大規模 12 128 16953 427 1651 12.3%
大規模以外 49 151 18736 259 1290 8.3%
理学 23 41 3873 68 331 10.3%
工学 51 84 12825 323 655 7.6%
農学 32 41 3458 34 186 6.4%
保健 57 65 11023 168 1420 14.4%
その他の分野 11 13 803 8 64 9.0%
複数分野 18 33 3707 85 285 10.0%
教授 61 273 11617 11 401 3.5%
准教授 61 263 9775 31 489 5.3%
講師 59 198 2234 17 180 8.8%
助教 61 263 10943 434 1556 18.2%
助手 40 91 349 5 37 12.0%
ポストドクター 13 68 771 188 278 60.4%
26 52 5410 67 579 11.9%
126 274 34356 674 3625 12.5%
11 11 1346 60 100 11.9%
36 172 12787 451 799 9.8%
25 157 11413 417 598 8.9%
11 15 1374 34 201 17.1%
9 34 2057 82 117 9.7%
15 56 4130 197 234 10.4%
5 42 1748 40 90 7.4%
6 6 450 20 30 11.1%
9 30 2314 37 185 9.6%
204 204 7225 151 695 11.7%
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大学（248 大学）の 674 研究科、大学共同利用機関 11 機関、②独立行政法人・国立試験研究機














  全体として、1,384 組織に対して調査票を配布し、894 の回答があった。回収率は 64.6％である。
組織区分ごとに回収率をみると、大学については 75.1％であり、独立行政法人・国立試験研究機
関では 71.0％、公設試験場では 58.6％、財団法人・社団法人は 28.4％であった。 
 
第 1-3-1 表 配布数と回答数 
 
配布数 回答数 回収率
総計 1,570 1,026 65.4%
大学 674 506 75.1%
国立大学 292 224 76.7%
公立大学 63 42 66.7%
私立大学 308 233 75.6%
大学共同利用機関 11 7 63.6%
理学 76 59 77.6%
工学 246 182 74.0%
農学 73 52 71.2%
保健 230 168 73.0%
上記以外のその他 48 30 62.5%
独立行政法人・国立試験研究機関 186 132 71.0%
　　独立行政法人 160 118 73.8%
　　国立試験研究機関 26 14 53.8%
公設試験場 355 208 58.6%
財団法人・社団法人 169 48 28.4%  
  回答のあった 894 組織の内訳を第 1-3-2 表に示す。大学が 56.6％を占め、独立行政法人・国
立試験研究機関が 14.8％、公設試験場が 23.3％、財団法人・社団法人が 5.4％であった。大学に
資料編 
第 1 章 研究人材の流動性に関する調査 
3.集計結果 
2-33 




第 1-3-2 表 回答数の内訳（組織区分、分野別） 
総計 894 100.0%














理学 工学 農学 保健 複合領域 不明 総計
国立大学 36 79 37 59 10 3 224
公立大学 2 14 4 19 2 1 42
私立大学 15 89 11 90 17 11 233
大学共同利用機関 6 1 0 7
理学 工学 農学 保健 複合領域 不明 総計
国立大学 (N=224) 16.1% 35.3% 16.5% 26.3% 4.5% 1.3% 100%
公立大学 (N=42) 4.8% 33.3% 9.5% 45.2% 4.8% 2.4% 100%
私立大学 (N=233) 6.4% 38.2% 4.7% 38.6% 7.3% 4.7% 100%




① 公募情報の提供方法（過去 1 年間で組織の実施した公募） 
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なし 1～3割程度 4～6割程度 7～9割程度 すべて
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なし 1～3割程度 4～6割程度 7～9割程度 すべて
※J‐RECINは科学技術振興機構（JST）が運営する研究者人材データベース
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③ 平均競争倍率（過去 3 年間における採用数に対する書類応募数の倍率） 













































































































































1倍程度 2倍以上～3倍未満程度 3～5倍程度 5～10倍程度
10～20倍程度 20倍以上 採用実績無し
資料編 






































































































































































































































































































































































1倍程度 2倍以上～3倍未満程度 3～5倍程度 5～10倍程度
10～20倍程度 20倍以上 採用実績無し
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① 任期適用の割合（過去 1 年間の本務者としての採用） 























































































































































































































なし 1～3割程度 4～6割程度 7倍～9割程度 すべて
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② 任期満了者への再任割合（過去 1 年間における本務者を対象） 


























































































































































































































なし 1～3割程度 4～6割程度 7倍～9割程度 すべて
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必ず実施 概ね実施 場合によって実施 ほとんど実施なし まったく実施なし
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必ず実施 概ね実施 場合によって実施 ほとんど実施なし まったく実施なし
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の割合が高く、ポストドクター・研究員クラスに対しては約 7 割の組織が 1 平方メートル以上を支援し
ている。 





























































































































































































































10平方m以上 5～10平方m程度 2～5平方m程度 1平方m程度 なし
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准教授クラスは約 5 割、主任研究員・助手・助教・講師クラスは約 4 割弱、ポストドクター・研究員ク
ラスには約 3 割弱の組織が支援人材を追加的に配置している。 
 













































































































































































































































  第 1-3-14 図は、新たに採用した海外人材に対する支援として、外国人サポート専用スタッフの
配置状況を整理したものである。 

















• 外国人教員および学生からの要請に応えるため,事務職員に外国人(米国人)を 1 人配置してい
る。 
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高い給与の提示 人材獲得サービス(ヘッドハンティング)の利用  
 
② 優れた研究者の判定基準 
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かなり高くなった 高くなった あまり変化していない 低くなった かなり低くなった
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② 所属研究人材の企業への派遣状況とその効果（過去 1 年間において、企業との共同研究等
で 1 ヶ月以上企業にて勤務した人材の状況） 
  第 1-3-18 図表は、最近 1 年間で組織に所属する研究人材を、企業との共同研究等により企業





  派遣実績のある大学は 2.6％、独立行政法人・国立試験研究機関は 6.0%と非常に少なく、大学
などの研究組織から企業への人材の派遣は少ないことが分かる。全体として少ない中で、やはり日
本の産業分野として多くを占める工学分野の組織で実績ありと回答する数が多くなっている。 






























大学 (N=11) 1 7 3 0 0
国立大学 (N=7) 0 5 2 0 0
公立大学 (N=1) 0 1 0 0 0
私立大学 (N=3) 1 1 1 0 0
大学共同利用機関 0 0 0 0 0
理学 (N=2) 0 1 1 0 0
工学 (N=5) 0 4 1 0 0
農学 (N=0) 0 0 0 0 0
保健 (N=2) 1 0 1 0 0
複合領域 (N=2) 0 2 0 0 0
独法・国研 2 4 1 0 0
公設試験場 (N=2) 0 1 1 0 0
財団法人・社団法人 (N=1) 1 0 0 0 0
過去1年間の研究人材の企業への派遣効果
 
分類（回答総数） ない ある （割合） 無回答
大学 (N=425) 414 11 2.6% 81
国立大学 (N=190) 183 7 3.7% 34
公立大学 (N=37) 36 1 2.7% 5
私立大学 (N=193) 190 3 1.6% 40
大学共同利用機関  (N=5) 5 0 0.0% 2
理学 (N=54) 52 2 3.7% 5
工学 (N=153) 148 5 3.3% 29
農学 (N=45) 45 0 0.0% 7
保健 (N=140) 138 2 1.4% 28
複合領域 (N=26) 24 2 7.7% 4
独立行政法人・政府研究機関  (N=116) 109 7 6.0% 16
公設試験場 (N=172) 170 2 1.2% 36


































③ 研究人材の企業からの受入れ状況とその効果（過去 1 年間において、企業との共同研究等で
1 ヶ月以上企業にて勤務した人材の状況） 





































分類（回答総数） ない ある （割合） 無回答
大学 (N=430) 248 182 42.3% 76
国立大学 (N=189) 95 94 49.7% 35
公立大学 (N=38) 25 13 34.2% 4
私立大学 (N=198) 126 72 36.4% 35
 大学共同利用機関 (N=5) 2 3 60.0% 2
理学 (N=55) 36 19 34.5% 4
工学 (N=152) 69 83 54.6% 30
農学 (N=45) 28 17 37.8% 7
保健 (N=145) 94 51 35.2% 23
複合領域 (N=26) 14 12 46.2% 4
独法・国研 (N=116) 68 48 41.4% 16
公設試験場 (N=176) 151 25 14.2% 32

























































































































































































































第 1-3-23 表 大学から民間企業への移動の阻害に関する記述中の名詞の集計 
順位 語句 頻度 順位 語句 頻度
1 大学 54 1 民間 22
2 企業 36 2 大学 16
3 民間 33 3 企業 12
4 人材 23 4 人材 12
5 流動性 21 5 公的研究機関 11
6 民間部門 18 6 研究 8
7 研究 16 7 研究者 7
8 教員 12 8 流動 7
9 流動 11 9 民間部門 7
10 余裕 10 10 身分 7
11 理由 9 11 流動性 6
12 公的機関 8 12 保証 6
13 教育 8 13 民間企業 5
14 意識 8 14 退職金 5
15 基礎研究 7 15 ニーズ 5
16 企業側 6 16 処遇 5
17 給与 6 17 研究機関 4
18 社会 6 18 流動化 4
19 研究者 5 19 可能性 4
20 公的研究機関 5 20 大学等 4
21 制度 5 21 派遣 4
22 交流 5 22 意識改革 4
23 理解 5 23 交流 4
24 身分 5 24 制度 4
25 考え方 5 25 機会 4
26 研究成果 4 26 研究環境 3
27 大学等 4 27 研究内容 3
28 不足 4 28 公的機関 3
29 職 4 29 身分保障 3










  第 1-3-24 図は、研究組織の長からみた研究者の流動性が向上することによる組織のメリットお
よびデメリットをセクター別に集計したものである。 



























































































































































  研究組織の長を対象としたアンケート調査（調査票 II）では、研究人材の流動性の阻害および
促進要因を記述式で質問している。それぞれの回答の特徴を分析するため、大学と独立行政法
人・国 立 試 験 研 究 機 関 に分けて、記 述 中 に表 れる名 詞 の頻 度 をカウントした。その結 果を第
1-3-25 表に示す。 
 
第 1-3-25 表 研究人材流動性の阻害と促進に関する記述中の名詞の集計 
順位 語句 頻度 順位 語句 頻度 順位 語句 頻度 順位 語句 頻度
1 人材 31 1 研究 14 1 任期制 36 1 人材 11
2 教員 26 2 研究者 10 2 研究 34 2 要因 10
3 流動性 24 3 組織 10 3 人材 33 3 大学 9
4 大学 23 4 要因 8 4 大学 27 4 組織 8
5 教育 20 5 阻害要因 8 5 流動性 23 5 研究者 6
6 研究者 19 6 流動性 7 6 研究者 22 6 流動性 6
7 研究人材 18 7 人材 5 7 要因 22 7 研究 4
8 流動 15 8 大学 5 8 導入 21 8 任期制 4
9 制度 15 9 継続性 4 9 研究環境 18 9 採用 4
10 要因 15 10 退職金 4 10 教員 18 10 流動 4
11 研究 14 11 格差 4 11 公募制 12 11 環境 4
12 流動化 14 12 確保 4 12 環境 12 12 研究機関 3
13 任期 14 13 流動 3 13 制度 11 13 任期付研究員 3
14 継続性 9 14 研究環境 3 14 企業 11 14 研究環境 3
15 企業 9 15 人材流動 3 15 研究人材 10 15 制度 3
16 任期制 8 16 採用 3 16 公募 10 16 任期付き 3
17 組織 8 17 プロジェクト 3 17 流動化 10 17 必要性 3
18 ポスト 8 18 独立行政法人 3 18 助教 10 18 意識 3
19 減少 8 19 定員削減 3 19 教育 9 19 転出 3
20 教授 7 20 給与 3 20 採用 9 20 本人 3
21 助教 7 21 不足 3 21 外部 9 21 当方 3
22 准教授 6 22 外部 3 22 増加 9 22 研究員 2
23 公募 6 23 他 3 23 それ 9 23 研究人材 2
24 現状 6 24 本人 3 24 組織 8 24 研究テーマ 2
25 研究環境 5 25 予算 3 25 評価 8 25 共同研究 2
26 削減 5 26 制約 3 26 原則 8 26 研究成果 2
27 環境 5 27 受け皿 3 27 自発的要因 7 27 若手研究者 2
28 定員 5 28 傾向 3 28 人事 7 28 採用制度 2
29 退職金 5 29 アンバランス 3 29 実施 7 29 制度的要因 2
30 阻害要因 5 30 研究人材 2 30 研究機関 6 30 任期 2
31 他 5 31 研究ポスト 2 31 退職 6 31 外的要因 2
32 最大 5 32 研究機関 2 32 ポスト 6 32 自発的要因 2
33 これ 5 33 研究施設 2 33 活性化 6 33 ポスト 2
34 研究費 4 34 研究テーマ 2 34 新設 6 34 人 2
35 人件費削減 4 35 制度 2 35 待遇 6 35 分野 2
36 定員削減 4 36 退職金等 2 36 目的 6 36 外 2
37 法人化 4 37 分野 2 37 研究費 5 37 プロジェクト 2
38 機関 4 38 異動 2 38 外的要因 5 38 研究所 2
39 採用 4 39 ポスト 2 39 定年退職者 5 39 室長 2
40 業績 4 40 機関 2 40 分野 5 40 功 2
※有効回答数：244 ※有効回答数：71 ※有効回答数：255 ※有効回答数：67
阻害要因 促進要因






  出現頻度の大きい名詞の上位 1～8 位までは設問そのものに関連の深い語である。回答として
の特徴が表れるのは 9 位以下である。上位 20 位までについて、該当名詞の含まれる回答を整理す
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  出現頻度の大きい名詞の上位 1～8 位までは設問そのものに関連の深い語である。回答として
























































  出現頻度の大きい名詞の上位 1～8 位までは設問そのものに関連の深い語である。回答として






























  本調査において研究組織の長から多く回答があった“退職金”や“給与面” での制度に関して、
総合科学技術会議では「科学技術の振興及び成果の社会への還元に向けた制度改革について」
（2006 年 12 月）を策定し、『優秀な外国人研究者と日本に惹きつける制度の実現』や『研究者の流
動性を高めるための環境整備』など 7 つの大項目に分類され、更に全 66 項目の具体的項目に分
類されている。 



































  第 1-3-26 図は、研究組織における研究者評価の実施状況及び評価結果の芳しくない研究者
への指導実施状況をセクター別に集計したものである。 





















  以下は支援内容について具体的に記述された回答である。 
（a） 大学 
• 大学院生を指導する資格は、3 年毎に見直している。修士課程指導資格(3 年間で 3 報以上の
論文発表)、博士課程指導資格(5 年間で 5 報以上の論文発表)など、この条件を満たさない教
員は大学院生指導資格を失い、条件を再度満たした段階で指導資格を与えている。 

































































































































  第 1-3-28 図は、教育面や研究面での業績が低迷する研究者に対して、組織として転出促進
の必要性有無及びそのための方策状況等をセクター別に集計したものである。 
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第 1-3-29 表 業績の低迷する研究者の転出促進の具体的方策（語句の頻度） 
順位 語句 頻度 順位 語句 頻度 順位 語句 頻度
1 異動 19 21 大学 3 41 教授 2
2 人事異動 14 22 要望 3 42 准教授 2
3 本人 13 23 適性 3 43 職種 2
4 転出 12 24 契約 3 44 面談 2
5 研究者 10 25 研究部門 2 45 勧告 2
6 任期制 9 26 研究業績 2 46 高専 2
7 他 8 27 機関 2 47 職務 2
8 定期人事異動 7 28 研究分野 2 48 導入 2
9 任期 6 29 他部門 2 49 外部 2
10 県 5 30 行政部門 2 50 更新 2
11 研究 4 31 組織 2 51 自覚 2
12 人事交流 4 32 業務 2 52 資質 2
13 指導 4 33 他部署 2 53 改善 2
14 行政 4 34 中間評価 2 54 それ 2
15 交流 4 35 紹介 2 55 意味 2
16 助教 4 36 意向 2 56 提出 2
17 他機関 3 37 普及 2 57 応募 2
18 評価 3 38 転出先 2 58 方策 2
19 業績 3 39 センター長 2 59 セミナー 2
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第 1-3-30 表 業績の低迷する研究者の転出促進が困難である要因（語句の頻度） 
順位 語句 頻度 順位 語句 頻度 順位 語句 頻度
1 転出 26 21 方策 5 41 経営陣 3
2 本人 20 22 原因 5 42 環境 3
3 転出先 15 23 雇用 4 43 身分 3
4 業績 15 24 人事 4 44 採用 3
5 教員 14 25 対象者 4 45 責任 3
6 研究者 13 26 制度 4 46 権限 3
7 研究 11 27 可能性 4 47 退職 3
8 組織 11 28 実施 4 48 受け皿 3
9 評価 8 29 職場 4 49 それ 3
10 人 8 30 努力 4 50 欠如 3
11 人材 7 31 学内 4 51 ポスト 3
12 研究業績 6 32 人事異動 3 52 研究機関 2
13 確保 6 33 他機関 3 53 教育研究 2
14 対策 6 34 該当者 3 54 機関 2
15 自覚 6 35 他大学 3 55 異動先 2
16 研究職 5 36 他 3 56 人事制度 2
17 受け入れ先 5 37 人事交流 3 57 異動 2
18 大学 5 38 人事権 3 58 教員評価 2
19 任期制 5 39 能力 3 59 組織内 2
20 教育 5 40 状況 3 60 独立行政法人 2  
 
（c） 本人の自覚の問題 


















  「雇用」は単体では頻度が 4 と大きくはないが、雇用環境、雇用情勢、雇用条件などを合わせる
































































大学（237 大学）の 663 研究科、大学共同利用機関 11 機関、②独立行政法人・国立試験研究機










  配布数、回収数等を第 1-4-1 表に示す。全体の回収率は 61.4%であった。機関の種別では、公
設試験場、財団法人・社団法人を除く機関の回収率はいずれも 60%を超えた。 
(1) 配布数・回収数 
第 1-4-1 表 配布数・回答数・回収率 
配布数 回答数 回収率 セクター別回答数比率
大学種別回
答割合
全体 15,250 9,369 61.4% 100.0%
大学 11,163 7,179 64.3% 76.6% 100.0%
国立大学 5,420 3,604 66.5% 50.2%
公立大学 736 493 67.0% 6.9%
私立大学 4,854 2,980 61.4% 41.5%
大学共同利用機関 153 102 66.7% 1.4%
独法・国研 1,687 1,091 64.7% 11.6%
公設試験場 1,540 882 57.3% 9.4%
財団法人・社団法人 860 217 25.2% 2.3%  
 
                                              
5 OECD/UNESCO Institute for Statistics/Eurostat Careers of Doctorate Holders (CDH) project 
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  回答者の所属機関内訳を第 1-4-2 図に示す。国立大学法人が最も多く 38.5%、次いで私立大
学が 31.8%、独法・国研 11.6%となっている。 
 


























  回答者の現在の専門分野、年齢層、職階、性別それぞれの構成を所属セクター別に第 1-4-3
図に示す。 




  年齢構成について、全体では 35～44 歳の研究者の割合が最も多く 35.3%を占め、次いで 45～
54 歳が 28.8%、34 歳以下が 18.6%を占める。セクターごとの特徴としては、独立行政法人・国立試験
研究機関において 44 歳以下の割合が多くなっている。 
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第 1-4-3 図 分野別・年齢層別回答者割合 















































































































































～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳以上 年齢不明
 



















































































0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
国立大学 ( N=3,604 )
公立大学 ( N=493 )





公設試験場 ( N=882 )
財団・社団 ( N=217 )























































0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
大学 ( N=6,429 )
国立大学 ( N=3,270 )
公立大学 ( N=425 )
私立大学 ( N=2,636 )
大学共同利用機関 ( N=98 )
独法・国研 ( N=894 )
公設試験場 ( N=398 )








































0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
理学 ( N=1,945 )
工学 ( N=2,137 )
医学 ( N=2,268 )
農学 ( N=896 )
複合領域 ( N=226 )
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
34歳以下 ( N=1,345 )
35～44歳 ( N=2,812 )
45～54歳 ( N=2,399 )
55～64歳 ( N=1,180 )
65歳以上 ( N=93 )
男性 ( N=6,807 )









では約 3 割、特に大学共同利用機関に所属する研究者でその割合が高く 43％となっている。 
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  第 1-4-9 図は回答者の年齢層別に博士課程時における主な経済的支援を集計したものである。
年齢が若くなるほど、「日本学生支援機構からの奨学金」の割合が大きくなっていることがわかる。 
 























































































































第 1-4-10 図 現在の所属機関別の博士課程時における経済的支援（副財源） 
0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%
大学 ( N=1,046 )
国立大学 ( N=610 )
公立大学 ( N=58 )
私立大学 ( N=360 )
大学共同利用機関
( N=18 )
独法・国研 ( N=140 )
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第 1-4-11 図 学位取得時の分野別の博士課程時における経済的支援（副財源） 
0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%
理学 ( N=378 )
工学 ( N=339 )
医学 ( N=339 )
農学 ( N=116 )
複合領域 ( N=39 )



























第 1-4-12 図 現在の年齢階層別の博士課程時における経済的支援（副財源） 
0% 10% 20% 30% 40% 50%
34歳以下 ( N=228 )
35～44歳 ( N=477 )
45～54歳 ( N=343 )
55～64歳 ( N=181 )
65歳以上 ( N=11 )
男性 ( N=1,101 )

































第 1-4-13 図 ポストドクター経験の有無 























































































ある(現在) ある(過去) ない 無回答  
② ポストドクター従事期間 





第 1-4-14 図 延べポストドクター従事期間 

















































































































































1年未満 1年 2年 3年 4～6年 7～10年 11年以上  
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第 1-4-15 図 ポストドクターを進路として選択した理由 
学位取得時の分野別 


















































第 1-4-16 図 ポストドクター時の主な経済的支援 





















第 1-4-17 図 ポストドクター経験の自己評価 












































































































































































































































































































































第 1-4-18 図 海外における研究経験の有無（現在の専門分野別） 



















0% 20% 40% 60% 80% 100%
全年齢
 ( N=1740 )
～34歳
 ( N=381 )
35～44歳
 ( N=639 )
45～54歳
 ( N=455 )
55～64歳
 ( N=245 )
65歳～





















0% 20% 40% 60% 80% 100%
全年齢
 ( N=2268 )
～34歳
 ( N=502 )
35～44歳
 ( N=790 )
45～54歳
 ( N=556 )
55～64歳
 ( N=372 )
65歳～
 ( N=43 )
移動国内のみ 移動海外あり 移動経験なし
 



















0% 20% 40% 60% 80% 100%
全年齢
 ( N=3016 )
～34歳
 ( N=422 )
35～44歳
 ( N=1092 )
45～54歳
 ( N=1045 )
55～64歳
 ( N=412 )
65歳～



















0% 20% 40% 60% 80% 100%
全年齢
 ( N=1053 )
～34歳
 ( N=191 )
35～44歳
 ( N=397 )
45～54歳
 ( N=338 )
55～64歳
 ( N=118 )
65歳～
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0% 20% 40% 60% 80% 100%
全年齢
 ( N=845 )
～34歳
 ( N=186 )
35～44歳
 ( N=290 )
45～54歳
 ( N=240 )
55～64歳
 ( N=115 )
65歳～




















0% 20% 40% 60% 80% 100%
全年齢
 ( N=9369 )
～34歳
 ( N=1704 )
35～44歳
 ( N=3252 )
45～54歳
 ( N=2665 )
55～64歳
 ( N=1298 )
65歳～













  年齢層別には、海外経験率の大きな 35～44 歳、45～54 歳の海外との交流割合が全体的に高
いことがわかる。また女性よりも男性のほうが海外との交流割合が全体として高くなっている。 
 
第 1-4-19 図 研究における海外との交流の状況 
 現在の所属機関別 年齢層別 








































研究上特に海外との関係をもたなかった その他  
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  第 1-4-20 図は研究における海外との交流の状況を海外本務経験の有無別、さらには分野別
に整理したものである。明らかに海外本務経験のある研究者の方が海外との交流実施の割合が高
いことがわかる。 









第 1-4-20 図 研究における海外との交流の状況（海外経験有無別） 


























海外経験あり ( N=837) 海外経験なし ( N=8,357)
 

































第 1-4-21 図 海外で研究を行う（行いたい）理由 
 分野別 年齢層別 










































第 1-4-22 表 海外研究を行う「その他」の理由（語句出現頻度） 
順位 語句 頻度 順位 語句 頻度 順位 語句 頻度
1 海外 157 21 習得 10 41 文部科学省在外研究員 5
2 研究 129 22 視野 10 42 海外派遣 5
3 共同研究 37 23 在外研究 9 43 文化 5
4 研究者 29 24 留学 9 44 交流 5
5 雑用 28 25 業務 9 45 対象 5
6 機会 22 26 教育 9 46 文科省 5
7 研究活動 21 27 研究生活 8 47 人 5
8 大学 21 28 専門家 8 48 向上 5
9 環境 18 29 外国 8 49 教授 5
10 経験 18 30 職場 8 50 世界 5
11 自分 18 31 研究機関 7 51 雑務 5
12 在外研究員 16 32 所属機関 7 52 仕事 5
13 派遣 14 33 語学 7 53 見聞 5
14 研究環境 13 34 会社 7 54 理由 5
15 英語 13 35 職 7 55 研究員 4
16 国内 13 36 考え方 7 56 研究プロジェクト 4
17 分野 12 37 共同研究者 6 57 在外研究員制度 4
18 研究対象 11 38 客員研究員 6 58 研究体制 4
19 企業 11 39 ポスト 6 59 研究室 4















• 熱帯伝染病を研究対象としており、流行国との共同研究を行うため（大学、50 歳代） 
• 海外の研究者と共同研究を希望したため。（大学、40 歳代） 




• 在外研究制度を利用し、新しい分野の研究を始めるため（大学、40 歳代） 
• 長期在外研究員制度に応募して採用されたから（独法・国研、40 歳代） 






• 将来的に英語は必須であり、その意味でも為になると考えた。（大学、30 歳代） 
• 英語で議論することを学ぶため。（大学、40 歳代） 
（d） 視野の拡大 
  「視野」については視野の拡大を海外研究のメリットと応える回答がほとんどであった。 
• 海外の研究状況に対し広い視野を養えると思ったから（大学、50 歳代） 
• 広い視野からディスカッションが出来るから。（大学、50 歳代） 




• 英語の鍛錬、日本では雑用が多く、研究に集中しにくい。（大学、40 歳代） 
• 教育や雑用から解放され、研究に専念できるから。（大学、40 歳代） 




                                              
6 平成 16 年度より「海外先進教育研究実践支援」 
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• 日本にポストが少ないから。（大学、30 歳代、50 歳代） 
• 9 月に学位を取得したため日本でポストドクターのポストがなかったから。（大学、30 歳代） 
• その時期に日本でポストが空かなかったため。（大学、30 歳代） 
• 博士なしでの、研究員の職が給料込みで補償されていた。（大学、30 歳代） 
⑤ その他具体的な記述例 
  その他、具体的な記述を大学、独法・国研に分けて以下に例示する。 
（a） 大学 
• 研究のみに専念できるため。日本では、医療、教育、事務雑務など、研究以外の業務負担が多
すぎ(全体の 7～8 割)、研究に専念できる時間的余裕が少ない。 （国立大学大規模以外、40
歳代） 
• 海外でのフィールドワークを可能とする人脈をすでに持っており、学際的なアプローチや国際協
力活動への貢献方法を自分なりに模索したかったから。 （国立大学大規模大学、30 歳代） 
• 研究者育成に対する教育、研究実施、成果の発表などモチベーション向上を含めたシステムや
モラルが充実している。 （国立大学大規模大学、50 歳代） 
• 研究者としてのキャリアアップに海外での研究体験が必要だと指導教官その他にアドバイスされ






質でない環境での研究だと思っている。 （独法・国研、50 歳代） 
• 日本での研究は非常に雑用に時間をとられるため、一度雑用のない立場(客員研究員)で充電
し、研究を実施したかったから。 （独法・国研、30 歳代） 
• 海外で修士号を取得し、その国・分野での考え方を学ぶため。 （独法・国研、30 歳代） 
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第 1-4-23 図 現在の所属機関別移動回数・平均移動回数 

















































































































































第 1-4-24 図 学位取得時の分野別移動回数 




























































0% 20% 40% 60% 80% 100%
男性 ～34歳 ( N=1,314 )
男性 35～44歳 ( N=2,737 )
男性 45～54歳 ( N=2,363 )
男性 55～64歳 ( N=1,161 )
男性 65歳～ ( N=92 )
女性 ～34歳 ( N=346 )
女性 35～44歳 ( N=465 )
女性 45～54歳 ( N=250 )
女性 55～64歳 ( N=113 )
女性 65歳～ ( N=4 )
全年齢 ( N=8,845 )
























































0% 20% 40% 60% 80% 100%
男性 ～34歳 ( N=370 )
男性 35～44歳 ( N=646 )
男性 45～54歳 ( N=478 )
男性 55～64歳 ( N=278 )
男性 65歳～ ( N=20 )
女性 ～34歳 ( N=83 )
女性 35～44歳 ( N=97 )
女性 45～54歳 ( N=54 )
女性 55～64歳 ( N=24 )
全年齢 ( N=2,051 )
0回 1回 2回 3回 4～5回 6回以上
 
 


















































0% 20% 40% 60% 80% 100%
男性 ～34歳 ( N=450 )
男性 35～44歳 ( N=765 )
男性 45～54歳 ( N=560 )
男性 55～64歳 ( N=369 )
男性 65歳～ ( N=38 )
女性 ～34歳 ( N=49 )
女性 35～44歳 ( N=31 )
女性 45～54歳 ( N=18 )
女性 55～64歳 ( N=4 )
女性 65歳～ ( N=1 )
全年齢























































0% 20% 40% 60% 80% 100%
男性 ～34歳 ( N=231 )
男性 35～44歳 ( N=739 )
男性 45～54歳 ( N=763 )
男性 55～64歳 ( N=240 )
男性 65歳～ ( N=15 )
女性 ～34歳 ( N=115 )
女性 35～44歳 ( N=195 )
女性 45～54歳 ( N=98 )
女性 55～64歳 ( N=40 )
女性 65歳～ ( N=1 )
全年齢
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0% 20% 40% 60% 80% 100%
男性 ～34歳 ( N=161 )
男性 35～44歳 ( N=375 )
男性 45～54歳 ( N=332 )
男性 55～64歳 ( N=144 )
男性 65歳～ ( N=10 )
女性 ～34歳 ( N=68 )
女性 35～44歳 ( N=67 )
女性 45～54歳 ( N=34 )
女性 55～64歳 ( N=12 )
女性 65歳～ ( N= )
全年齢










































0% 20% 40% 60% 80% 100%
男性 ～34歳 ( N=59 )
男性 35～44歳 ( N=76 )
男性 45～54歳 ( N=46 )
男性 55～64歳 ( N=31 )
男性 65歳～ ( N=3 )
女性 ～34歳 ( N=11 )
女性 35～44歳 ( N=20 )
女性 45～54歳 ( N=6 )
女性 55～64歳 ( N=1 )
全年齢 ( N=253 )









た特徴があり、転出が 25～29 歳、55～59 歳で特に大きい割合を占めていることがわかる。民間企





第 1-4-25 図 転出元・転入先別移動比率 



























































































大規模大学 大規模以外 公立大学 私立大学






















































































大規模大学 大規模以外 公立大学 私立大学
独立行政法人 民間企業 海外機関 その他
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  第 1-4-26、第 1-4-27 表に上記集計の元となった、回答者の転入元・転出先別の移動数マトリ
ックスを示す。 
 




































他 移動数 在籍数 移動度
国立
(大規模) 9 8 2 12 1 1 2 10 45 927 0.049
国立








17 20 3 11 1 1 7 1 61 1620 0.038
公立大学 1 1 2 3 0 0 1 1 9 191 0.047 公立大学 1 4 3 1 0 0 0 2 11 328 0.034
私立大学 5 3 2 7 0 0 2 2 21 1460 0.014 私立大学 8 8 3 19 1 1 3 6 49 2334 0.021
独立行政
法人 3 2 0 1 0 0 1 0 7 281 0.025
独立行政
法人 4 5 0 4 0 1 0 2 16 591 0.027
民間企業 1 1 0 6 0 2 1 1 12 472 0.025 民間企業 6 7 0 9 1 4 2 4 33 570 0.058
海外 2 3 0 7 0 1 8 3 24 88 0.273 海外 6 5 2 4 2 0 5 3 27 140 0.193




































他 移動数 在籍数 移動度
国立
(大規模) 2 0 1 1 0 0 0 1 5 48 0.104
国立








1 3 2 6 0 0 0 0 12 231 0.052
公立大学 0 0 0 0 0 0 0 0 0 12 0.000 公立大学 0 1 0 1 0 0 0 0 2 73 0.027
私立大学 0 0 0 1 0 0 0 0 1 60 0.017 私立大学 0 1 1 2 0 0 0 0 4 578 0.007
独立行政
法人 0 0 0 0 0 1 0 0 1 4 0.250
独立行政
法人 0 0 0 1 0 0 0 0 1 24 0.042
民間企業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 32 0.000 民間企業 1 1 0 11 0 0 0 0 13 145 0.090
海外 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 海外 1 0 0 2 0 0 1 0 4 11 0.364




































他 移動数 在籍数 移動度
国立
(大規模) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5 0.000
国立








0 0 0 0 0 0 0 0 0 5 0.000
公立大学 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 公立大学 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
私立大学 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 私立大学 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
独立行政
法人 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
独立行政
法人 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
民間企業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 民間企業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
海外 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 海外 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
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他 移動数 在籍数 移動度
国立
(大規模) 42 26 8 30 3 1 2 7 119 2040 0.058
国立








27 41 7 33 7 0 9 7 131 2838 0.046
公立大学 1 5 4 4 0 0 1 1 16 455 0.035 公立大学 8 9 7 8 3 2 4 2 43 815 0.053
私立大学 3 11 6 31 2 1 6 9 69 2845 0.024 私立大学 13 12 7 71 8 1 2 4 118 3837 0.031
独立行政
法人 12 9 1 4 4 0 0 5 35 1035 0.034
独立行政
法人 12 14 3 9 22 2 5 12 79 1729 0.046
民間企業 0 9 4 29 3 2 0 7 54 582 0.093 民間企業 12 7 6 23 10 7 1 15 81 367 0.221
海外 13 6 1 13 4 1 4 5 47 152 0.309 海外 9 17 4 24 9 2 9 8 82 225 0.364




































他 移動数 在籍数 移動度
国立
(大規模) 5 8 3 10 0 0 0 1 27 794 0.034
国立








17 14 3 16 1 0 1 2 54 1787 0.030
公立大学 0 0 2 3 0 0 0 0 5 265 0.019 公立大学 0 7 5 5 0 0 0 1 18 445 0.040
私立大学 1 3 3 16 0 0 1 1 25 1863 0.013 私立大学 4 7 7 27 1 1 0 2 49 3031 0.016
独立行政
法人 2 0 0 3 1 0 0 2 8 242 0.033
独立行政
法人 1 3 1 12 10 0 0 2 29 607 0.048
民間企業 2 7 1 20 2 4 0 0 36 333 0.108 民間企業 6 9 1 30 2 3 0 1 52 237 0.219
海外 3 0 1 5 1 0 1 0 11 21 0.524 海外 2 2 1 5 0 0 1 0 11 12 0.917




































他 移動数 在籍数 移動度
国立
(大規模) 0 0 1 1 0 0 0 0 2 41 0.049
国立








0 4 0 2 1 0 0 0 7 247 0.028
公立大学 0 0 0 1 0 0 0 0 1 16 0.063 公立大学 0 0 0 2 0 0 0 0 2 88 0.023
私立大学 0 1 0 0 0 0 0 0 1 110 0.009 私立大学 2 2 1 4 0 0 0 1 10 744 0.013
独立行政
法人 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
独立行政
法人 0 0 0 1 0 0 0 1 2 21 0.095
民間企業 0 0 0 1 0 1 0 0 2 13 0.154 民間企業 1 1 1 6 0 1 0 0 10 37 0.270
海外 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 海外 0 1 0 0 0 0 1 0 2 1 2.000










































第 1-4-28 図 移動時の年齢層別満足度の変化 









































































第 1-4-29 図 移動パターン別満足度の変化（国内機関間の移動） 













大学 から 独法・国研 への移動 ( N=274 M=275) 
満足度増加 満足度減少 増加─減少













独法・国研 から 大学 への移動 ( N=366 M=370 )
満足度増加 満足度減少 増加─減少
 













大学 から 民間企業 への移動 ( N=67 M=68 )
満足度増加 満足度減少 増加─減少
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第 1-4-30 図 移動パターン別満足度の変化（国内-海外間の移動） 
国内 から 海外 への移動 ( N=370 M=376 )














海外 から 国内 への移動 ( N=599 M=622 )
















第 1-4-31 図 移動パターン別満足度の変化（同種セクター間の移動） 













大学 から 大学 への移動 ( N=2,610 M=3,492 )
満足度増加 満足度減少 増加─減少


























第 1-4-32 図 移動パターン別満足度の変化（民間企業間の移動、全体） 













民間企業 から民間企業 への移動 ( N=88 M=103 )
満足度増加 満足度減少 増加－減少






























第 1-4-33 図 性別回答者数 












0% 20% 40% 60% 80% 100%
男性 ( N=7,782 )
女性 ( N=1,209 )










0% 20% 40% 60% 80% 100%
男性 ( N=7,782 )
女性 ( N=1,209 )





















0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
男性 ( N=7,782 )
女性 ( N=1,209 )
0 回 1 回 2 回 3 回 4 回以上 不明
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  第 1-4-35 図は性別に年齢階層別の平均移動回数を示したものである。34 歳以下の若手層で
は男性の方が平均移動回数が多くなっているが、45 歳以上の層では逆に女性の方が移動回数が
多くなっている。全年齢層の比較では男女ともほとんど差が無く、男性 1.05 回、女性 1.02 回であ
る。 
 













0 0.2 0.4 0.6 0.8 1 1.2 1.4 1.6
～34歳
( N1=1312, N2=346 )
35～45歳
( N1=2739, N2=464 )
45～55歳
( N1=2361, N2=252 )
55～65歳
( N1=1161, N2=112 )
65歳～
( N1=94, N2=4 )
全体
男性 ( N=7,672 )

















0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
男性 ( N=4,701 )
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女性 9.9%であるのに対して、本結果では男性 49.2%、女性 20.4%と、回答者割合よりも大きくなって
いる。したがって、工学系は他の分野よりも研究者が民間経験をしやすい分野であることが示唆さ
れる。 












0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
男性 ( N=902 )
女性 ( N=103 )
理学 工学 医学 農学 複合領域 その他
 
 
















0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%
男性 ( N=902 )
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すなわち少なくとも 2 度の民間企業を経験した後、大学、独立行政法人等に移動したことを指す。 
 

















0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%
男性 ( N=902 )
























齢が 55～64 歳の割合は約 42％であるが、35～44 歳では約 72％である。博士課程を有する公立
大学が増加したことが要因として挙げることができよう。 
  分野別では、工学分野が他の分野よりも「すべて同一」の割合がやや高く、特徴的である。 
 

























































































































学士・修士・博士すべて同一大学 学士・修士が同一 学士・博士が同一 修士・博士が同一 学士・修士・博士すべて別  
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学士・修士・博士すべて同一大学 学士・修士が同一 学士・博士が同一 修士・博士が同一 学士・修士・博士すべて別  
 
② 自校出身者比率（学部課程を基準にした場合） 













































































年齢層: 35 ～ 44 歳(1964 ～ 1973 生まれ)
自校Ⅰ型：現所属大学で学士～博士を取得・一度も移動の経験がない 自校Ⅱ型：現所属大学で学士を取得・一度も移動の経験がない
自校Ⅲ型：現所属大学で学士を取得・移動の経験あり 他校Ⅰ型：他の大学で学士を取得・採用後移動の経験なし
他校Ⅱ型：他の大学で学士を取得・移動の経験あり その他  
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年齢層: 45 ～ 54 歳(1954 ～ 1963 生まれ)
自校Ⅰ型：現所属大学で学士～博士を取得・一度も移動の経験がない 自校Ⅱ型：現所属大学で学士を取得・一度も移動の経験がない
自校Ⅲ型：現所属大学で学士を取得・移動の経験あり 他校Ⅰ型：他の大学で学士を取得・採用後移動の経験なし






































































年齢層: 55 ～ 64 歳(1944 ～ 1953 生まれ)
自校Ⅰ型：現所属大学で学士～博士を取得・一度も移動の経験がない 自校Ⅱ型：現所属大学で学士を取得・一度も移動の経験がない
自校Ⅲ型：現所属大学で学士を取得・移動の経験あり 他校Ⅰ型：他の大学で学士を取得・採用後移動の経験なし
他校Ⅱ型：他の大学で学士を取得・移動の経験あり その他  
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 第 1-4-42 図は回答者の自校出身（博士課程を基準にした）状況と最終学位取得後の移動状況
を現在の所属機関種別に示したものである。学部課程を基準にした結果と比べて、どのセクターも
Ⅰ～Ⅲ型の合計割合は増加している。 









































































年齢層: 35 ～ 44 歳(1964 ～ 1973 生まれ)
自校Ⅰ型：現所属大学で学士～博士を取得・一度も移動の経験がない 自校Ⅱ型：現所属大学で博士を取得・一度も移動の経験がない
自校Ⅲ型：現所属大学で博士を取得・移動の経験あり 他校Ⅰ型：他の大学で博士を取得・採用後移動の経験なし




































































年齢層: 45 ～ 54 歳(1954 ～ 1963 生まれ)
自校Ⅰ型：現所属大学で学士～博士を取得・一度も移動の経験がない 自校Ⅱ型：現所属大学で博士を取得・一度も移動の経験がない
自校Ⅲ型：現所属大学で博士を取得・移動の経験あり 他校Ⅰ型：他の大学で博士を取得・採用後移動の経験なし
他校Ⅱ型：他の大学で博士を取得・移動の経験あり その他  
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年齢層: 55 ～ 64 歳(1944 ～ 1953 生まれ)
自校Ⅰ型：現所属大学で学士～博士を取得・一度も移動の経験がない 自校Ⅱ型：現所属大学で博士を取得・一度も移動の経験がない
自校Ⅲ型：現所属大学で博士を取得・移動の経験あり 他校Ⅰ型：他の大学で博士を取得・採用後移動の経験なし
他校Ⅱ型：他の大学で博士を取得・移動の経験あり その他  
資料編 




① 最近 3 年間における日本語論文数 






は 3 年間で論文数 20 以上の割合が他の分野よりも大きいのが特徴である。 
 









0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21以上























0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20
理学
25～29 30～34 35～39 40～44 45～49







0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20
工学
25～29 30～34 35～39 40～44 45～49







0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20
医学
25～29 30～34 35～39 40～44 45～49







0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20
農学
25～29 30～34 35～39 40～44 45～49
50～54 55～59 60～64 65～69 全年齢
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② 最近 3 年間における英語論文数 




をうかがわせる。理学系、医学系では論文数 1 から 10 以上まで、一定の回答者割合があり、全体と
して工学系や農学系よりは英語での生産性が高い層が多いことがわかる。また、論文数 20 以上の
割合も理学系、医学系で大きい。 






0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21以上


























0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20
農学
25～29 30～34 35～39 40～44 45～49







0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20
医学
25～29 30～34 35～39 40～44 45～49







0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20
工学
25～29 30～34 35～39 40～44 45～49







0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20
理学
25～29 30～34 35～39 40～44 45～49
50～54 55～59 60～64 65～69 全年齢
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③ 最近 3 年間における国際共著（英語）論文数 











0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21以上



























0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20
理学
25～29 30～34 35～39 40～44 45～49







0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20
工学
25～29 30～34 35～39 40～44 45～49







0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20
医学
25～29 30～34 35～39 40～44 45～49







0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20
農学
25～29 30～34 35～39 40～44 45～49
50～54 55～59 60～64 65～69 全年齢
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第 1-4-48 図は回答者（45 歳以上 65 歳未満）の年間の平均移動回数と最近 3 年間の論文生
産（英語論文）との関係を図示したものである。1 点が一人の研究者に対応している。分野別に見る
と、医学系において、移動回数と論文生産の広がりが大きいことがわかる。また、全体に移動回数
が極端に多い層では論文生産はむしろ大きくなく、平均移動回数が 0 以上 0.1 未満、すなわち 10
年に１回程度移動する層での生産性が高い傾向があることが示唆される。 
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第 1-4-53、第 1-4-54 図は出身の学部を基準とした自校出身タイプと最近 3 年間の論文数との
関係を示したものである。自校タイプ間の差を見ると、日本語、英語論文とも 45～54 歳の年齢層の
自校 I 型、自校 III 型の生産性が自校 II 型や他校 I 型に比較して大きいことがわかる。自校 I 型と
は出身大学から全く移動せずに現所属大学の研究者となった者、自校 III 型とは、現所属大学で
学士を取得後、移動して出身大学に戻ってきた者である。類似した傾向は年齢層が 55～64 歳に













































































ては調査票Ⅰ、Ⅱの一部を送付した。調査票は、Microsoft Excel 形式で 3 つの調査用シートから
構成されている。それぞれのシートは職階ごとに下記の項目について調査している。 
 
































第 2-2-1 表 調査対象組織 
機関形態 米国 欧州 日本







MRC 分子生物学研究所( Medical Research
Council、英) 基礎生物学研究所　他
環境・エネルギー 環境（気候変動） 公的機関 NCAR地球観測研究所 マックスプランク気象研究所（独、ハンブルク） 海洋研究開発機構（総定員：300）
新エネルギー技術 公的機関 米国再生エネルギー研究所（NREL） エネルギー技術研究所（英）（半官半民出資） 産業技術研究所エネルギー技術研究部門
情報通信 大学　 カリフォルニア大学バークレイ　計算機科学科 ロンドンカレッジ大学　計算機科学科（英）
東京大学生産技術研究所情報・エレクトロニ
クス系部門




基礎・融合領域 物理学を中心とした融合 大学　 JILA（コロラド大学とNISTの共同運営） ケンブリッジ大学キャベンディッシュ研究所 京都大学基礎物理学研究所　他
加速器分野 公的機関 フェルミ国立加速器研究所 欧州原子核研究機構（CERN、スイス） 高エネルギー加速器研究機構





















第 2-2-2 表 基礎生物学分野の調査対象機関の概要 
機関名称 MRC 分子生物学研究所 自然科学研究機構　基礎生物学研究所

















　Fred Sanger, Max Perutz, John Kendrew, Francis Crick, Jim
Watson, Fred Sanger,Aaron Klug, Georges Köhler, César Milstein,
John Walker, Sydney Brenner, John　Sulston, Robert Horvitz
Louis Jeantet　医学賞（2007）：
Venki Ramakrishnan










第 2-2-3 表 ナノテクノロジー・材料分野の調査対象機関の概要 





機関名称（英語） University of Washington MaterialsScience and Engineering
Tokyo Institute of Technology
Chemical Resources Laboratory
The Center for Nanoscale Science
and Technology , National Institute of
Standards and Technology
Max Planck Institute of Colloids and
Interfaces
The Center for Nanoscale Science
and Technology , National Institute of
Standards and Technology







設立 1893年（鉱山学科として設立) 1939年 - 1992年 -




























予算規模 州の資金の他に$3.5million 1,207百万円 （2006年度、人件費除く） - - -
主要科学賞の受賞者
Alex K-Y. Jen, Current Chair
Faculty of Research Innovator Award,
College of Engineering, University of
Washington, 2007



























・Asian Excellent Young Researcher
Lectureship Award, 2008
・2007 International Thermal Spray
Conference Best Paper Award
 
資料編 




第 2-2-4 表 物理学融合領域の比較対象機関の概要 
機関名称 JILA(The Joint Institute for Laboratory Astrophysics)（コロラド大学・NIST共同研究所） 京都大学　化学研究所 京都大学　基礎物理学研究所
機関名称（英語） The Joint Institute for Laboratory Astrophysics Institute for Chemical Research, Kyoto University Yukawa Institute for Theoretical Physics
URL http://jilawww.colorado.edu/ http://www.kuicr.kyoto-u.ac.jp/index_J.html http://www.yukawa.kyoto-u.ac.jp/
設立 1962年 1926年 1957年






















2001 - Physics, Carl E. Wieman
2001 - Physics, Eric A. Cornell
2005 - Physics, John L. Hall
2008年








第 2-2-5 表 加速器物理学分野の比較対象機関の概要 
機関名称 フェルミ国立加速器研究機構 高エネルギー加速器研究機構（KEK）
機関名称（英語） Fermi National Accelerator Laboratory HIGH ENERGY ACCELERATOR RESEARCH ORGANIZATION,KEK
URL http://www.fnal.gov/ http://www.kek.jp/ja/index.html
設立 1968年（線形加速器竣工）  2004年（1955年　東京大学原子核研究所）
組織形態 国立 大学共同利用機関法人
主な研究内容 アメリカ合衆国イリノイ州シカゴ近郊にある国立の高エネルギー物理学研究所 高エネルギー物理学・加速器科学・物質構造科学などの総合研究
人員 1,900名（科学者、工学者、計算機技師 900名を含む）、客員研究員 2,300名 教員369人、研究技術職員160人、事務職員等153人
予算規模 総予算3.44億ドル（2007年) 270億円(H18年度)










  大学は『教授』『准教授』『講師と助教』『助手とポストドクター』の 4 区分、大学以外の研究機関
は、『部長、室長クラス』『グループリーダークラス』『主任研究員クラス』『研究員クラスとポストドクタ
ー』の 4 区分で研究本務者の職階別のシェアを整理したのが第 2-3-1 表である。 
  組織により職階構成が異なっている。全体的に海外有力組織では、ポストドクター、助手、研究
員クラスの占める割合が日本組織より多い。 
第 2-3-1 表 研究本務者の職階別のシェア 









MRC 分子生物学研究所 206 4.9% 16.5% 6.3% 72.3%
自然科学研究機構基礎生物学研究所 112 9.8% 10.7% 24.1% 53.6%
ワシントン大学材料科学工学科 32 28.1% 6.3% 12.5% 53.1%
東京工業大学資源化学研究所 48 25.0% 27.1% 47.9% 0.0%
NIST（国立標準技術研究所）
ナノスケール科学研究センター 25 8.0% 12.0% 36.0% 44.0%
マックスプランク　コロイド・界面研究所（ポツダム） 179 3.4% 2.2% 16.8% 78.2%
物質･材料研究機構ナノテクノロジー基盤領域 131 3.1% 8.4% 54.2% 34.4%
JILA（コロラド大学とNISTの共同運営） 176 - - - -
京都大学　化学研究所 101 24.8% 24.8% 42.6% 5.9%
京都大学　基礎物理学研究所 25 32.0% 36.0% 24.0% 4.0%
フェルミ国立加速器研究所 342 56.7% 13.2% 6.7% 23.4%













  各研究組織の研究本務者に占める男女構成を整理したのが第 2-3-2 表である。マックスプラン
クコロイド界面研究所では 36.3%、MRC 分子生物学研究所では 34.0%である。一方日本の研究組
織では、自然科学研究機構生物学研究所で 20.5%と高いものの、他の組織では分野の違いも大き
いものの、10%程度である。 
第 2-3-2 表 研究本務者の男女別内訳 
本務研究者
総数 女性数 女性割合
MRC 分子生物学研究所 206 70 34.0%
自然科学研究機構基礎生物学研究所 112 23 20.5%
ワシントン大学材料科学工学科 32 7 21.9%
東京工業大学資源化学研究所 48 3 6.3%
NIST（国立標準技術研究所）
ナノスケール科学研究センター 25 - -
マックスプランク　コロイド・界面研究所（ポツダム） 179 65 36.3%
物質･材料研究機構ナノテクノロジー基盤領域 131 11 8.4%
JILA（コロラド大学とNISTの共同運営） 176 36 20.5%
京都大学　化学研究所 101 7 6.9%
京都大学　基礎物理学研究所 25 3 12.0%
フェルミ国立加速器研究所 342 40 11.7%


































MRC 分子生物学研究所 206 117 56.8% 20.5% 6.0% 9.4% 53.8% 16.2%
自然科学研究機構基礎生物学研究所 112 4 3.6% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
ワシントン大学材料科学工学科 32 25 78.1% 88.0% 0.0% 0.0% 8.0% 4.0%
東京工業大学資源化学研究所 48 0 0.0% - - - - -
NIST（国立標準技術研究所）
ナノスケール科学研究センター 25 25 100.0% 8.0% 0.0% 76.0% 8.0% 8.0%
マックスプランク　コロイド・界面研究所（ポツダム） 179 137 76.5% 32.8% 2.2% 3.6% 57.7% 5.8%
物質･材料研究機構ナノテクノロジー基盤領域 131 16 12.2% 75.0% 0.0% 0.0% 12.5% 12.5%
JILA（コロラド大学とNISTの共同運営） 176 57 32.4% - - - - -
京都大学　化学研究所 101 2 2.0% 50.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0%
京都大学　基礎物理学研究所 25 0 0.0% - - - - -
フェルミ国立加速器研究所 342 114 33.3% 26.3% 4.4% 3.5% 47.4% 22.8%











(4) 研究本務者に占める 40 歳未満の割合 
  各研究組織の研究本務者に占める 40 歳未満の割合を整理したのが第 2-3-4 表である。分野
に異なるものの、表においては海外有力組織と日本の組織で大きな差異は見られない。 
 





MRC 分子生物学研究所 206 127 61.7%
自然科学研究機構基礎生物学研究所 112 71 63.4%
ワシントン大学材料科学工学科 32 20 62.5%
東京工業大学資源化学研究所 48 27 56.3%
NIST（国立標準技術研究所）
ナノスケール科学研究センター 25 16 64.0%
マックスプランク　コロイド・界面研究所（ポツダム） 179 155 86.6%
物質･材料研究機構ナノテクノロジー基盤領域 131 59 45.0%
JILA（コロラド大学とNISTの共同運営） 176 - -
京都大学　化学研究所 101 14 13.9%
京都大学　基礎物理学研究所 25 3 12.0%
フェルミ国立加速器研究所 342 98 28.7%










  各研究組織の研究本務者に占める招聘研究者7(Guest Researcher）の割合とそのうちの外国
                                              
7 「過去 1 年間において自機関以外で本務を持ち、ある研究業務に携わるために招聘された研究者」として回答を
依頼した。 
資料編 




















MRC 分子生物学研究所 206 75 36.4% 41 54.7%
自然科学研究機構基礎生物学研究所 112 10 8.9% 4 40.0%
ワシントン大学材料科学工学科 32 7 21.9% 7 100.0%
東京工業大学資源化学研究所 48 0 0.0% - -
NIST（国立標準技術研究所）
ナノスケール科学研究センター 25 22 88.0% 13 59.1%
マックスプランク　コロイド・界面研究所（ポツダム） 179 70 39.1% 30 42.9%
物質･材料研究機構ナノテクノロジー基盤領域 131 112 85.5% 28 25.0%
JILA（コロラド大学とNISTの共同運営） 176 8 4.5% - -
京都大学　化学研究所 101 0 0.0% - -
京都大学　基礎物理学研究所 25 1 4.0% 1 100.0%
フェルミ国立加速器研究所 342 751 219.6% 474 63.1%











  各研究組織の研究本務者に占める技術者（Technician）、研究補助者（Assistant research 





























MRC 分子生物学研究所 206 53 25.7% - - 49 23.8% 102 49.5%
自然科学研究機構基礎生物学研究所 112 0 0.0% 62 55.4% 10 8.9% 72 64.3%
ワシントン大学材料科学工学科 32 1 3.1% 2 6.3% 9 28.1% 12 37.5%
東京工業大学資源化学研究所 48 5 10.4% 0 0.0% 0 0.0% 5 10.4%
NIST（国立標準技術研究所）
ナノスケール科学研究センター 25 9 36.0% 0 0.0% 10 40.0% 19 76.0%
マックスプランク　コロイド・界面研究所（ポツダム） 179 40 22.3% 10 5.6% 10 5.6% 60 33.5%
物質･材料研究機構ナノテクノロジー基盤領域 131 0 0.0% 6 4.6% 5 3.8% 11 8.4%
JILA（コロラド大学とNISTの共同運営） 176 - - - - - - - -
京都大学　化学研究所 101 8 7.9% 0 0.0% 49 48.5% 57 56.4%
京都大学　基礎物理学研究所 25 1 4.0% 0 0.0% 8 32.0% 9 36.0%
フェルミ国立加速器研究所 342 506 148.0% 428 125.1% 90 26.3% 1024 299.4%














第 2 章 基礎研究を行う研究機関の人材に関する調査 
2.優れた研究人材の確保と支援状況について 
2-117 







MRC 分子生物学研究所 206 62 30.1% 54 26.2%
自然科学研究機構基礎生物学研究所 112 24 21.4% 32 28.6%
ワシントン大学材料科学工学科 32 7 21.9% 10 31.3%
東京工業大学資源化学研究所 48 3 6.3% 7 14.6%
NIST（国立標準技術研究所）
ナノスケール科学研究センター 25 4 16.0% 2 8.0%
マックスプランク　コロイド・界面研究所（ポツダム） 179 58 32.4% 56 31.3%
物質･材料研究機構ナノテクノロジー基盤領域 131 18 13.7% 13 9.9%
JILA（コロラド大学とNISTの共同運営） 176 - - - -
京都大学　化学研究所 101 11 10.9% 15 14.9%
京都大学　基礎物理学研究所 25 4 16.0% 1 4.0%
フェルミ国立加速器研究所 342 30 8.8% 39 11.4%











  ここでは、回答のあった以下の 7 つの海外組織について研究人材の確保などの状況に関して
整理する。 
i. Department of Pathology and Immunology at Washington University School of Medicine
（免疫学、アメリカ） 
ii. Medical Research Council Laboratory of Molecular Biology（分子生物学、イギリス） 
iii. Center for Nanoscale Science and Technology at NIST（ナノテクノロジー、アメリカ） 
iv. Max Planck Institute of Colloids and Interfaces（ナノテクノロジー、ドイツ） 
v. Materials Science and Engineering at University of Washington（材料科学、アメリカ） 
vi. Fermi National Accelerator Laboratory （加速器、アメリカ） 













































高い給与の提示 ○ ○ ○ 42.9%
充実した研究スペースの提示 ○ ○ ○ 42.9%
支援人材の充当 ○ ○ ○ ○ 57.1%

























































発表論文数 ○ ○ ○ ○ 57.1%
論文の被引用数 ○ ○ 28.6%
特許の出願数 0.0%
競争的資金の獲得実績 ○ ○ 28.6%
研究コミュニティにおける知名度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 85.7%
一般社会における知名度 0.0%






















































発表論文数 ○ ○ ○ ○ ○ 71.4%
論文の被引用数 ○ ○ 28.6%
特許の出願数 0.0%
競争的資金の獲得実績 ○ ○ ○ ○ 57.1%




















































発表論文数 ○ ○ ○ ○ ○ 71.4%
論文の被引用数 ○ ○ ○ 42.9%
特許の出願数 0.0%
競争的資金の獲得実績 ○ ○ 28.6%
研究コミュニティにおける知名度 ○ ○ ○ 42.9%
一般社会における知名度 ○ 14.3%























































研究コミュニティにおける知名度 ○ ○ 28.6%
一般社会における知名度 ○ 14.3%




































  大半の組織において、民間企業との間の研究者交流についてはあまり活発でない状況である。 
 







































































か（昨年1年間） × × ○ ○ × × × 28.6%
部長・室長・教授クラス 4-6人 -
グループリーダー・准教授クラス 2-3人 2-3人 -
主任研究金・助教クラス 2-3人 1人 -


















































優れた人材を確保できた ○ ○ ○ 42.9%
現在所属する研究人材のやる気
を引き出せた ○ ○ ○ ○ ○ 71.4%
新しい研究分野を開拓できた ○ ○ ○ ○ ○ ○ 85.7%
新しい文化を取り入れることがで








































優れた人材を失った ○ ○ ○ ○ 57.1%
































































  調査対象としたデータベースはトムソン・ロイター サイエンティフィック社より提供された分野別
被引用数上位 1%の論文著者、所属機関（国）、発表年データである。 
• 分析対象期間 
  対象期間は 2001 年から 2005 年の５ヵ年である。 
• 分析対象国 





  トムソン・ロイター サイエンティフィック社が定義する 22 分野を利用した。ただし、報告に際して
は見易さと理解のしやすさを考慮し、第 3-2-1 表のように 22 分野を 8 分野に集約している8。 
 

















                                              
8 分野の集約方法については、文部科学省科学技術政策研究所 「調査資料 158 世界の研究活動の動的変
化とそれを踏まえた我が国の科学研究のベンチマーキング」を参考とした。 
資料編 

















• 上記①～③はトムソン・ロイター サイエンティフィック社の 22 分野それぞれ個別に行った。 























                                              
9 トムソン・ロイター サイエンティフィック社 Science Citation Index 2001-2005 年 
資料編 
第 3 章 世界クラス人材の存在状況調査 
1.調査方法 
2-125 
第 3-2-2 表 トップ 1%論文著者の所属国判別結果 
2001 2002 2003 2004 2005 2001-2005
トップ1%論文数 7,891 8,244 8,645 9,674 9,705 44,159
うち単一国 5,772 5,954 6,168 6,723 6,620 31,237
うち複数国 2,119 2,290 2,477 2,951 3,085 12,922
所属国判別数(第1著者) 7,627 7,977 8,363 9,284 9,208 42,459
うち単一国 5,772 5,954 6,168 6,723 6,620 31,237
うち複数国 1,855 2,023 2,195 2,561 2,588 11,222
判別率（全体） 96.7% 96.8% 96.7% 96.0% 94.9% 96.2%
判別率（単一） 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
判別率（複数国） 87.5% 88.3% 88.6% 86.8% 83.9% 86.8%
所属国判別数(最終著者) 7,650 7,995 8,407 9,343 9,306 42,701
うち単一国 5,772 5,954 6,168 6,723 6,620 31,237
うち複数国 1,878 2,041 2,239 2,620 2,686 11,464
判別率（全体） 96.9% 97.0% 97.2% 96.6% 95.9% 96.7%
判別率（単一） 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%














な観点からも、KAKEN を用いることが適しており、本調査では KAKEN を日本姓の判断材料として
活用することとした。利用したデータは 1983 年から 2006 年の研究成果報告書概要(欧文)97,356
件に対する課題代表研究者の姓 11,239 種である。 
第 3-2-3 図は KAKEN における頻度別の姓の種類を表したものである。頻度 1 から 5 について
は見易さのためにスケールを小さくしている。図からわかるように頻度が小さいほど姓の種類が多く
なっている。頻度１、すなわち KAKEN の中で 1 回のみ出現する姓が約 4,800 種存在する。 
                                              
10 “Saijo”と”Saijou”、”Goto”と”Gotoh”など。 
資料編 
第 3 章 世界クラス人材の存在状況調査 
1.調査方法 
2-126 


















































































































  具体的には頻度が 3 以上のものを対象とし、頻度 2 以下の姓 6,656 種を除外した。これは全体
11,239 種の約 6 割を占めるが、頻度の合計は 8,508 件であり、延べ件数 97,356 件に占める割合
は約 8.7%である。 
（b） 海外姓の判別 




• 特定の子音を含むもの(l, q. v, x) 
• 末尾が子音のもの(n, h, y 以外) 










  各分野のトップ 1%論文著者を日本姓とそれ以外の姓別・所属機関の国内海外別に集計し、
2001 年から 2005 年の各年および 2001～2005 年合計で整理した結果を第 3-2-4 表に示す。 
 
第 3-2-4 表 分野別トップ 1%論文著者数（日本姓・海外姓、国内・海外所属別、2001～2004 年） 
国内 海外 国内 海外
物理学 日本姓 47 11 87.0% 1.8%
海外姓 7 589 13.0% 98.2%
計 54 600 100.0% 100.0%
計算機科学・数学 日本姓 6 1 100.0% 0.3%
海外姓 0 344 0.0% 99.7%
計 6 345 100.0% 100.0%
環境・地球科学 日本姓 3 3 75.0% 1.1%
海外姓 1 270 25.0% 98.9%
計 4 273 100.0% 100.0%
臨床医学 日本姓 33 8 94.3% 0.6%
海外姓 2 1,360 5.7% 99.4%
計 35 1,368 100.0% 100.0%
生物学 日本姓 65 16 100.0% 1.2%
海外姓 0 1,295 0.0% 98.8%
計 65 1,311 100.0% 100.0%
化学 日本姓 53 6 94.6% 0.9%
海外姓 3 668 5.4% 99.1%
計 56 674 100.0% 100.0%
工学 日本姓 27 3 96.4% 0.5%
海外姓 1 548 3.6% 99.5%
計 28 551 100.0% 100.0%
材料科学 日本姓 30 2 100.0% 0.7%
海外姓 0 277 0.0% 99.3%
計 30 279 100.0% 100.0%
全体 日本姓 264 50 95.0% 0.9%
海外姓 14 5,351 5.0% 99.1%








国内 海外 国内 海外
物理学 日本姓 43 10 91.5% 1.5%
海外姓 4 640 8.5% 98.5%
計 47 650 100.0% 100.0%
計算機科学・数学 日本姓 5 2 100.0% 0.6%
海外姓 0 344 0.0% 99.4%
計 5 346 100.0% 100.0%
環境・地球科学 日本姓 5 2 83.3% 0.6%
海外姓 1 319 16.7% 99.4%
計 6 321 100.0% 100.0%
臨床医学 日本姓 37 9 94.9% 0.7%
海外姓 2 1,350 5.1% 99.3%
計 39 1,359 100.0% 100.0%
生物学 日本姓 55 9 100.0% 0.6%
海外姓 0 1,414 0.0% 99.4%
計 55 1,423 100.0% 100.0%
化学 日本姓 56 5 93.3% 0.8%
海外姓 4 610 6.7% 99.2%
計 60 615 100.0% 100.0%
工学 日本姓 26 9 89.7% 1.5%
海外姓 3 591 10.3% 98.5%
計 29 600 100.0% 100.0%
材料科学 日本姓 23 2 95.8% 0.7%
海外姓 1 273 4.2% 99.3%
計 24 275 100.0% 100.0%
全体 日本姓 250 48 94.3% 0.9%
海外姓 15 5,541 5.7% 99.1%









国内 海外 国内 海外
物理学 日本姓 56 10 90.3% 1.6%
海外姓 6 615 9.7% 98.4%
計 62 625 100.0% 100.0%
計算機科学・数学 日本姓 9 4 100.0% 0.9%
海外姓 0 423 0.0% 99.1%
計 9 427 100.0% 100.0%
環境・地球科学 日本姓 5 2 100.0% 0.6%
海外姓 0 334 0.0% 99.4%
計 5 336 100.0% 100.0%
臨床医学 日本姓 28 16 93.3% 1.1%
海外姓 2 1,401 6.7% 98.9%
計 30 1,417 100.0% 100.0%
生物学 日本姓 66 12 100.0% 0.8%
海外姓 0 1,462 0.0% 99.2%
計 66 1,474 100.0% 100.0%
化学 日本姓 66 6 100.0% 0.8%
海外姓 0 713 0.0% 99.2%
計 66 719 100.0% 100.0%
工学 日本姓 32 5 91.4% 0.8%
海外姓 3 608 8.6% 99.2%
計 35 613 100.0% 100.0%
材料科学 日本姓 15 1 88.2% 0.3%
海外姓 2 287 11.8% 99.7%
計 17 288 100.0% 100.0%
全体 日本姓 277 56 95.5% 0.9%
海外姓 13 5,843 4.5% 99.1%








国内 海外 国内 海外
物理学 日本姓 35 13 85.4% 1.8%
海外姓 6 723 14.6% 98.2%
計 41 736 100.0% 100.0%
計算機科学・数学 日本姓 13 7 100.0% 1.2%
海外姓 0 574 0.0% 98.8%
計 13 581 100.0% 100.0%
環境・地球科学 日本姓 3 2 100.0% 0.5%
海外姓 0 377 0.0% 99.5%
計 3 379 100.0% 100.0%
臨床医学 日本姓 40 10 95.2% 0.6%
海外姓 2 1,632 4.8% 99.4%
計 42 1,642 100.0% 100.0%
生物学 日本姓 61 18 98.4% 1.1%
海外姓 1 1,622 1.6% 98.9%
計 62 1,640 100.0% 100.0%
化学 日本姓 61 3 95.3% 0.4%
海外姓 3 822 4.7% 99.6%
計 64 825 100.0% 100.0%
工学 日本姓 33 7 97.1% 1.0%
海外姓 1 666 2.9% 99.0%
計 34 673 100.0% 100.0%
材料科学 日本姓 32 2 88.9% 0.6%
海外姓 4 352 11.1% 99.4%
計 36 354 100.0% 100.0%
全体 日本姓 278 62 94.2% 0.9%
海外姓 17 6,768 5.8% 99.1%
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第 3-2-5 表 分野別トップ 1%論文著者数（日本姓・海外姓、国内・海外所属別、2005 年、2001～2005 年計） 
 
国内 海外 国内 海外
物理学 日本姓 50 16 96.2% 2.2%
海外姓 2 716 3.8% 97.8%
計 52 732 100.0% 100.0%
計算機科学・数学 日本姓 11 6 84.6% 1.1%
海外姓 2 525 15.4% 98.9%
計 13 531 100.0% 100.0%
環境・地球科学 日本姓 7 3 100.0% 0.8%
海外姓 0 377 0.0% 99.2%
計 7 380 100.0% 100.0%
臨床医学 日本姓 38 7 95.0% 0.4%
海外姓 2 1,727 5.0% 99.6%
計 40 1,734 100.0% 100.0%
生物学 日本姓 85 9 98.8% 0.5%
海外姓 1 1,752 1.2% 99.5%
計 86 1,761 100.0% 100.0%
化学 日本姓 50 8 94.3% 1.0%
海外姓 3 795 5.7% 99.0%
計 53 803 100.0% 100.0%
工学 日本姓 31 10 93.9% 1.5%
海外姓 2 653 6.1% 98.5%
計 33 663 100.0% 100.0%
材料科学 日本姓 31 6 91.2% 1.8%
海外姓 3 332 8.8% 98.2%
計 34 338 100.0% 100.0%
全体 日本姓 303 65 95.3% 0.9%
海外姓 15 6,877 4.7% 99.1%








国内 海外 国内 海外
物理学 日本姓 231 60 90.2% 1.8%
海外姓 25 3,283 9.8% 98.2%
計 256 3,343 100.0% 100.0%
計算機科学・数学 日本姓 44 20 95.7% 0.9%
海外姓 2 2,210 4.3% 99.1%
計 46 2,230 100.0% 100.0%
環境・地球科学 日本姓 23 12 92.0% 0.7%
海外姓 2 1,677 8.0% 99.3%
計 25 1,689 100.0% 100.0%
臨床医学 日本姓 176 50 94.6% 0.7%
海外姓 10 7,470 5.4% 99.3%
計 186 7,520 100.0% 100.0%
生物学 日本姓 332 64 99.4% 0.8%
海外姓 2 7,545 0.6% 99.2%
計 334 7,609 100.0% 100.0%
化学 日本姓 286 28 95.7% 0.8%
海外姓 13 3,608 4.3% 99.2%
計 299 3,636 100.0% 100.0%
工学 日本姓 149 34 93.7% 1.1%
海外姓 10 3,066 6.3% 98.9%
計 159 3,100 100.0% 100.0%
材料科学 日本姓 131 13 92.9% 0.8%
海外姓 10 1,521 7.1% 99.2%
計 141 1,534 100.0% 100.0%
全体 日本姓 1,372 281 94.9% 0.9%
海外姓 74 30,380 5.1% 99.1%










  各分野のトップ 1%論文著者（第一著者、最終著者）の所属機関国別シェアを論文数と著者数
にそれぞれについて、2001 年から 2005 年の各年および 2001～2005 年合計を分析対象国別に集
計し、整理した結果を示す。これらの分析結果については、第一部本編 4 章に記載する。 
 
第 3-2-6 表 分野別トップ 1%論文シェア、著者数シェア 
化学 
論文シェア(第1著者国) 論文シェア(最終著者国)
2001 2002 2003 2004 2005 2001-2005 2001 2002 2003 2004 2005 2001-2005
米国 46.1% 47.8% 43.9% 45.2% 41.6% 44.8% 米国 47.1% 48.5% 44.9% 46.0% 42.5% 45.6%
英国 5.5% 4.9% 4.8% 4.1% 4.6% 4.7% 英国 5.4% 4.9% 5.0% 4.8% 4.7% 4.9%
ドイツ 8.8% 8.1% 9.2% 8.2% 9.4% 8.8% ドイツ 9.0% 8.7% 9.7% 8.1% 9.5% 9.0%
フランス 3.2% 3.3% 3.6% 3.0% 3.2% 3.2% フランス 3.5% 3.5% 3.8% 2.9% 3.0% 3.3%
中国 0.8% 0.8% 0.7% 0.9% 0.8% 0.8% 中国 0.5% 0.6% 0.4% 0.5% 0.7% 0.5%
日本 7.9% 8.7% 7.6% 6.4% 6.6% 7.4% 日本 7.7% 8.6% 7.9% 6.9% 6.5% 7.4%
その他 27.7% 26.3% 30.2% 32.1% 33.8% 30.3% その他 26.9% 25.1% 28.3% 30.9% 33.2% 29.2%
第1著者数シェア 最終著者数シェア
2001 2002 2003 2004 2005 2001-2005 2001 2002 2003 2004 2005 2001-2005
米国 46.0% 47.9% 43.8% 45.4% 41.8% 44.8% 米国 43.0% 45.2% 40.9% 43.6% 39.3% 42.3%
英国 5.8% 4.9% 4.7% 4.4% 4.9% 4.9% 英国 5.9% 5.5% 5.5% 5.7% 5.4% 5.6%
ドイツ 8.6% 8.4% 9.7% 8.5% 8.4% 8.7% ドイツ 9.9% 9.2% 10.8% 9.0% 10.0% 9.8%
フランス 3.3% 3.6% 3.9% 3.2% 3.4% 3.5% フランス 4.0% 3.9% 4.3% 3.3% 3.6% 3.8%
中国 0.9% 0.9% 0.8% 0.9% 0.9% 0.9% 中国 0.5% 0.7% 0.5% 0.4% 0.8% 0.6%
日本 7.5% 8.4% 7.3% 6.9% 6.9% 7.3% 日本 7.7% 8.9% 8.4% 7.2% 6.2% 7.6%
その他 27.9% 25.9% 29.8% 30.7% 33.7% 29.8% その他 29.0% 26.7% 29.6% 30.7% 34.7% 30.3%
2001 2002 2003 2004 2005 2001-2005
総論文数 856 824 947 1,094 1,067 4,788
第1著者数 789 758 852 991 962 4,352
最終著者数 730 675 785 889 856 3,935  
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2001 2002 2003 2004 2005 2001-2005 2001 2002 2003 2004 2005 2001-2005
米国 41.7% 41.0% 42.1% 35.6% 35.5% 38.8% 米国 43.4% 41.8% 43.5% 37.8% 35.9% 40.2%
英国 5.7% 8.3% 4.5% 5.6% 3.5% 5.4% 英国 5.4% 8.6% 5.1% 4.7% 3.7% 5.4%
ドイツ 10.9% 7.4% 9.6% 9.2% 7.4% 8.9% ドイツ 10.3% 8.9% 9.6% 10.6% 8.5% 9.6%
フランス 3.7% 2.9% 5.1% 2.5% 4.4% 3.7% フランス 4.3% 3.2% 5.1% 2.9% 3.9% 3.8%
中国 0.6% 2.3% 1.7% 1.4% 2.1% 1.6% 中国 0.6% 1.4% 1.1% 1.1% 1.8% 1.2%
日本 9.4% 7.7% 5.1% 8.8% 8.5% 8.0% 日本 8.9% 7.4% 5.4% 8.6% 8.3% 7.8%
その他 28.0% 30.4% 31.9% 36.9% 38.7% 33.6% その他 27.1% 28.7% 30.2% 34.2% 37.8% 32.0%
第1著者数シェア 最終著者数シェア
2001 2002 2003 2004 2005 2001-2005 2001 2002 2003 2004 2005 2001-2005
米国 42.6% 40.7% 41.0% 36.0% 36.1% 39.0% 米国 43.0% 40.8% 42.6% 37.7% 33.6% 39.2%
英国 6.0% 8.6% 4.9% 5.8% 3.5% 5.7% 英国 5.5% 8.4% 5.2% 4.4% 4.0% 5.4%
ドイツ 10.1% 8.0% 10.4% 9.7% 7.3% 9.0% ドイツ 9.7% 8.4% 9.2% 10.3% 8.3% 9.2%
フランス 2.8% 3.1% 5.2% 2.4% 4.5% 3.6% フランス 3.9% 3.3% 5.6% 2.8% 4.6% 4.0%
中国 0.6% 2.4% 1.8% 1.2% 2.3% 1.7% 中国 0.6% 1.3% 1.3% 1.0% 2.2% 1.3%
日本 9.8% 7.6% 4.9% 9.0% 9.3% 8.2% 日本 9.7% 8.0% 5.6% 9.2% 9.1% 8.4%
その他 28.1% 29.7% 31.8% 35.8% 37.1% 32.8% その他 27.5% 29.8% 30.5% 34.6% 38.2% 32.5%
2001 2002 2003 2004 2005 2001-2005
総論文数 350 349 354 444 434 1,931
第1著者数 317 327 327 411 399 1,781




2001 2002 2003 2004 2005 2001-2005 2001 2002 2003 2004 2005 2001-2005
米国 48.2% 42.8% 46.1% 41.5% 37.7% 43.0% 米国 48.1% 41.0% 45.3% 44.3% 38.0% 43.1%
英国 5.0% 5.8% 3.8% 5.8% 6.2% 5.4% 英国 4.4% 6.3% 5.7% 4.9% 5.9% 5.5%
ドイツ 9.2% 10.5% 8.0% 7.1% 10.0% 8.9% ドイツ 8.9% 10.8% 7.2% 8.8% 10.7% 9.3%
フランス 4.6% 3.2% 4.7% 4.4% 4.2% 4.2% フランス 4.6% 2.5% 4.7% 3.5% 4.9% 4.0%
中国 0.3% 1.0% 0.7% 1.2% 1.5% 0.9% 中国 0.4% 1.6% 1.7% 1.7% 1.8% 1.5%
日本 8.2% 5.8% 9.0% 6.2% 6.6% 7.1% 日本 9.0% 6.8% 8.4% 5.2% 6.5% 7.1%
その他 24.4% 30.9% 27.7% 33.9% 33.8% 30.4% その他 24.6% 31.0% 27.1% 31.6% 32.3% 29.5%
第1著者数シェア 最終著者数シェア
2001 2002 2003 2004 2005 2001-2005 2001 2002 2003 2004 2005 2001-2005
米国 48.2% 43.0% 45.6% 41.3% 36.8% 42.7% 米国 46.9% 40.5% 45.1% 43.9% 38.6% 42.9%
英国 5.4% 6.0% 4.2% 5.4% 5.7% 5.4% 英国 4.7% 6.5% 6.7% 5.3% 5.9% 5.8%
ドイツ 9.4% 11.0% 7.6% 7.3% 10.7% 9.2% ドイツ 9.6% 11.9% 7.9% 8.8% 11.5% 9.9%
フランス 4.6% 3.1% 4.5% 4.4% 3.9% 4.1% フランス 5.2% 2.9% 4.8% 3.7% 5.1% 4.3%
中国 0.3% 1.1% 0.7% 0.9% 1.5% 0.9% 中国 0.3% 1.1% 0.9% 1.0% 1.3% 0.9%
日本 8.3% 5.8% 9.0% 6.1% 7.1% 7.2% 日本 8.3% 6.7% 9.0% 5.3% 6.6% 7.1%
その他 23.8% 30.1% 28.4% 34.5% 34.2% 30.5% その他 24.9% 30.4% 25.6% 32.0% 31.0% 29.0%
2001 2002 2003 2004 2005 2001-2005
総論文数 753 825 835 955 948 4,316
第1著者数 689 745 735 849 844 3,862




2001 2002 2003 2004 2005 2001-2005 2001 2002 2003 2004 2005 2001-2005
米国 50.3% 48.1% 50.9% 47.3% 41.1% 47.1% 米国 52.7% 52.1% 52.8% 49.2% 41.1% 48.9%
英国 8.1% 7.0% 5.8% 4.4% 5.4% 5.9% 英国 8.6% 7.2% 5.0% 4.2% 5.2% 5.7%
ドイツ 6.5% 2.9% 4.3% 5.5% 6.7% 5.3% ドイツ 5.9% 2.1% 5.0% 5.8% 5.7% 5.1%
フランス 4.9% 6.7% 6.3% 5.3% 5.2% 5.6% フランス 4.9% 5.9% 6.1% 5.7% 4.7% 5.4%
中国 1.4% 1.6% 0.6% 1.1% 1.4% 1.2% 中国 0.8% 2.1% 1.9% 0.9% 1.2% 1.4%
日本 1.9% 1.3% 1.9% 1.7% 2.4% 1.9% 日本 1.6% 1.3% 1.9% 2.2% 2.2% 1.9%
その他 27.0% 32.4% 30.1% 34.6% 37.8% 33.0% その他 25.4% 29.1% 27.3% 31.9% 39.9% 31.5%
第1著者数シェア 最終著者数シェア
2001 2002 2003 2004 2005 2001-2005 2001 2002 2003 2004 2005 2001-2005
米国 49.4% 47.9% 50.5% 45.9% 40.9% 46.4% 米国 52.1% 50.4% 51.4% 48.0% 40.6% 47.9%
英国 8.4% 6.9% 5.9% 4.6% 5.6% 6.0% 英国 8.8% 7.7% 5.0% 4.4% 5.5% 6.0%
ドイツ 6.7% 3.0% 4.3% 5.7% 6.6% 5.4% ドイツ 5.7% 2.3% 5.0% 5.7% 5.7% 5.1%
フランス 5.1% 6.9% 6.5% 5.6% 5.4% 5.8% フランス 5.1% 6.0% 6.4% 6.1% 4.8% 5.7%
中国 1.4% 1.7% 0.7% 1.1% 1.3% 1.2% 中国 0.9% 2.3% 2.1% 1.0% 1.3% 1.4%
日本 2.0% 1.4% 2.0% 1.8% 2.5% 2.0% 日本 1.7% 1.4% 2.1% 2.2% 2.4% 2.0%
その他 27.0% 32.1% 30.2% 35.2% 37.8% 33.1% その他 25.6% 29.9% 28.0% 32.7% 39.7% 31.9%
2001 2002 2003 2004 2005 2001-2005
総論文数 370 374 462 636 579 2,421
第1著者数 356 361 444 610 558 2,329
最終著者数 351 351 436 594 544 2,276  
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2001 2002 2003 2004 2005 2001-2005 2001 2002 2003 2004 2005 2001-2005
米国 43.6% 45.0% 39.1% 37.5% 31.3% 39.0% 米国 44.7% 45.6% 40.0% 38.3% 31.6% 39.7%
英国 5.3% 3.9% 4.4% 4.6% 5.1% 4.7% 英国 5.0% 4.4% 4.0% 5.9% 6.8% 5.2%
ドイツ 7.4% 5.9% 5.5% 5.4% 5.3% 5.8% ドイツ 6.6% 5.1% 6.4% 5.6% 5.2% 5.8%
フランス 4.5% 3.5% 2.6% 2.7% 3.9% 3.4% フランス 4.4% 3.8% 2.4% 2.8% 4.1% 3.5%
中国 0.6% 1.5% 1.4% 2.7% 2.0% 1.7% 中国 0.5% 0.9% 0.9% 1.0% 1.7% 1.0%
日本 4.5% 4.4% 5.1% 4.1% 4.8% 4.6% 日本 4.8% 4.5% 5.5% 4.3% 4.4% 4.7%
その他 33.9% 35.9% 41.8% 43.2% 47.7% 40.9% その他 33.9% 35.8% 40.8% 42.0% 46.1% 40.1%
第1著者数シェア 最終著者数シェア
2001 2002 2003 2004 2005 2001-2005 2001 2002 2003 2004 2005 2001-2005
米国 43.8% 46.1% 39.5% 38.8% 32.5% 39.9% 米国 44.9% 45.2% 41.2% 37.8% 32.3% 40.0%
英国 5.6% 4.2% 4.6% 4.7% 5.5% 4.9% 英国 5.4% 4.5% 4.3% 6.2% 7.0% 5.5%
ドイツ 7.5% 5.8% 5.5% 5.7% 5.8% 6.0% ドイツ 6.9% 4.9% 6.5% 5.9% 5.3% 5.9%
フランス 4.8% 3.7% 2.7% 2.8% 3.9% 3.5% フランス 4.3% 3.8% 2.6% 3.1% 4.3% 3.6%
中国 0.7% 1.3% 1.5% 2.2% 2.2% 1.6% 中国 0.5% 1.0% 0.9% 0.8% 1.9% 1.0%
日本 4.6% 4.5% 5.3% 4.3% 5.2% 4.8% 日本 4.8% 4.6% 5.4% 4.8% 4.7% 4.9%
その他 33.1% 34.6% 40.9% 41.4% 44.8% 39.2% その他 33.2% 36.1% 39.0% 41.3% 44.4% 39.1%
2001 2002 2003 2004 2005 2001-2005
総論文数 619 665 703 785 752 3,524
第1著者数 589 625 673 737 689 3,313




2001 2002 2003 2004 2005 2001-2005 2001 2002 2003 2004 2005 2001-2005
米国 47.8% 49.9% 52.2% 49.1% 48.1% 49.4% 米国 48.1% 47.2% 53.6% 49.9% 45.2% 48.8%
英国 10.7% 8.9% 7.8% 7.9% 6.9% 8.3% 英国 11.4% 7.7% 6.7% 7.2% 6.7% 7.7%
ドイツ 6.9% 4.7% 4.4% 4.2% 4.9% 5.0% ドイツ 5.5% 5.3% 4.7% 5.7% 6.2% 5.5%
フランス 4.2% 4.2% 3.1% 4.4% 3.2% 3.8% フランス 3.8% 5.0% 3.6% 4.9% 2.2% 3.9%
中国 0.3% 2.1% 1.7% 1.5% 1.2% 1.4% 中国 1.4% 0.3% 1.9% 1.5% 1.2% 1.3%
日本 1.7% 0.9% 1.7% 0.7% 2.2% 1.4% 日本 1.4% 1.8% 1.4% 0.7% 1.7% 1.4%
その他 28.4% 29.4% 29.2% 32.1% 33.3% 30.7% その他 28.4% 32.6% 28.1% 30.1% 36.8% 31.4%
第1著者数シェア 最終著者数シェア
2001 2002 2003 2004 2005 2001-2005 2001 2002 2003 2004 2005 2001-2005
米国 47.3% 49.4% 52.5% 48.8% 48.3% 49.3% 米国 48.4% 46.8% 54.0% 49.5% 44.7% 48.6%
英国 11.0% 8.9% 7.6% 8.0% 7.2% 8.4% 英国 11.2% 7.6% 6.5% 7.3% 6.7% 7.7%
ドイツ 7.1% 4.9% 4.4% 4.4% 4.9% 5.0% ドイツ 5.4% 5.5% 4.7% 6.0% 6.2% 5.6%
フランス 4.3% 4.0% 2.9% 4.6% 2.8% 3.7% フランス 4.0% 4.9% 3.8% 5.2% 2.3% 4.0%
中国 0.4% 2.1% 1.7% 1.5% 1.3% 1.4% 中国 1.4% 0.3% 2.1% 1.6% 1.3% 1.3%
日本 1.8% 0.9% 1.7% 0.8% 2.1% 1.4% 日本 1.4% 1.8% 1.5% 0.8% 1.8% 1.5%
その他 28.1% 29.8% 29.2% 31.9% 33.4% 30.7% その他 28.2% 33.0% 27.6% 29.6% 37.0% 31.3%
2001 2002 2003 2004 2005 2001-2005
総論文数 289 337 360 405 405 1,796
第1著者数 281 326 343 389 389 1,728
最終著者数 277 327 341 382 387 1,714  
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2001 2002 2003 2004 2005 2001-2005 2001 2002 2003 2004 2005 2001-2005
米国 58.5% 58.2% 56.1% 53.6% 51.9% 55.4% 米国 60.4% 59.6% 57.5% 54.9% 54.1% 57.1%
英国 7.2% 7.1% 7.3% 7.4% 7.4% 7.3% 英国 7.5% 7.4% 6.8% 7.5% 7.4% 7.3%
ドイツ 4.9% 5.2% 5.8% 6.5% 5.4% 5.6% ドイツ 4.7% 4.8% 5.6% 5.9% 5.5% 5.3%
フランス 3.0% 2.8% 2.7% 3.8% 3.6% 3.2% フランス 3.2% 3.0% 2.8% 3.8% 3.7% 3.3%
中国 0.0% 0.2% 0.3% 0.0% 0.2% 0.1% 中国 0.0% 0.2% 0.1% 0.1% 0.0% 0.1%
日本 2.7% 2.8% 2.4% 2.4% 2.3% 2.5% 日本 2.6% 2.8% 2.3% 2.3% 2.1% 2.4%
その他 23.8% 23.7% 25.4% 26.4% 29.1% 25.8% その他 21.6% 22.3% 25.0% 25.5% 27.2% 24.5%
第1著者数シェア 最終著者数シェア
2001 2002 2003 2004 2005 2001-2005 2001 2002 2003 2004 2005 2001-2005
米国 59.1% 58.0% 56.0% 53.8% 51.8% 55.5% 米国 62.0% 61.1% 57.5% 55.3% 55.0% 57.9%
英国 7.2% 7.1% 7.5% 7.6% 7.4% 7.4% 英国 7.7% 7.2% 7.0% 7.3% 7.2% 7.3%
ドイツ 4.9% 5.3% 5.6% 6.4% 5.5% 5.6% ドイツ 4.6% 5.4% 5.9% 5.9% 5.8% 5.6%
フランス 2.9% 2.9% 2.8% 3.8% 3.7% 3.3% フランス 2.9% 2.6% 3.1% 3.5% 3.5% 3.2%
中国 0.0% 0.2% 0.3% 0.1% 0.2% 0.2% 中国 0.0% 0.2% 0.1% 0.1% 0.1% 0.1%
日本 2.6% 2.9% 1.9% 2.4% 2.4% 2.4% 日本 2.5% 2.8% 2.1% 2.5% 2.3% 2.4%
その他 23.3% 23.6% 25.7% 26.0% 29.1% 25.7% その他 20.2% 20.7% 24.3% 25.4% 26.2% 23.6%
2001 2002 2003 2004 2005 2001-2005
総論文数 1,742 1,778 1,871 2,060 2,175 9,626
第1著者数 1,662 1,680 1,755 1,942 2,055 9,094




2001 2002 2003 2004 2005 2001-2005 2001 2002 2003 2004 2005 2001-2005
米国 52.0% 55.2% 50.9% 52.5% 48.4% 51.7% 米国 52.5% 54.4% 51.5% 53.7% 49.9% 52.3%
英国 7.4% 9.1% 8.2% 7.8% 8.2% 8.1% 英国 7.9% 8.9% 8.9% 7.9% 8.7% 8.5%
ドイツ 5.9% 6.1% 7.1% 5.7% 7.1% 6.4% ドイツ 6.4% 5.8% 7.2% 5.5% 7.3% 6.5%
フランス 3.6% 4.1% 3.8% 2.9% 3.5% 3.6% フランス 3.9% 4.3% 3.8% 2.9% 4.0% 3.8%
中国 0.1% 0.2% 0.1% 0.3% 0.7% 0.3% 中国 0.1% 0.1% 0.1% 0.3% 0.4% 0.2%
日本 5.3% 3.6% 4.6% 4.4% 5.0% 4.6% 日本 5.0% 3.7% 4.7% 4.1% 4.8% 4.5%
その他 25.7% 21.7% 25.2% 26.3% 27.1% 25.3% その他 24.2% 22.7% 23.7% 25.5% 24.9% 24.3%
第1著者数シェア 最終著者数シェア
2001 2002 2003 2004 2005 2001-2005 2001 2002 2003 2004 2005 2001-2005
米国 52.1% 55.3% 50.9% 52.5% 48.5% 51.7% 米国 52.9% 53.8% 51.4% 53.4% 49.7% 52.1%
英国 7.2% 8.9% 8.2% 7.7% 8.3% 8.1% 英国 7.8% 8.5% 9.0% 8.2% 8.9% 8.5%
ドイツ 5.7% 6.1% 7.3% 5.7% 7.2% 6.4% ドイツ 6.3% 6.2% 7.2% 5.4% 7.2% 6.5%
フランス 3.6% 4.2% 3.7% 3.0% 3.5% 3.6% フランス 4.1% 4.5% 4.0% 3.1% 4.0% 3.9%
中国 0.1% 0.2% 0.1% 0.3% 0.7% 0.3% 中国 0.1% 0.1% 0.1% 0.4% 0.4% 0.2%
日本 5.4% 3.7% 4.6% 4.5% 5.0% 4.6% 日本 4.7% 3.7% 4.3% 3.6% 4.7% 4.2%
その他 25.9% 21.6% 25.2% 26.3% 26.8% 25.3% その他 24.1% 23.1% 24.1% 25.9% 25.2% 24.5%
2001 2002 2003 2004 2005 2001-2005
総論文数 1,462 1,578 1,643 1,831 1,948 8,462
第1著者数 1,446 1,548 1,609 1,796 1,915 8,314
最終著者数 1,376 1,478 1,540 1,702 1,847 7,943
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  図に主要国の科学アカデミーの外国人会員に占める 2002 年および 2008 年現在の国別の会員
数を示す。2002 年と 2008 年を比較して、アメリカ合衆国は Royal Society（英国）の人数が減少して
いるものの他国と比べると非常に多い。日本は 4 アカデミー計で一人減少している。 
 






2002 2008 2002 2008 2002 2008 2002 2008 2002 2008 2008
アメリカ合衆国 　－ 　－ 57.5 22 57 48 114.5 70 -44.5 0.611 84
イギリス 65 66 18 25 14.5 15 97.5 106 8.5 1.087 28
フランス 31 36 3 5 7 2 　－ 41 43 2 1.049 40
日本 28 32 4 5 4 1 7 4 43 42 -1 0.977 14
ドイツ 28 28 1 2 6 2 8 10 43 42 -1 0.977 　－
スイス 21 21 3 4 5 10 10 39 35 -4 0.897 101
スウェーデン 12 8 5 5 2 4 3 23 16 -7 0.696 8
ロシア 12 11 2 5 4 19 15 -4 0.789 12
オーストラリア 14 16 1 3 4 17 21 4 1.235 3
カナダ 10 12 4 9 2 1 16 22 6 1.375 2
オランダ 7 9 5 6 1 2 1 1 14 18 4 1.286 12
イスラエル 8 13 3 5 1 2 2 14 20 6 1.429 12
ベルギー 4 4 1 4 4 9 8 -1 0.889 5
イタリア 1 4 1.5 5.5 8 8 12 4 1.500 10
スペイン 4 4 1 3 3 8 7 -1 0.875 1
インド 5 9 1 1 2 6 12 6 2.000 2
ブラジル 4 7 1 1 1 2 6 10 4 1.667
中華人民共和国 3 8 1 3 1 4 5 15 10 3.000 3
メキシコ 3 9 2 2 1 5 12 7 2.400
デンマーク 4 4 1 1 1 5 6 1 1.200 6
チリ 3 5 1 1 4 6 2 1.500
南アフリカ共和国 1 3 3 6 4 9 5 2.250
台湾 2 3 1 1 3 4 1 1.333
ポーランド 1 2 1 2 2 3 5 2 1.667 8
ハンガリー 2 2 -2 14
その他 16 24 2 4 1 2 1 1 20 31 11 155.0% 83
計 289 338 57 86 90 34 133 129 569 587 18 3.2% 448
















注：2002 年の結果については、二重国籍者を、それぞれの国に 0.5 ずつカウントしたため、整数にならない国がある。（科学技
術政策研究所 調査資料 No.87「国際級研究人材の国別分布推定の試み」参照） 
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2. National Academy of Science における日本人会員 
 
第 3-3-2 表 National Academy of Science （米国）の日本人会員 32 名 
分野 氏名 所属 海外機関所属
2002年時
点会員
遺伝学 富澤 純一 国立遺伝学研究所 1
化学 野依 良治 理化学研究所
向山 光昭 社団法人北里研究所
経済学 宇沢 弘文 東京大学 1
工学 飯島 澄男 名城大学
江崎 玲於 茨城県科学技術振興財団 1
細胞・発生生物学 竹市 雅俊 理化学研究所
細胞・分子神経科学 中西 重忠 大阪バイオサイエンス研究所 1
システム神経科学 利根川 進 MIT 1 1
早石 修 大阪バイオサイエンス研究所 1
伊藤 正男 理化学研究所
植物・土壌・微生物学 常脇 恒一郎 京都大学 1
樋口 隆昌 京都大学 1
山田 康之 奈良先端科学技術大学院大学 1
進化生物学 太田 朋子 国立遺伝学研究所 1
数学 佐藤 幹夫 京都大学 1
生化学 水内 清 米国立衛生研究所 1 1
生理学・薬学 上代 淑人 京都大学 1
豊島 近 東京大学
地球科学 久城 育夫 東京大学 1
地球物理学 上田 誠也 東海大学 1
天文学 林 忠四郎 京都大学 1
田中　靖郎 マックスプランク研究機構 1 1
動物・栄養学・応用微生物学 大村 智 社団法人北里研究所 1
物理学 小柴 昌俊 東京大学
外村 彰 日立製作所 1
免疫学 岸本 忠三 大阪大学 1
本庶 佑 京都大学 1
谷口 維紹 東京大学
石坂 公成 理化学研究所 1
臨床遺伝学・血液学・腫瘍学 花房 秀三郎 大阪バイオサイエンス研究所 1
杉村 隆 国立がんセンター 1  
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  選定の結果は編集委員所属国の調査と合わせて次ページ以降に示した。 
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  第 3-4-1、第 3-4-2 表に主要国の編集委員数および日本人または所属が日本機関である編集
委員のシェアを示す。日本のシェアは一部に高い割合を有する学術誌があるが、概ね 10%未満で
あった。調査対象誌全体を合計したところ、米国のシェアは 50.5%と過半数に達し、英国の 9.3%、ド
イツの 5.6%に次いで日本は 3.6%であった。 
 
第 3-4-1 表 学術誌別主要国の編集委員数（1/2） 
分野 学術誌名 米国 英国 ドイツ フランス 中国 日本 その他 合計 日本のシェア
Journal of Agricultual and Food Chemistry 5 0 1 0 0 0 3 9 0.0%
Food Chemistry 5 13 1 1 1 0 26 47 0.0%
British Journal of Nutrition 9 20 3 4 1 0 20 57 0.0%
合計 19 33 5 5 2 0 49 113 0.0%
Journal of Biological Chemistry 29 0 0 0 0 0 0 29 0.0%
Nucleic Acids Research 29 11 6 3 0 4 7 60 6.7%
Biochemical and Biophysical Research
Communications 8 0 1 2 0 4 5 20 20.0%
FEBS Letters 9 5 8 1 3 3 26 55 5.5%
Trends in Biochemical Sciences 9 6 2 0 0 0 1 18 0.0%
合計 84 22 17 6 3 11 39 182 6.0%
Journal of the American Chemical Society 38 0 3 1 1 4 2 49 8.2%
AngewandeteChemie 12 2 0 2 3 3 10 32 9.4%
Journal of Physical Chemistry B 23 0 0 0 1 0 1 25 0.0%
The Journal of Chemical Physics 13 4 0 1 0 1 4 23 4.3%
合計 86 6 3 4 5 8 17 129 6.2%
the New England Journal of Medicine 10 1 1 0 0 1 3 16 6.3%
Blood 74 6 2 1 0 2 13 98 2.0%
合計 84 7 3 1 0 3 16 114 2.6%
Bioinformatics 10 4 2 0 0 1 10 27 3.7%
Computer Methods in Applied Mechanics
and Engineering 31 5 7 5 0 1 26 75 1.3%
ACM Transactions on Graphics 20 0 0 1 0 0 3 24 0.0%
The IEEE Transactions on Communications 31 2 0 0 0 1 30 64 1.6%
合計 92 11 9 6 0 3 69 190 1.6%
Journal of Power Sources 12 3 2 1 1 3 12 34 8.8%
Nuclear Instruments and Methods in
Physics Research Section A: Accelerators,
Spectrometers, Detectors and Associated
Equipment
9 2 5 0 1 2 15 34 5.9%
Sensors and Actuators B: Chemical 6 2 4 1 1 4 16 34 11.8%
Industrial & Engineering Chemistry
Research 8 0 0 0 0 0 1 9 0.0%
Nuclear Instruments and Methods in
Physics Research Section B: Beam
Interactions with Materials and Atoms
4 0 3 3 2 1 11 24 4.2%
合計 39 7 14 5 5 10 55 135 7.4%
Environmental Science & Technology 9 0 0 0 1 0 3 13 0.0%
Chemosphere 14 1 7 0 1 1 30 54 1.9%














第 3 章 世界クラス人材の存在状況調査 
2.調査結果 
2-136 
第 3-4-2 表 学術誌別主要国の編集委員数（2/2） 
分野 学術誌名 米国 英国 ドイツ フランス 中国 日本 その他 合計 日本のシェア
Journal of Geophysical Research 16 2 1 1 2 0 7 29 0.0%
Earth and Planetary Science Letters 17 3 3 1 2 1 5 32 3.1%
Geochimica et Cosmochimica Acta 54 6 1 4 1 3 16 85 3.5%
合計 87 11 5 6 5 4 28 146 2.7%
The Journal of Infectious Diseases 121 12 8 6 1 4 37 189 2.1%
Vaccine 17 8 0 2 0 4 16 47 8.5%
合計 138 20 8 8 1 8 53 236 3.4%
Advanced Materials 16 2 4 0 3 1 5 31 3.2%
Chemistry of Materials 10 1 1 0 0 0 1 13 0.0%
Nanotechnology 15 1 1 1 2 1 6 27 3.7%
Biomaterials 21 2 2 1 5 2 25 58 3.4%
Thin Solid Films 9 4 1 0 0 3 14 31 9.7%
合計 71 10 9 2 10 7 51 160 4.4%
Journal of Mathematical Analysis and
Applications 41 0 4 4 2 2 51 104 1.9%
Journal of Computational and Applied
Mathematics 9 2 1 1 2 4 20 39 10.3%
合計 50 2 5 5 4 6 71 143 4.2%
Molecular Microbiology 95 13 7 5 0 0 29 149 0.0%
Trends in Microbiology 10 3 3 1 0 1 6 24 4.2%
合計 105 16 10 6 0 1 35 173 0.6%
Cell 44 11 0 1 0 2 3 61 3.3%
Genes & Development 47 5 3 1 0 2 6 64 3.1%
Development 39 18 11 0 0 3 10 81 3.7%
合計 130 34 14 2 0 7 19 206 3.4%
Multidisciplinary Science 103 21 11 4 1 2 25 167 1.2%
合計 103 21 11 4 1 2 25 167 1.2%
Journal of Neuroscience 22 3 0 0 0 2 3 30 6.7%
Neurology 39 1 3 0 0 0 6 49 0.0%
Journal of Neurochemistry 35 10 6 1 0 6 25 83 7.2%
Trends in Neurosciences 15 4 1 0 0 0 18 38 0.0%
合計 111 18 10 1 0 8 52 200 4.0%
International Journal of Pharmaceutics 10 16 1 2 1 7 19 56 12.5%
合計 10 16 1 2 1 7 19 56 12.5%
Physical Review Letters 29 2 5 1 0 3 12 52 5.8%
Applied Physics Letters 10 0 0 0 0 1 4 15 6.7%
The Journal of High Energy Physics 20 1 7 2 0 2 38 70 2.9%
Physics Letters B 6 0 2 0 0 1 6 15 6.7%
合計 65 3 14 3 0 7 60 152 4.6%
合計（参考） 1,297 238 145 66 39 93 691 2,569














  なお、調査対象とした編集委員の数は、分野毎に概ね 100～150 程度であるが、免疫 学
（Immunology）、分子生物学・遺伝学（Molecular Biology & Genetics）等、一部の分野では 200 を
超え、他方薬学・毒物学（Pharmacology & Toxicology）では 56 と少ない。このため、この結果から
直接的に分野間の多寡を比較できないことに留意が必要である。 
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る。そのため、第 3-4-3 表から第 3-4-18 表に掲載する個人名称は完全ではない可能性がある。 
 
① 農学（Agricultural Sciences） 
  農学分野の調査対象誌には日本所属の編集委員は存在しなかった。 
 
② 生物学・生化学（Biology & Biochemistry） 
  生物学・生化学分野の調査対象誌における日本所属の編集委員は 11 名であった。 
 




渡辺　公綱 東京大学 大学院 新領域創成科学研究科
横山 茂之 東京大学 大学院理学系研究科
村松 正明 東京医科歯科大学　難治疾患研究所
大村 恒雄 九州大学 名誉教授
高津 聖志 富山大学 大学院医学薬学研究部
谷口 直之 大阪大学 微生物病研究所
五條堀　孝 国立遺伝学研究所　生命情報・DDBJ研究センター
宮坂　昌之 大阪大学 大学院医学系研究科








  生物学・生化学分野の調査対象誌における日本所属の編集委員は 8 名であった。 
 
第 3-4-4 表 化学分野の有力学術誌日本所属編集委員 
誌名 氏名 所属
山本 尚 シカゴ大学 化学科教授
野依 良治 独立行政法人 理化学研究所・理事長
野崎 京子 東京大学 大学院工学系研究科化学生命工学専攻 ・教授
青山 安宏 京都大学 大学院工学研究科 合成・生物化学専攻・教授
野依 良治 独立行政法人 理化学研究所・理事長
新海 征治 崇城大学 工学部 ナノサイエンス学科
中村 栄一 東京大学 大学院理学系研究科科学専攻・教授
The Journal of Chemical
Physics 平田文男 分子科学研究所





第 3 章 世界クラス人材の存在状況調査 
2.調査結果 
2-138 
④ 臨床医学（Clinical Medicine） 
  臨床医学分野の調査対象誌における日本所属の編集委員は 3 名であった。 
 
第 3-4-5 表 臨床医学分野の有力学術誌日本所属編集委員 
誌名 氏名 所属
The New England Journal of
Medicine 北島　政樹 慶應義塾大学 名誉教授





⑤ 計算機科学（Computer Science） 
  計算機科学分野の調査対象誌における日本所属の編集委員は 3 名であった。 
 
第 3-4-6 表 計算機科学分野の有力学術誌日本所属編集委員 
誌名 氏名 所属
Bioinformatics 宮野　悟 東京大学 医科学研究所 ヒトゲノム解析センター 
Computer Methods in Applied
Mechanics and Engineering 矢川元基 東洋大学 計算力学研究センター長
The IEEE Transactions on




  工学分野の調査対象誌における日本所属の編集委員は 10 名であった。 
 
第 3-4-7 表 工学分野の有力学術誌日本所属編集委員 
誌名 氏名 所属
逢坂哲彌 早稲田大学 理工学術院
山木 準一 九州大学 先導物質化学研究所
小久見 善八 京都大学 大学院工学研究科
早野 龍五 東京大学 大学院理学系研究科
高崎 史彦 高エネルギー加速器研究機構　素粒子原子核研究所 所長
藤井 輝夫 東京大学 生産技術研究所
清水 康博 長崎大学 工学部 
安斎 順一 東北大学 大学院薬学研究科
馬場　嘉信 名古屋大学 大学院工学研究科
Nuclear Instruments and
Methods in Physics Research
Section B: Beam Interactions
with Materials and Atoms
城戸　義明 立命館大学 理工学部 数学物理学系・物理科学科
Journal of Power Sources
Nuclear Instruments and












  環境科学・生態学分野の調査対象誌における日本所属の編集委員は 1 名であった。 
第 3-4-8 表 環境科学・生態学分野の有力学術誌日本所属編集委員 
誌名 氏名 所属




  地球科学分野の調査対象誌における日本所属の編集委員は 4 名であった。 
第 3-4-9 表 地球科学分野の有力学術誌日本所属編集委員 
誌名 氏名 所属
Earth and Planetary Science
Letters 伊藤　英司 岡山大学 地球進化学部門 
石橋 純一郎 九州大学 理学研究院 地球惑星科学部門
松田 准一 大阪大学 大学院理学研究科 宇宙地球科学専攻






  免疫学分野の調査対象誌における日本所属の編集委員は 8 名であった。 
第 3-4-10 表 免疫学分野の有力学術誌日本所属編集委員 
誌名 氏名 所属
井廻　道夫 昭和大学 医学部 内科学講座
岩本　愛吉 東京大学 医科学研究所アジア感染症研究拠点
桑名 正隆 慶應義塾大学 大学院医学研究科
山口　博之 北海道大学 保健科学研究院
清野　宏 東京大学 医科学研究所 感染・免疫部門
笹川 千尋 東京大学 医科学研究所 感染・免疫部門
竹田 潔 大阪大学 大学院医学系研究科
山西　弘一 独立行政法人 医薬基盤研究所





⑩ 材料科学（Materials Science） 
  材料科学分野の調査対象誌における日本所属の編集委員は 7 名であった。 
 
第 3-4-11 表 材料科学分野の有力学術誌日本所属編集委員 
誌名 氏名 所属
Advanced Materials 加藤 隆史 東京大学 大学院工学系研究科化学生命工学専攻
Nanotechnology 坂東 義雄 物質材料研究機構
岡野光夫 東京女子医科大学 大学院 再生医工学分野
岩田 博夫 京都大学 再生医科学研究所
北畠 真 松下電器産業株式会社 先端技術研究所










  数学分野の調査対象誌における日本所属の編集委員は 6 名であった。 
 
第 3-4-12 表 数学分野の有力学術誌日本所属編集委員 
誌名 氏名 所属
小松 玄 大阪大学　大学院理学研究科
中尾 充宏 九州大学 数理学研究院 数理科学部門
三井斌友 同志社大学 理工学部　数理システム学科 
杉原　正顯 東京大学 大学院 情報理工学系研究科
速水   謙 国立情報学研究所
中尾 充宏 九州大学 数理学研究院 数理科学部門







  微生物学分野の調査対象誌における日本所属の編集委員は 1 名であった。 
 
第 3-4-13 表 微生物学分野の有力学術誌日本所属編集委員 
 
誌名 氏名 所属
Trends in Microbiology 笹川 千尋 東京大学 医科学研究所 感染・免疫部門
 
 
⑬ 分子生物学・遺伝学（Molecular Biology & Genetics） 
  分子生物学・遺伝学分野の調査対象誌における日本所属の編集委員は 7 名であった。 
 
第 3-4-14 表 分子生物学・遺伝学分野の有力学術誌日本所属編集委員 
誌名 氏名 所属
廣川 信隆 東京大学 大学院医学系研究科分子細胞生物学専攻
柳田 充弘 京都大学 大学院生命科学研究科分子継承学分野
竹市 雅俊 理化学研究所 発生・再生科学総合研究センター
谷口 維紹 東京大学 大学院医学系研究科
佐藤　矩行 京都大学 大学院理学研究科 生物科学専攻
上野 直人 基礎生物学研究所







  複合領域の調査対象誌における日本所属の編集委員は 2 名であった。 
 
第 3-4-15 表 複合領域の有力学術誌日本所属編集委員 
誌名 氏名 所属
宮下 保司 東京大学 医学部 生理学教室




第 3 章 世界クラス人材の存在状況調査 
2.調査結果 
2-141 
⑮ 神経科学・行動科学（Neuroscience & Behavior） 
  神経科学・行動科学の調査対象誌における日本所属の編集委員は 8 名であった。 
 
第 3-4-16 表 神経科学・行動科学の有力学術誌日本所属編集委員 
誌名 氏名 所属
Takao K. HENSCH 理化学研究所 脳科学総合研究センター





那波 宏之 新潟大学 脳研究所 基礎神経科学部門





⑯ 薬学・毒物学（Pharmacology & Toxicology） 
  薬学・毒物学の調査対象誌における日本所属の編集委員は 8 名であった。 
 
第 3-4-17 表 薬学・毒物学の有力学術誌日本所属編集委員 
誌名 氏名 所属
永井恒司 永井記念薬学国際交流財団
原島　秀吉 北海道大学 大学院薬学研究院 
米谷芳枝 星薬科大学
杉林 堅次 城西大学 薬学部　薬科学科 
杉山　雄一 東京大学 大学院薬学系研究科







  物理学の調査対象誌における日本所属の編集委員は 7 名であった。 
 




藤森 淳 東京大学大学院理学系研究科 物理学専攻
宗片 比呂夫 東京工業大学　像情報工学研究施設・教授
Applied Physics Letters Victor Ryzhii 会津大学　第５教育研究領域
江口 徹 東京大学 大学院理学系研究科
戸塚 洋二（故人） 東京大学宇宙線研究所
Physics Letters B 柳田 勉 東京大学 大学院理学系研究科・理学部












  国際的に同一基準で審査が行われる基礎科学分野の若手科学賞として以下の 2 賞を選定し
調査対象とした。 
• IUPAC(International Union of Pure and Applied Chemistry) Prizes for Young Chemists 
• IUPAP(International Union of Pure and Applied Physics) Young Scientist Prize 
 
(2) 日本人受賞者 
  第 3-5-1 及び第 3-5-2 表に近年の日本人受賞者を示す。 
 
① IUPAC Prizes for Young Chemists 
第 3-5-1 表 IUPAC “Prizes for Young Chemists”の日本人受賞者 
受賞年 氏名 生年 博士号 現所属 研究分野 備考（海外経験等）

























② IUPAP Young Scientist Prize 
第 3-5-2 表 IUPAP “Young Scientist Prize”の日本人受賞者 
受賞年 氏名 生年 博士 現所属 研究分野 備考（海外経験等）
2007 笹本 智弘 1973 2000東京大学理学
千葉大学 理学部 数学・情報
数理学科　准教授 確率論・統計力学 －
















































































² 調査票 Iに関する依頼状 (研究機関の長殿 (人事担当部門御中)向け、枚数: 1)
² 調査票 IIに関する依頼状 (研究機関の長殿向け、枚数: 1)







































































す。また、調査票 II, 調査票 IIIにつきましては、それぞれ同封の依頼状の宛先となってお
ります研究部門の長、研究者の方に回答を依頼していただき、いずれの調査票につきまして

























































調査票 I については、下記のアンケート専用ページから回答用ファイルをダウンロードしてください。ダウンロードした電子ファイル（Microsoft Excel形式)に回答のうえ、同じく、アンケート














































調査票 Ｉ (1/5) 回答組織 回答組織名がファイル名と異なる場合のみ記入ください。
太枠内にご記入ください。
医学 歯学 薬学 その他の保健































     の業務に主に従事する方を「直接従事しない者」と呼ぶこととします。
オーストリア, ベルギー, キプロス, チェコ, デンマーク, エストニア, ドイツ, ギリシャ, フィンランド, フランス, ブルガリア, ハンガリー, アイルランド, イタリア,







































































































































































オーストリア, ベルギー, キプロス, チェコ, デンマーク, エストニア, ドイツ, ギリシャ, フィンランド, フランス, ブルガリア, ハンガリー, アイルランド,





















































































オーストリア, ベルギー, キプロス, チェコ, デンマーク, エストニア, ドイツ, ギリシャ, フィンランド, フランス, ブルガリア, ハンガリー, アイルランド, イタリア, ラトビア, リトアニ
















































































オーストリア, ベルギー, キプロス, チェコ, デンマーク, エストニア, ドイツ, ギリシャ,
フィンランド, フランス, ブルガリア, ハンガリー, アイルランド, イタリア, ラトビア, リト
アニア, ルーマニア, ルクセンブルク, マルタ, ポーランド, ポルトガル, スロバキア,
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インし、ご入力いただければと思います。平成 20 年 12月 26日 (金)までにご提示いただ
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National Institute of Science and Technology Policy 
Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology 
16ht Floor,Central Government Building No.7 
3-2-2 Kasumigaseki,Ciyoda-ku, Tokyo,100-0013 JAPAN, 
Tel: +81-3-3581-2395  Fax: +81-3-3503-3996 
http://www.nistep.go.jp/ 
 
December, 2008  
 
Survey on Human Resources in Research Organizations (Request) 
 
Dear Dr. ******** 
 
 The National Institute of Science and Technology Policy (NISTEP) of Japan’s Ministry of Education, 
Culture, Sports, Science and Technology (MEXT) is conducting Survey on Human Resources in Research 
Organizations.  
 
 In this survey, we plan to compare and analyze research organizations in Japan and those in various 
other countries, including the European countries and the United States. In particular, we will focus on the 
diversity (nationalities, positions, ages, etc.) of human resources related to science and technology and the 
methods of acquiring research human resources. We would therefore like to request that your institution 
cooperate in replying to the above-mentioned items. 
 
 The questionnaire for this survey is broadly divided into two parts, one consisting of items in 
connection with the system and philosophy of securing/training human resources in research 
organizations, and the other, items in connection with the number of research human resources registered, 
hired/transferring in, and transferring out at research organizations. 
 
 In recent years, Japanese research institutes have attempted to invigorate the research environment 
and further increase research results by offering positions to outstanding researchers from other countries 
and introducing researchers having various backgrounds. However, there are still some research 
organizations where differences with the top-class research institutes in other countries can be seen. From 
this viewpoint, we will use the results of this survey as fundamental data for discussions on what 
composition of research human resources is desirable for the further development of research in the 
future. 
 The results of this survey will be used as important basic materials for the establishment of Japan’s 
Science and Technology Basic Plan for the next period. The results of the survey are to be published as a 
report by NISTEP. We have a plan to publish English summary on Web. You would introduce your 
organization and activity as a top-class research institute by replying. Your cooperation would be 
beneficial for your institute. 
 
 While we understand that you are busy with other work, we would be extremely grateful if you 
could complete the attached questionnaire and return it to us[ ****@ nistep.go.jp] by January 16 (Friday), 
2009. Please also note that this survey is being conducted under the general responsibility of NISTEP. 
However, a portion of the survey will be carried out under commission by the Mitsubishi Research 
Institute, Inc. Your understanding in this regard will be appreciated.  
 
 Your kind cooperation with this survey will be greatly appreciated. 
 





National Institute of Science and Technology Policy 
Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology, Japan 
 
sa ple
Survey I - System and efforts related to research human resources 海外機関：大学用
1. Securing outstanding research human resources 
1.1




















































Awards received Other (please specifybelow)
What is organizational efforts in order to secure outstanding researchers?
Please select the two most appropriate items.
What is your criteria for judging outstanding researchers?
Please indicate at most two priority indexes by class of researcher.
 about Department manager/sector manager, professor or equivalent
 about Group leader, associate professor, or equivalent














Awards received Other (please specifybelow)
 about Researcher including postdoctoral fellow
2. Mobility of research human resources  
2.1
Yes No
If "Yes," please give the number of researchers concerned during the last fiscal year,year by class. 
None 1  2 - 3  4 - 6  7 - 10 11 or more
None 1  2 - 3  4 - 6  7 - 10 11 or more
None 1  2 - 3  4 - 6  7 - 10 11 or more
None 1  2 - 3  4 - 6  7 - 10 11 or more
2.2
Yes No
If "Yes," please give the number of researchers concerned during the last fiscal year,year by class. 
None 1  2 - 3  4 - 6  7 - 10 11 or more
None 1 2 - 3 4 - 6  7 - 10 11 or more
 about Group leader, associate professor, or equivalent
 about Department manager/sector manager, professor or equivalent
 about Group leader, associate professor, or equivalent
 about Senior researcher, assistant professor, or equivalent
During the last fiscal year, have researchers been dispatched to companies with request of private company for joint
research? (For a period of 1 month or longer)
 about Department manager/sector manager, professor or equivalent
 about Researcher including postdoctoral fellow
*"Mobility" means change of main affiliation/workplace.
During the last fiscal year, have your organization hosted research human resources from a private company for joint
research? (For a period of 1 month or more)
None 1  2 - 3  4 - 6  7 - 10 11 or more
None 1  2 - 3  4 - 6  7 - 10 11 or more





















Loss of  continuity in
research theme









 about Senior researcher, assistant professor, or equivalent
 about Researcher including postdoctoral fellow
What are the demerits of researcher's mobility for your research organization?
Please select all applicable items.
Weakens researchers' consciousness of belonging
to organization
Loss of specific knowledge of organization about
education and training
What are the merits of researcher's mobility for your research organization?
Please select all applicable items.
Survey II (1/2) 海外機関：大学用
Japan included
in Asia
Department manager/sector manager, professor or equivalent
Group leader, associate professor, or equivalent
Senior researcher, assistant professor, or equivalent
Researcher including postdoctoral fellow
2 Students in Ph.D. course
Japan included
in Asia








1 Researchers by position (persons directly engaged in research)
   currently registered as full-time employees at your research organization (persons engaged continuously for 1 month or longer).
By origin (nationality)




 (beginning of this fiscal year)
Registered students in your organization















Foreigners included in total *1




















Students in Ph.D. course








Clerical and other supporting personnel
If unknown, indicate by "―"; if zero, enter "0."
*2 "Asia": In this survey, the region including the following countries is referred to as "Asia."
*3 In this survey, the region including the United States and Canada is referred to as "North America."
Registered students in your organization
(beginning of this fiscal year) Total Femalesincluded in
total










India, Indonesia, Cambodia, Singapore, Sri Lanka, Thailand, Korea, Japan, China, Nepal, Pakistan, Bangladesh, East Timor, Bhutan, Philippines, Brunei, Vietnam, Malaysia, Myanmar, Maldives,
Mongolia, Laos
Total
* Technician: Persons other than researchers and research assistants who mainly perform technical services accompanying research under the guidance and supervision of a
researcher or research assistant. For example, this classification is applicable to persons whose function is to provide specialized technical service in connection with research
activities, engineers specializing in inspection/measurement, persons engaged in raising germ-free animals, persons engaged in preparation and processing of test specimens, and the
like.
* Assistant research workers: persons who assists a researcher, and is engaged in research under the guidance of that researcher. For example, persons who assist researchers by
engaging in collection of materials, inspection and measurement, testing, record-keeping, ordinary observation work, and the like in accordance with the instructions of a researcher.
*1 "Foreigners": In this survey, "foreigners" means persons who do not hold the same nationality as the registered address of the research organization. Under "By origin," please classify by
nationality of foreigners.
* Clerical and other supporting personnel: persons other than technicians and assistant research workers, who are not directly engaged in research, and are engaged in general affairs,
accounting, miscellaneous work, etc. in work related to research.
Survey II (2/2) 海外機関：大学用









Group leader, associate professor, or
equivalent
Senior researcher, assistant professor, or
equivalent
Researcher including postdoctoral fellow
If unknown, indicate by "―"; if zero, enter "0."
*2 "Asia": In this survey, the region including the following countries is referred to as "Asia."
*3 "North America": In this survey, the region including the United States and Canada is referred to as "North America."
*4 "Europe": In this survey, the region including the following countries is referred to as "Europe."
North





India, Indonesia, Cambodia, Singapore, Sri Lanka, Thailand, Korea, China, Nepal, Pakistan, Bangladesh, East Timor, Bhutan, Philippines, Brunei, Vietnam, Malaysia, Myanmar, Maldives, Mongolia, Laos














Austria, Belgium, Cyprus, Czech Republic, Denmark, Estonia, Germany, Greece, Finland, France, Bulgaria, Hungary, Ireland, Italy, Latvia, Lithuania, Rumania, Luxembourg, Malta, Poland, Portugal, Slovakia,




































Asia *2 NorthAmerica *3
Survey I - System and efforts related to research human resources 海外機関：公的研究機関用
1. Securing outstanding research human resources 
1.1




















































Awards received Other (please specifybelow)
 about Group leader, associate professor, or equivalent
 about Senior researcher, assistant professor, or equivalent
What is organizational efforts in order to secure outstanding researchers?
Please select the two most appropriate items.
What is your criteria for judging outstanding researchers?
Please indicate at most two priority indexes by class of researcher.














Awards received Other (please specifybelow)
2. Mobility of research human resources  
2.1
Yes No
If "Yes," please give the number of researchers concerned during the last fiscal year,year by class. 
None 1  2 - 3  4 - 6  7 - 10 11 or more
None 1  2 - 3  4 - 6  7 - 10 11 or more
None 1  2 - 3  4 - 6  7 - 10 11 or more
None 1  2 - 3  4 - 6  7 - 10 11 or more
 about Researcher including postdoctoral fellow
 about Researcher including postdoctoral fellow
*"Mobility" means change of main affiliation/workplace.
During the last fiscal year, have researchers been dispatched to companies with request of private company for joint
research? (For a period of 1 month or longer)
 about Department manager/sector manager, professor or equivalent
 about Group leader, associate professor, or equivalent
 about Senior researcher, assistant professor, or equivalent
2.2
Yes No
If "Yes," please give the number of researchers concerned during the last fiscal year,year by class. 
None 1  2 - 3  4 - 6  7 - 10 11 or more
None 1  2 - 3  4 - 6  7 - 10 11 or more
None 1  2 - 3  4 - 6  7 - 10 11 or more
None 1  2 - 3  4 - 6  7 - 10 11 or more


















3.2 What are the demerits of researcher's mobility for your research organization?Please select all applicable items.
What are the merits of researcher's mobility for your research organization?
Please select all applicable items.
During the last fiscal year, have your organization hosted research human resources from a private company for joint
research? (For a period of 1 month or more)
 about Researcher including postdoctoral fellow
 about Department manager/sector manager, professor or equivalent
 about Group leader, associate professor, or equivalent
 about Senior researcher, assistant professor, or equivalent
Loss of excellent
human resources
Loss of  continuity in
research theme









Weakens researchers' consciousness of belonging
to organization
Loss of specific knowledge of organization about
education and training
Survey II (1/2) 海外機関：公的研究機関用
Japan included
in Asia
Department manager/sector manager, professor or equivalent
Group leader, associate professor, or equivalent
Senior researcher, assistant professor, or equivalent
Researcher including postdoctoral fellow








Foreigners included in total *1





















Please enter head-count in your organization.
1 Researchers by position (persons directly engaged in research)
   currently registered as full-time employees at your research organization (persons engaged continuously for 1 month or longer).
Full-time employees registration








Clerical and other supporting personnel
If unknown, indicate by "―"; if zero, enter "0."
*2 "Asia": In this survey, the region including the following countries is referred to as "Asia."




India, Indonesia, Cambodia, Singapore, Sri Lanka, Thailand, Korea, Japan, China, Nepal, Pakistan, Bangladesh, East Timor, Bhutan, Philippines, Brunei, Vietnam, Malaysia, Myanmar, Maldives,
Mongolia, Laos
Total
* Technician: Persons other than researchers and research assistants who mainly perform technical services accompanying research under the guidance and supervision of a
researcher or research assistant. For example, this classification is applicable to persons whose function is to provide specialized technical service in connection with research
activities, engineers specializing in inspection/measurement, persons engaged in raising germ-free animals, persons engaged in preparation and processing of test specimens, and
the like.
* Assistant research workers: persons who assists a researcher, and is engaged in research under the guidance of that researcher. For example, persons who assist researchers
by engaging in collection of materials, inspection and measurement, testing, record-keeping, ordinary observation work, and the like in accordance with the instructions of a
researcher.
*1 "Foreigners": In this survey, "foreigners" means persons who do not hold the same nationality as the registered address of the research organization. Under "By origin," please classify by
nationality of foreigners.
Total
Foreigners included in total *1
* Clerical and other supporting personnel: persons other than technicians and assistant research workers, who are not directly engaged in research, and are engaged in general
affairs, accounting, miscellaneous work, etc. in work related to research.
Total
foreigners other than Asia,North America,
and Europe
By origin (nationality)
unknownAsia *2 North America*3 Europe *4
Registered students in your organization
(beginning of this fiscal year)
Survey II (2/2) 海外機関：公的研究機関用









Group leader, associate professor, or
equivalent
Senior researcher, assistant professor, or
equivalent
Researcher including postdoctoral fellow
If unknown, indicate by "―"; if zero, enter "0."
*2 "Asia": In this survey, the region including the following countries is referred to as "Asia."
*3 "North America": In this survey, the region including the United States and Canada is referred to as "North America."
























 unknown  unknown
Total
foreigners
Austria, Belgium, Cyprus, Czech Republic, Denmark, Estonia, Germany, Greece, Finland, France, Bulgaria, Hungary, Ireland, Italy, Latvia, Lithuania, Rumania, Luxembourg, Malta, Poland, Portugal, Slovakia,


















 (last fiscal year)




India, Indonesia, Cambodia, Singapore, Sri Lanka, Thailand, Korea, China, Nepal, Pakistan, Bangladesh, East Timor, Bhutan, Philippines, Brunei, Vietnam, Malaysia, Myanmar, Maldives, Mongolia, Laos

































・ 医学部・医学系研究科 ・ 大学院医歯学総合研究科
・ 大学院理工学研究科・工学部
茨城大学 ・ 農学部
・ 大学院理工学研究科・工学部 ・ 理学部




・ 工学部・工学研究科 ・ 大学院医学系研究科・医療保健学域








・ 医学系研究科／医学部 ・ システム情報科学府
・ 工学部 ・ 数理学府
・ 農学部 ・ 総合理工学研究院
・ 理学部 ・ 大学院芸術工学研究院・大学院芸術工学府・芸術工学部
・ 連合農学研究科 ・ 大学院歯学研究院・大学院歯学府・歯学部
・ 大学院システム生命科学府
大分大学 ・ 大学院農学研究院・大学院生物資源環境科学府・農学部
・ 医学部・医学系研究科 ・ 大学院薬学研究院・大学院薬学府・薬学部
・ 工学部・工学研究科 ・ 大学院理学研究院・大学院理学府・理学部
・ 応用力学研究所
大阪大学 ・ 生体防御医学研究所
・ 大学院医学系研究科・医学部 ・ 先導物質化学研究所
・ 大学院基礎工学研究科
・ 大学院工学研究科・工学部 九州工業大学
・ 大学院歯学研究科・歯学部 ・ 工学部・工学府
・ 大学院情報科学研究科 ・ 情報工学部・情報工学府
・ 大学院生命機能研究科 ・ 生命体工学研究科
・ 大学院薬学研究科・薬学部
・ 大学院理学研究科・理学部 京都大学
・ 産業科学研究所 ・ エネルギー科学研究科
・ 接合科学研究所 ・ 情報学研究科
・ 蛋白質研究所 ・ 大学院医学研究科・医学部
・ 微生物病研究所 ・ 大学院工学研究科・工学部
・ 大学院生命科学研究科
岡山大学 ・ 大学院農学研究科・農学部
・ 環境学研究科 ・ 大学院薬学研究科・薬学部
・ 環境理工学部 ・ 大学院理学研究科・理学部
・ 工学部 ・ 地球環境学舎
・ 自然科学研究科 ・ ウイルス研究所
・ 大学院医歯薬学総合研究科 ・ エネルギー理工学研究所
・ 大学院保健学研究科 ・ 化学研究所
・ 農学部 ・ 基礎物理学研究所
・ 理学部 ・ 原子炉実験所
・ 資源生物科学研究所 ・ 再生医科学研究所
・ 数理解析研究所
帯広畜産大学 ・ 生存圏研究所





・ 大学院工芸科学研究科・工芸科学部 ・ 看護学部・看護学研究科
・ 大学院医学研究院
岐阜大学 ・ 大学院園芸学研究科・園芸学部
・ 応用生物科学部 ・ 大学院工学研究科・工学部
・ 大学院医学系研究科・医学部 ・ 大学院薬学研究院
・ 大学院工学研究科・工学部 ・ 大学院融合科学研究科




・ 自然科学研究科 ・ 数理物質科学研究科









・ 医学部 ・ 数理科学研究科
・ 農学部 ・ 大学院医学系研究科・医学部
・ 理学部 ・ 大学院工学系研究科・工学部
・ 大学院農学生命科学研究科・農学部
神戸大学 ・ 大学院薬学系研究科・薬学部
・ 大学院医学研究科・医学部 ・ 大学院理学系研究科・理学部
・ 大学院海事科学研究科・海事科学部 ・ 医科学研究所
・ 大学院工学研究科・工学部 ・ 宇宙線研究所
・ 大学院農学研究科 ・ 海洋研究所
・ 大学院理学研究科・理学部 ・ 地震研究所
・ 生産技術研究所
埼玉大学 ・ 物性研究所
・ 理工学研究科 ・ 分子細胞生物学研究所
佐賀大学 東京医科歯科大学
・ 医学部・医学系研究科 ・ 生命情報科学教育部
・ 農学部 ・ 大学院医歯学総合研究科
・ 理工学部 ・ 大学院疾患生命科学研究部
・ 大学院保健衛生学研究科
滋賀医科大学 ・ 生体材料工学研究所
・ 医学部・医学系研究科 ・ 難治疾患研究所
静岡大学 東京海洋大学
・ 工学部 ・ 海洋科学部
・ 自然科学系教育部 ・ 海洋工学部
・ 情報学部
・ 大学院電子科学研究科 東京工業大学
・ 農学部 ・ 社会理工学研究科
・ 理学部 ・ 情報理工学研究科
・ 電子工学研究所 ・ 総合理工学研究科
・ 大学院イノベーションマネジメント研究科
島根大学 ・ 大学院生命理工学研究科・生命理工学部
・ 医学部・医学系研究科 ・ 大学院理工学研究科・理学部
・ 生物資源科学部 ・ 大学院理工学研究科工学系・工学部
・ 総合理工学研究科 ・ 応用セラミックス研究所
・ 原子炉工学研究所
信州大学 ・ 資源化学研究所






・ 工学部 ・ 工学部・大学院工学研究科
・ 生物システム応用科学府
・ 大学院技術経営研究科 奈良先端科学技術大学院大学
・ 農学部 ・ 情報科学研究科




・ 情報科学研究科 ・ 工学部
・ 生命科学研究科 ・ 自然科学研究科
・ 大学院医学系研究科・医学部 ・ 大学院医歯学総合研究科
・ 大学院工学研究科・工学部 ・ 農学部
・ 大学院歯学研究科 ・ 理学部
・ 大学院農学研究科・農学部 ・ 脳研究所
・ 大学院薬学研究科・薬学部
・ 大学院理学研究科・理学部 浜松医科大学
・ 加齢医学研究所 ・ 医学部・医学系研究科
・ 金属材料研究所
・ 多元物質科学研究所 弘前大学
・ 電気通信研究所 ・ 大学院医学研究科











・ 工学部・工学研究科 ・ 保健学研究科




・ 工学部 ・ 大学院工学研究科・工学部
・
北陸先端科学技術大学院大学
・ 理学部 ・ 情報科学研究科






・ 環境科学部 ・ 大学院医学研究科・医学部
・ 工学部 ・ 大学院工学研究科・工学部
・ 水産学部 ・ 大学院歯学研究科・歯学部
・ 生産科学研究科 ・ 大学院獣医学研究科・獣医学部
・ 大学院医歯薬学総合研究科 ・ 大学院水産科学研究院・大学院水産科学院・水産学部
・ 熱帯医学研究所 ・ 大学院先端生命科学研究院・大学院生命科学院
・ 大学院農学研究院・大学院農学院・農学部
名古屋大学 ・ 大学院薬学研究院・薬学部
・ 環境学研究科 ・ 大学院理学研究院・大学院理学院・理学部
・ 情報科学研究科 ・ 遺伝子病制御研究所
・ 多元数理科学研究科 ・ 低温科学研究所
・ 大学院医学系研究科・医学部 ・ 電子科学研究所
・ 大学院工学研究科・工学部
・ 大学院生命農学研究科・農学部 三重大学
・ 大学院理学研究科・理学部 ・ 工学研究科
・ 環境医学研究所 ・ 生物資源学研究科・生物資源学部















































・ ソフトウェア情報学部 ・ 医学部
大阪市立大学 兵庫県立大学
・ 医学部 ・ 環境人間学部
・ 工学部 ・ 看護学部
・ 大学院理学研究科・理学部 ・ 大学院工学研究科・工学部
・ 大学院物質理学研究科
大阪府立大学 ・ 高度産業科学技術研究所
・ 看護学部 ・ 自然・環境科学研究所
・ 総合リハビリテーション学部
・ 大学院工学研究科・工学部 広島市立大学

































































・ 理工学部 ・ 海洋生命科学部
・ 看護学部
奥羽大学 ・ 獣医学部
・ 歯学部 ・ 薬学部
・ 薬学部 ・ 理学部
大阪工業大学 吉備国際大学




・ 医学部 ・ 大学院工学研究科・工学部
大阪産業大学 九州保健福祉大学




・ 情報通信工学部 ・ 工学部










・ 理学部 ・ 医学部
・ 工学部
金沢医科大学 ・ 産業理工学部
・ 医学部 ・ 生物理工学部
・ 農学部
金沢工業大学 ・ 薬学部
・ 環境・建築学部 ・ 理工学部
・ 工学部・工学研究科 ・ 原子力研究所
・ 情報学部 ・ 水産研究所
私立大学
倉敷芸術科学大学 昭和大学
・ 産業科学技術学部 ・ 医学部






・ 医学部 ・ 看護学部
・ 看護医療学部
・ 薬学部 順天堂大学













・ 理工学部 ・ 医用工学部











・ 医療福祉学部 ・ 薬学部
・ 小田原保健医療学部
・ 福岡リハビリテーション学部 創価大学













・ 医学部 ・ 農学部











・ 情報科学部 ・ 生命科学部




・ 応用生物学部 ・ 工学部第一部






・ 医学部 ・ 薬学部
・ 医療技術学部 ・ 理学部
・ 福岡医療技術学部
・ 薬学部 東北学院大学
・ 理工学部 ・ 工学部・大学院工学研究科
帝京科学大学 東北工業大学
・ 大学院 理工学研究科 ・ 工学部
桐蔭横浜大学 東北薬科大学




・ 医学部 ・ 工学部
・ 開発工学部 ・ 生命科学部
・ 海洋学部
・ 健康科学部 徳島文理大学
・ 工学部 ・ 香川薬学部
・ 産業工学部 ・ 大学院工学研究科・工学部
・ 情報デザイン工学部 ・ 薬学部
・ 情報理工学部
・ 生物科学研究科 豊田工業大学
・ 総合理工学研究科 ・ 工学部
・ 地球環境科学研究科
・ 農学部 同志社大学















・ 工学部第二部 ・ バイオサイエンス学部
・ 情報環境学部 大学院情報環境学研究科
・ 先端科学技術研究科 南山大学





























・ 歯学部 ・ 看護福祉学部
・ 生産工学部 ・ 歯学部
・ 生物資源科学部 ・ 心理科学部
・ 大学院総合科学研究科 ・ 薬学部
・ 松戸歯学部
・ 薬学部 北海道工業大学
・ 理工学部 ・ 工学部
八戸工業大学 北海道薬科大学




・ 光産業創成研究科 ・ 理工学部
広島工業大学 武庫川女子大学






・ 大学院看護学研究科 ・ 農学部










・ 薬学部 ・ 農学部




































・ 医薬基盤研究所 ・ エネルギー技術研究部門
・ エレクトロニクス研究部門
宇宙航空研究開発機構 ・ 活断層研究センター
・ 宇宙科学研究本部 ・ 環境化学技術研究部門
・ 宇宙輸送ミッション本部 ・ 環境管理技術研究部門
・ 宇宙利用ミッション本部 ・ 近接場光応用工学研究センター
・ 研究開発本部 ・ 計算科学研究部門
・ 航空プログラムグループ ・ 計測標準研究部門
・ 月・惑星探査プログラムグループ ・ 計測フロンティア研究部門
・ 有人宇宙環境利用ミッション本部 ・ 健康工学研究センター
・ ゲノムファクトリー研究部門
・ 海洋研究開発機構 ・ 固体高分子形燃料電池先端基盤研究センター
（機関の申し出により、組織を統合して回答） ・ コンパクト化学プロセス研究センター
・ サステナブルマテリアル研究部門
・ 建築研究所 ・ システム検証研究センター
・ 新燃料自動車技術研究センター
・ 港湾空港技術研究所 ・ 情報技術研究部門
・ 情報セキュリティ研究センター
・ 国際農林水産業研究センター ・ 水素材料先端科学研究センター
・ 生産計測技術研究センター
・ 国立科学博物館 ・ 生物機能工学研究部門
・ 生命情報工学研究センター
国立環境研究所 ・ セルエンジニアリング研究部門
・ アジア自然共生研究グループ ・ 先進製造プロセス研究部門
・ 化学環境研究領域 ・ 太陽光発電研究センター
・ 環境研究基盤技術ラボラトリー ・ ダイヤモンド研究センター
・ 環境健康研究領域 ・ 地圏資源環境研究部門
・ 環境リスク研究センター ・ 地質情報研究部門
・ 社会環境システム研究領域 ・ 知能システム研究部門
・ 循環型社会・廃棄物研究センター ・ デジタルヒューマン研究センター
・ 生物圏環境研究領域 ・ デジタルものづくり研究センター
・ 大気圏環境研究領域 ・ 糖鎖医工学研究センター
・ 地球環境研究センター ・ ナノチューブ応用研究センター
・ 水土壌圏環境研究領域 ・ ナノテクノロジー研究部門
・ ナノ電子デバイス研究センター
・ 国立健康・栄養研究所 ・ 人間福祉医工学研究部門
・ 年齢軸生命工学研究センター








・ 加工技術研究領域 ・ 花き研究所
・ 気象環境研究領域 ・ 果樹研究所
・ きのこ・微生物研究領域 ・ 作物研究所
・ 構造利用研究領域 ・ 食品総合研究所
・ 植物生態研究領域 ・ 畜産草地研究所
・ 森林遺伝研究領域 ・ 中央農業総合研究センター
・ 森林管理研究領域 ・ 動物衛生研究所
・ 森林昆虫研究領域 ・ 農村工学研究所






・ 木材改質研究領域 ・ 環境・エネルギー領域
・ 木材特性研究領域 ・ 材料信頼性領域
・ 野生動物研究領域 ・ 材料ラボ
・ 立地環境研究領域 ・ 情報通信材料領域
・ 林業経営・政策研究領域 ・ 生体材料研究領域





・ 情報通信セキュリティ研究センター ・ 基盤技術センター
・ 知識創成コミュニケーション研究センター ・ 緊急被ばく医療研究センター
・ 電磁波計測研究センター ・ 重粒子医科学センター





・ 開発調査センター ・ X線自由電子レーザー計画推進本部
・ 西海区水産研究所 ・ オミックス基盤研究領域
・ 栽培漁業センター ・ 感染症研究ネットワーク支援センター
・ さけますセンター ・ ゲノム医科学研究センター
・ 水産工学研究所 ・ 植物科学研究センター
・ 瀬戸内海区水産研究所 ・ 次世代計算科学研究開発プログラム
・ 中央水産研究所 ・ 次世代スーパーコンピュータ開発実施本部
・ 東北区水産研究所 ・ 生命情報基盤研究部門
・ 日本海区水産研究所 ・ 生命分子システム基盤研究領域
・ 北海道区水産研究所 ・ 知的財産戦略センター
・ 養殖研究所 ・ 仁科加速器研究センター
・ 脳科学総合研究センター
・ 電子航法研究所 ・ 発生・再生科学総合研究センター
・ バイオリソースセンター
土木研究所 ・ 分子イメージング研究プログラム
・ 寒地土木研究所 ・ 放射光科学総合研究センター



























・ 愛知県衛生研究所 ・ 群馬県繊維工業試験場
・ 愛知県水産試験場 ・ 群馬県農業技術センター
・ 愛知県農業総合試験場 ・ 群馬県立産業技術センター
・ 青森県環境保健センター ・ 群馬県林業試験場
・ 青森県工業総合研究センター ・ 高知県海洋深層水研究所
・ 青森県水産総合研究センター ・ 高知県環境研究センター
・ 青森県農林総合研究センター ・ 高知県水産試験場
・ 青森県ふるさと食品研究センター ・ 高知県畜産試験場
・ 秋田県産業技術総合研究センター ・ 高知県立森林技術センター
・ 秋田県農林水産技術センター ・ 埼玉県環境科学国際センター
・ 石川県工業試験場 ・ 埼玉県農林総合研究センター
・ 石川県水産総合センター ・ 佐賀県果樹試験場
・ 石川県林業試験場 ・ 佐賀県工業技術センター
・ 茨城県霞ヶ浦環境科学センター ・ 佐賀県窯業技術センター
・ 茨城県畜産センター ・ 滋賀県衛生科学センター
・ 岩手県環境保健研究センター ・ 滋賀県森林センター
・ 岩手県水産技術センター ・ 滋賀県水産試験場
・ 岩手県生物工学研究所 ・ 滋賀県東北部工業技術センター
・ 岩手県内水面水産技術センター ・ 滋賀県農業技術振興センター
・ 愛媛県産業技術研究所（工業技術センター） ・ 滋賀県琵琶湖・環境科学研究センター
・ 愛媛県農業試験場 ・ 静岡県環境衛生科学研究所
・ 愛媛県農林水産研究所畜産研究センター ・ 静岡県工業技術研究所
・ 愛媛県農林水産研究所水産研究センター ・ 静岡県畜産技術研究所
・ 愛媛県立果樹試験場 ・ 静岡県農林技術研究所
・ 愛媛県林業技術センター ・ 自然環境保全センター研究部
・ 大分県衛生環境研究センター ・ 島根県産業技術センター
・ 大分県産業科学技術センター ・ 島根県水産技術センター
・ 大阪市立環境科学研究所 ・ 島根県畜産技術センター
・ 大阪市立工業研究所 ・ 島根県中山間地域研究センター
・ 大阪府環境農林水産総合研究所 ・ 島根県保健環境科学研究所
・ 大阪府立産業技術総合研究所 ・ 森林研究所
・ 岡山県工業技術センター ・ 多治見市陶磁器意匠研究所
・ 岡山県生物科学総合研究所 ・ 千葉県産業支援技術研究所
・ 岡山県総合畜産センター ・ 千葉県水産総合研究センター
・ 岡山県農業総合センター ・ 千葉県畜産総合研究センター
・ 岡山県木材加工技術センター ・ 地方独立行政法人岩手県工業技術センター
・ 岡山県林業試験場 ・ 地方独立行政法人東京都立産業技術研究センター
・ 沖縄県衛生環境研究所 ・ 東京都立皮革技術センター
・ 沖縄県海洋深層水研究所 ・ 十勝産業振興センター
・ 沖縄県家畜衛生試験場 ・ 徳島県立工業技術センター
・ 沖縄県工業技術センター ・ 徳島県立農林水産総合技術支援センター
・ 沖縄県畜産研究センター ・ 栃木県産業技術センター
・ 沖縄県農業研究センター ・ 栃木県水産試験場
・ 香川県環境保健研究センター ・ 栃木県酪農試験場
・ 香川県水産試験場 ・ 栃木県林業センター
・ 鹿児島県森林技術総合センター ・ 鳥取県栽培漁業センター
・ 鹿児島県農業開発総合センター ・ 鳥取県水産試験場
・ 神奈川県環境科学センター ・ 鳥取県農業試験場
・ 神奈川県農業技術センター ・ 鳥取県林業試験場
・ 北九州市環境科学研究所 ・ 苫小牧市テクノセンター
・ 兵庫県立がんセンター研究部 ・ 富山県衛生研究所
・ 京都府畜産技術センター ・ 富山県環境科学センター
・ 京都府中小企業技術センタ- ・ 富山県工業技術センター
・ 京都府農業資源研究センター ・ 富山県農林水産総合技術センター
・ 京都府保健環境研究所 ・ 富山県薬事研究所
・ 京都府立茶業研究所 ・ 長崎県果樹試験場
・ 岐阜県産業技術センター ・ 長崎県工業技術センター
・ 岐阜県森林研究所 ・ 長崎県総合水産試験場
・ 岐阜県情報技術研究所 ・ 長崎県畜産試験場
・ 岐阜県生活技術研究所 ・ 長崎県窯業技術センター
・ 岐阜県セラミックス研究所 ・ 長野県果樹試験場
・ 岐阜県農業技術センター ・ 長野県環境保全研究所
・ 熊本県産業技術センター ・ 長野県工業技術総合センター
公設試験場
・ 長野県南信農業試験場 ・ 山口県環境保健センター
・ 長野県農業総合試験場 ・ 山口県水産研究センター
・ 長野県農事試験場 ・ 山口県農林総合技術センター
・ 長野県野菜花き試験場 ・ 山梨県衛生公害研究所
・ 奈良県工業技術センター ・ 山梨県工業技術センター
・ 奈良県森林技術センター ・ 山梨県森林総合研究所
・ 奈良県畜産技術センター ・ 山梨県水産技術センター
・ 奈良県農業総合センター ・ 和歌山県環境衛生研究センター






















































































































○   伊澤 達夫 東京工業大学 理事/副学長 研究担当 
 井原 聰  東北大学 国際高等研究教育機構 国際高等研究教育 
 小林 信一 筑波大学 ビジネス科学研究科 教授 
 高橋 淑子 奈良先端科学技術大学院大学 バイオサイエンス研究科 教授 
 武藤 誠  京都大学 大学院医学研究科 教授 
 塚原 修一 国立教育政策研究所 高等教育研究部 部長 
 堀井 秀之 東京大学大学院 工学系研究科 教授 
 覧具 博義 東京農工大学 名誉教授 
（○委員長、五十音順、敬称略、2009 年 3 月 31 日現在） 
 
回 日付 実施概要 
第 1 回 2008 年 




第 2 回 2008 年 











第 4 回 2009 年 























実施主体： 文部科学省 科学技術政策研究所 第 1 調査研究グループ 
   （プロジェクト全体総括）    角田 英之 総括上席研究官 
   （報告書とりまとめ、調査の実施分析／主担当） 中務 貴之 上席研究官 
（報告書とりまとめ、調査の実施分析／担当）   齋藤 経史 研究員 
（調査業務支援）    水越 彩香 事務補助員 
 
委託先： 株式会社 三菱総合研究所 科学・安全政策研究本部 科学技術研究グループ 
 近藤 隆 主任研究員 
 高谷 徹 主任研究員 
 
 
















第 3 期科学技術基本計画のフォローアップに係る調査研究 
 
科学技術人材に関する調査 
報 告 書 
 






東京都千代田区霞ヶ関 3-2-2 中央合同庁舎第 7 号館 東館 16 階 
TEL：03-3581-2395 FAX：03-3503-3996 E-mail： 1pg@nistep.go.jp 
